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監 査 公 表

静岡市監査公表第13 号
地方自治法第199 条第12 項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、これを公

表する。
平成17 年３月29 日

静岡市監査委員 亀 山 博 史
同       大 畑 武 重
同       城 内   里
同       小 野   勇

記

指 摘 事 項 等 措 置 の 状 況

・行政財産の目的外使用料について

静清信用金庫の現金自動預金支払機設置
にかかる行政財産の目的外使用料におい
て、使用料の算定誤りにより当初使用料
48,289 円が48,286 円に変更となり差額３
円が生じていた。この差額分の事務処理に
ついては、本来３円還付すべきところを、
平成 16 年度行政財産目的外使用者電気料
の４月分にて相殺する旨の起案文書があ
り、相手方に文書が発送され処理されてい
たが、総計予算主義の原則により相殺処理
はしないこととされているので、適正な事
務処理をされたい。

（平成16 年度第１回定期監査）

[病院局 静岡病院 病院施設課]

当該予算科目は、節において共に同じ
科目であることにより相殺処理をしたも
のである。

これに対し、細節において当該科目の
既収入の行政財産目的外使用料収入から
行政財産目的外使用者電気料へ科目更正
により処理をした。

今後は、使用料算定の誤り、会計処理
の錯誤がないよう注意して処理をする。

（平成17 年３月９日 報告）

・郵券の保管について

郵券の保管について、９月末現在で137
万円と保管総額が多額となっているので、
適切に管理されたい。

（平成16 年度第１回定期監査）

[教育部 中央図書館]

今までは予算の範囲内で一度に多額の
郵券を購入していたので、保管総額が多
額になっていたものである。

指摘された以降については、新規購入
せず全て保管分から使用しており、今後
の使用見込みと、平成17 年度当初に必要
な最小限の５万円程度の郵券を保管し、
それ以外を地域総務課あて移管した。
今後は、必要見込みに応じ随時購入す

るよう改めた。
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（平成17 年３月17 日 報告）

監 査 公 表

静岡市監査公表第１４号
地方自治法第２５２条の３７第５項の規定により、包括外部監査人戸谷雄一から監査

の結果に関する報告書の提出があったので、同法第２５２条の３８第３項により次のと
おり公表する。

平成１７年３月２９日
静岡市監査委員 亀 山 博 史
同       大 畑 武 重
同       城 内   里
同       小 野   勇

記
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包括外部監査の結果に関する報告書

第１．外部監査の概要

１．外部監査の種類

地方自治法第252条の37第１項の規定に基づく包括外部監査

２．選定した特定の事件

清掃事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理

３．事件を選定した理由

生活環境の保全は、市民生活に欠くことができない重要な課題であり、中で
も、ごみ・し尿の処理は市民の日常生活に直結した問題であるため、迅速かつ
衛生的に処理することが求められている。

現代社会は、物質的な豊かさを与えつづけてきた大量生産・大量消費・大量
廃棄の社会・経済システムが、廃棄物による環境への負担を増大させるととも
に排出される廃棄物は質的にも変化し、その適正処理をますます困難化・複雑
化してきている。このような厳しい情勢の中で、市民の日常の諸活動に伴って
排出される廃棄物の適正処理を確保し、併せて廃棄物の発生抑制、再利用の促
進その他の減量に係る施策を推進することにより、市民の生活環境の保全及び
公衆衛生の向上を図ることが清掃事業の目的である。

平成15年度において清掃費は、10,388,445千円であり、一般会計に占める
割合は約 4％であり財政支出のなかでも多額な金額を要している。そのため、
市税収入の増加が期待できない財政状態においては、清掃事業を安全かつ効率
的に実施することは重要な課題であり、清掃事業を財務的に分析・検討するこ
とは市民にとって有用であると考えられるため、特定の事件（テーマ）として
選定した。

４．外部監査の方法

（１）監査の要点

ア．出納・資金管理
① 入金・出金の手続が法令・条例・規則等（以下、「規則等」という。）に

基づき適に行われているか。
② 現金の管理手続が規則等に基づき適正に行われているか。

イ．収入・債権管理
① ごみ処理手数料等の収入は規則等に基づき適正に収受されているか。
② 債権の管理は規則等に基づき適正に収受されているか。
③ 滞留債権は発生していないか。
④ 滞留債権の処理は適正に行われているか。

ウ．固定資産・物品管理
① 固定資産・物品は実在するか。
② 保管・移動・廃棄に関しては規則等に基づき適正に行われているか。

エ．手数料と処理原価
① ごみ処理手数料の決定が規則等に基づき適正に行われているか。
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② ごみ処理原価が適正に算定されているか。

オ．予算と事業計画
① 清掃事業の予算執行は適正に行われているか。

カ．人件費
① 給与計算は規則等に基づき適正に行われているか。

キ．外部委託・工事請負
① 契約の方法及び手続は、規則等に基づき適正に行われているか。
② 委託業務が適正に履行されていることを確認しているか。
③ 契約代金の支払は規則等に基づき適正に行われているか。

ク．企業債
① 企業債の発行・償還手続が規則等に基づき適正に行われているか。
② 企業債の管理は適正に行われているか。
③ 企業債に関する支払利息が適正に支払われているか。

（２）主な監査手続

諸規程、決算書、予算書、稟議書等意思決定関係書類、会計帳簿・台帳その他
必要書類の閲覧、関係者への質問、証憑突合及び現地視察その他必要と認めた監
査手続を実施した。

なお、具体的手続については、「第２．外部監査の結果 Ⅱ．清掃事業の監査
結果」の中で個々 に記載している。

５．監査対象期間

原則として平成15年度
ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。

６．監査の実施期間

平成16年7月１日から平成17年３月４日まで

７．包括外部監査人及び補助者

（１） 包括外部監査人
公認会計士 戸谷雄一

（２） 補助者
公認会計士 柴田 剛
公認会計士 高林裕之
公認会計士 水上博之
会計士補  鈴木 潤

（注）
１ 平成15年4月1日、旧静岡市と旧清水市は合併して静岡市となっている。

本報告書は、合併前の静岡市、清水市をそれぞれ「静岡地域」、「清水地域」、
現在の静岡市を「静岡市」と呼称している。

２ 報告書の中にある表は単位未満切捨てで表示している。したがって、合計値
と内訳の集計値とが一致しない場合がある。また、「０」は表示単位未満の数
値が存在すること示し、「－」は数値がない（零）ことを示している。



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  5
第２．外部監査の結果

Ⅰ．清掃事業の概要

１．ごみ処理の現状

我が国が持続的に発展するためには、現在の社会経済のシステムを根本的に改
め、天然資源の消費を抑制し、環境への負担を低減した「環境型社会」に転換し
ていく必要がある。国においては、平成12年を「環境型社会元年」と位置付け、
循環型社会形成推進基本法をはじめとして、各種の廃棄物・リサイクル関連法を
制定・改定するなど、循環型社会に向けた法整備を進めてきている。

そのような中、ごみの減量化・資源化を柱にした「廃棄物の処理及び清掃に関
する法律」の改正、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法
律」に準拠した分別収集の実施、「ごみ処理に係るダイオキシン類発生抑制防止
等ガイドライン」の策定及び「大気汚染防止法」の改正など、ごみ処理事業を取
り巻く環境が大きく変化してきており、これらを踏まえたごみ処理のあり方につ
いて求められている。

静岡市は平成15年4月1日に静岡地域・清水地域の合併で誕生した。新市の
誕生と同時に静岡市は「静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例」及び「静岡
市廃棄物の処理及び清掃に関する規則」を施行したが、現在、ごみ処理に関して
は一部合併前の体制を踏襲して運用されている部分がある。

２．ごみ発生量の推移

「ごみ発生量」とは、市民及び事業者等によって排出される全ての不要物とす
るのが原則である。しかし、事業者独自の資源回収・処理や市民による自家処理
（生ごみの減量化等）によって資源回収等がなされているもの（潜在ごみ）につ
いては、実数として捉えることが困難なことから、これを除いたものを「ごみ発
生量」としている。また、ごみ発生量から集団資源回収量を除いたものを「ごみ
排出量」としている。

また、静岡市でのごみの収集は、市の直営及び委託業者によるステーションか
らの収集と清掃工場への直接搬入（許可業者による直接搬入を含む。）というか
たちで行われている。通常、ごみ排出量のうち、家庭から排出されるものを「家
庭系ごみ」と呼び、事業者等から排出されるごみを「事業系ごみ」というが、静
岡市におけるごみ処理状況から、家庭系ごみにおいては、主体をステーション等
から収集されるものとして、これを「収集ごみ」とし、事業系ごみにおいては、
主体を直接、中間処理施設へ持ち込まれるものとして、これを「直接搬入ごみ」
とし、住民団体によって回収される資源物として、これを「集団資源回収量」と
して区分している。上記のことを図示すると次項のようになる。

潜在ごみ（数値の把握が困難のもの） 事業者独自の資源回収・自家処
理（生ごみの減量化等）

集団資源回収量 住民団体による資源回収事業
可燃ごみ
不燃・粗大ごみ
資源ごみ

収
集
ご
み その他ごみ（乾電池等）

家庭系ごみ主体
（直営及び委託収集を含む）ご

み
発
生

ご
み
発
生

ご
み
排 可燃ごみ 事業系ごみ主体
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不燃・粗大ごみ
資源ごみ

量 量 出
量

直
接
搬
入
ご
み

その他ごみ（乾電池等）

（一般家庭からの持込ごみを含
む）
側溝汚泥、し渣

静岡地域及び清水地域のごみ発生量の推移は、以下のとおりである。

（単位：トン）
項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
静岡地域 223,998 239,753 229,402 234,609 238,991
清水地域 89,595 92,321 90,935 95,004 92,685
合 計 313,592 332,074 320,337 329,612 331,676

0ﾄﾝ

50,000ﾄﾝ

100,000ﾄﾝ

150,000ﾄﾝ

200,000ﾄﾝ

250,000ﾄﾝ

300,000ﾄﾝ

350,000ﾄﾝ

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域及び清水地域のごみ発生量の推移

静岡地域
清水地域
合計

３．ごみ処理量の推移

静岡地域
（単位：トン）

項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
可 燃 ご み 176,629 183,966 185,605 187,940 191,834
不燃・粗大ごみ 10,682 17,154 6,892 10,638 11,822

計 187,311 201,120 192,497 198,578 203,656

清水地域
（単位：トン）

項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
可 燃 ご み 67,449 68,147 67,639 66,625 68,723
不燃・粗大ごみ 6,768 8,687 7,290 9,369 5,617

計 74,217 76,834 74,929 75,994 74,340
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120,000ﾄﾝ
140,000ﾄﾝ
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11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域及び清水地域のごみ処理量の推移

静岡地域可燃ごみ
静岡地域不燃・粗大ごみ
清水地域可燃ごみ
清水地域不燃・粗大ごみ

４．ごみの組成の推移

過去5年間の静岡地域及び清水地域のごみの組成の推移は、以下のとおりであ
る。

静岡地域
（単位：％）

項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
紙 ・ 布 類 50.0 48.5 47.9 48.2 47.2
ビニール・ゴム類 26.0 20.5 29.1 33.3 28.5
木 ・ 竹 類 5.0 12.8 10.6 8.2 15.8
厨 芥 類 12.0 9.8 9.1 6.0 6.4
不 燃 物 類 1.0 4.7 0.9 1.2 0.9
そ の 他 6.0 3.7 2.4 3.1 1.2

清水地域
（単位：％）

項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
紙 ・ 布 類 50.2 53.0 49.4 37.7 47.0
ビニール・ゴム類 14.4 13.9 16.0 21.1 21.8
木 ・ 竹 類 7.7 14.6 5.4 16.0 9.8
厨 芥 類 12.0 10.1 21.9 15.3 14.0
不 燃 物 類 7.0 4.3 2.6 7.5 4.4
そ の 他 8.7 4.1 4.7 2.4 3.0

組成別に見ると、紙・布類、木・竹類は両地域ほぼ同じような傾向にある。一方、
ビニール・ゴム類は静岡地域のほうが高く、厨芥類、不燃物類は清水地域のほうが
高くなっている。

５．ごみ処理の実績

平成15年度ごみ処理の実績
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静岡地域

（単位：トン）
可燃物 不燃・粗大ごみ等

工場で破砕
区分

沼上清掃
工場

西ヶ谷清
掃工場 小計 沼上清掃

工場
西ヶ谷清
掃工場

破砕計

沼上最終
処分場 小計

合計

市 収 集 61,407 34,804 96,211 699 4,002 4,701 - 4,701 100,912
委託収集 4,722 21,537 26,259 - 149 149 1,174 1,323 27,582
直接搬入 48,499 20,865 69,364 4,855 2,177 7,032 3,017 10,049 79,413

合計 114,628 77,206 191,834 5,554 6,328 11,882 4,191 16,073 207,907

平成15年度　静岡地域におけるごみ処理の実績

市収集
49%

委託収集
13%

直接搬入
38%

清水地域
（単位：トン）

可燃物 不燃・粗大ごみ等
工場で破砕

区分
清水清掃
工場

沼上清掃
工場 小計 清水清掃

工場
沼上清掃
工場

破砕計

貝島最
終処分
場

小計
合計

市 収 集 13,624 11,377 25,001 1,246 522 1,768 - 1,768 26,769
委託収集 18,509 4,795 23,304 - - - - - 23,304
直接搬入 20,386 32 20,418 3,849 - 3,849 113 3,962 24,380

合計 52,519 16,204 68,723 5,095 522 5,617 113 5,730 74,453

平成15年度　清水地域におけるごみ処理の実績

市収集
36%

委託収集
31%

直接搬入
33%
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清掃工場の破砕後の処理

（単位：トン）
静岡地域 清水地域

区分 沼上清掃
工場

西ヶ谷清
掃工場

計
清水清掃
工場

沼上清掃
工場

計

焼 却 4,677 4,369 9,046 3,766 521 4,287
鉄分回収 877 1,959 2,836 1,329 1 1,330

計 5,554 6,328 11,882 5,095 522 5,617

６．ごみ収集形態

静岡地域

ごみの種類 方式 収集回数 区分 委託業者

可燃ごみ 集積所 週２回
直営・委託

※１
（財）静岡市清掃公社
静岡市一般廃棄物処理業（協）

不燃・粗大ごみ
戸別収集・
集積所

月1回
直営・委託

※２
静岡市一般廃棄物処理業（協）

資源ごみ
（びん・ガラス
類・缶・金属類）

集積所 月１回 委託 静岡リサイクル事業（協）

古紙類
（新聞・雑誌・
段ボール）

集積所・拠点
※３

隔月１回 委託 静岡市製紙原料大型ﾌ゚ ﾚｽ（協）

ペットボトル 拠点
週３回

※４
委託 静岡リサイクル事業（協）

※１ 委託地域：安倍６地区、西又、小布杉、藁科地区、長田地区、
※２ 集積所・委託地域：安倍６地区
※３ 拠点地域：安倍６地区
※４ 安倍６地区は2ヶ月に1回収集

清水地域

ごみの種類 方式 収集回数 区分 委託業者

可燃ごみ 集積所 週２回 直営・委託
清水市廃棄物事業（有）
（有）物流ネット

不燃・粗大ごみ
戸別収集・
集積所

月１回 直営

びん 集積所 月１回 委託 清水市ビン収集組合
缶 集積所 月１回 委託 清水資源リサイクル組合
ペットボトル 集積所 月１回 直営
古紙類
（新聞・雑誌・
ダンボール）

集積所 月１回 委託
清水資源リサイクル組合
資源リサイクルネットワーク

牛乳パック 拠点 月１回 委託 清水市廃棄物事業（有）
トレイ 拠点 週１回 委託 清水市廃棄物事業（有）
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７．ごみ排出量

一世帯、一人当たりごみ排出量の推移

静岡地域

1日当りの排出量
年度 対象世帯 対象人口

年間排出量
（トン） 1世帯（ｸ゙ ﾗﾑ） 1人（ｸ゙ ﾗﾑ）

１１ 173,543 471,593 192,058 3,032 1,116
１２ 175,202 471,044 205,645 3,216 1,196
１３ 176,327 469,735 196,889 3,059 1,148
１４ 177,818 468,775 203,104 3,129 1,187
１５ 179,804 468,789 207,907 3,159 1,212

※ 年間排出量＝可燃ごみ＋不燃・粗大ごみ＋最終処分場搬入量

清水地域

1日当りの排出量
年度 対象世帯 対象人口

年間排出量
（トン） 1世帯（ｸ゙ ﾗﾑ） 1人（ｸ゙ ﾗﾑ）

１１ 82,674 238,228 74,354 2,464 855
１２ 83,354 237,457 76,974 2,530 888
１３ 83,857 236,594 75,048 2,452 869
１４ 84,314 235,287 76,116 2,473 886
１５ 85,148 234,466 74,453 2,389 868

※ 年間排出量＝可燃ごみ＋不燃・粗大ごみ＋最終処分場搬入量

0ｸ゙ ﾗﾑ

200ｸ゙ ﾗﾑ

400ｸ゙ ﾗﾑ

600ｸ゙ ﾗﾑ

800ｸ゙ ﾗﾑ

1,000ｸ゙ ﾗﾑ

1,200ｸ゙ ﾗﾑ

1,400ｸ゙ ﾗﾑ

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域及び清水地域の1人1日当りのごみ排出量の推移

静岡地域1人1日当りの排出量
清水地域1人1日当りの排出量

８．ごみ処理原価（トン当たり）

静岡地域

年度 収集運搬（円） 処理（円） 合計（円）
１１ 20,796 11,647 32,443
１２ 17,921 10,813 28,734
１３ 19,786 11,839 31,625



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  11
１４ 19,597 12,125 31,772
１５ 18,622 11,208 29,831
注 平成１５年度は清水地域が含まれている。

清水地域

年度 収集運搬（円） 処理（円） 合計（円）
１１ 14,018 10,844 24,862
１２ 12,779 11,518 24,297
１３ 12,986 11,660 24,646
１４ 11,740 11,522 23,262

0円

5,000円

10,000円

15,000円

20,000円

25,000円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域及び清水地域のごみ処理原価（トン当たり）

静岡地域収集運搬
静岡地域処理
清水地域収集運搬
清水地域処理

９．資源化の現状

静岡地域、清水地域では、収集ごみや直接搬入ごみとして直接資源ごみの回収
を実施している。直接資源ごみ回収の過去5年間の推移は、以下のとおりである。

（単位：トン）
項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

缶類 3,030 2,734 2,361 2,272  2,077

ペットボトル 286 351 376 376 372

ガラスびん 5,511 4,697 4,072 3,923 3,800

古紙類 9,587 10,523 10,540 9,450 7,965

その他（金属） 1,407 2,215 - - -

収
集
ご
み

収集資源計 19,821 20,520 17,349 16,021 14,214

直接搬入計 - - - -

静
岡
地

域
静岡地域計 19,821 20,520 17,349 16,021 14,214

缶類 1,475 1,405 1,440 1,408 1,278

ペットボトル 256 300 324 358 338

ガラスびん 2,912 2,869 2,828 2,819 2,561

古紙類 52 47 573 3,858 2,995

その他（ﾌ゚ ﾗ） 90 62 62 64 51

収
集
ご
み

収集資源計 4,785 4,683 5,227 8,507 7,223

缶類 63 58 29 26 40

清
水
地

域 直接
ガラスびん 142 143 69 69 117
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古紙類 658 688 476 510 559

廃木材 - - 211 694 711

直接搬入計 863 889 785 1,299 1,427

清水地域計 5,648 5,572 6,012 9,806 8,650

再生利用率の推移

静岡地域、清水地域では、古紙等資源回収活動、直接資源ごみ回収及び中間処
理施設での資源回収を実施している。これらの事業による静岡市の再生利用率の
過去5年間推移は、以下のとおりである。平成15年度における再生利用率は、
静岡地域は14.2%であるのに対して、清水地域では21.1％となり7ポイント近く
清水地域のほうが高くなっており、静岡市全体では、16.1%となっている。

再生利用率（％）＝再生利用量÷ ごみ発生量× 100

（単位：トン）

項 目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
古紙等回収事業 12,113 13,588 15,144 15,474 16,870
直接資源回収 19,821 20,520 17,349 16,021 14,214
中間処分による資源回収 2,967 4,848 2,008 1,943 2,837
再生利用量 34,901 38,956 34,501 33,438 33,921
ごみ発生量 223,998 239,753 229,402 234,609 238,991

静
岡
地
域

再生利用率（％） 15.6 16.2 15.0 14.3 14.2
古紙等回収事業 9,717 9,903 9,985 9,072 9,555
直接資源回収 5,648 5,572 6,012 9,806 8,650
中間処分による資源回収 1,755 2,201 1,480 2,054 1,329
再生利用量 17,120 17,676 17,477 20,932 19,534
ごみ発生量 88,595 92,321 90,935 95,004 92,686

清
水
地
域

再生利用率（％） 19.1 19.1 19.2 22.0 21.1
古紙等回収事業 21,830 23,491 25,129 24,546 26,425
直接資源回収 25,469 26,092 23,361 25,827 22,864
中間処分による資源回収 4,722 7,049 3,488 3,997 4,166
再生利用量 52,021 56,632 51,978 54,370 53,455
ごみ発生量 313,592 322,074 320,337 329,612 331,677

合

計
再生利用率（％） 16.6 17.1 16.2 16.5 16.1

過去5年間における静岡地域清水地域のごみ再生利用率

0%

10%

20%

30%

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

静岡地域
清水地域
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１０．施設の概要

収集センター

（１）沼上収集センター

所在地 静岡市薬師１４番地の２
竣工年月 昭和６２年３月
建物延床面積 2,071.94㎡（事務室、会議室、休憩室等）
敷地面積 5,811.00㎡
建設費 361,144千円

（２）西ヶ谷収集センター

所在地 静岡市西ヶ谷５５７番地の１
竣工年月 昭和６３年３月
建物延床面積 2,044.52㎡（事務室、会議室、休憩室等）
敷地面積 4,439.01㎡
建設費 266,036千円

（３）清水収集センター

所在地 静岡市清水八坂町２１０２番地の１
竣工年月 平成７年８月
管理棟 936.89㎡（事務室、会議室、休憩室等）
敷地面積 3,807.69㎡
建設費 325,778千円

焼却処理施設

（１）西ヶ谷清掃工場

所在地 静岡市西ヶ谷５５３番地
竣工年月 昭和５８年３月
敷地面積 64,871.71㎡
建築延面積 10,665.76㎡
焼却炉 400t/24h 連続燃焼式機械炉
附帯設備等 乾式有害ガス除去装置、バグフィルター、排水処理設

備、計量棟
粗大ごみ破砕 100t/5h
余熱利用 タービン発電1,200kw

空気余熱器、場内給湯、暖房
総事業費 6,534,396千円、排ガス高度処理2,845,500千円
財源内訳 国庫補助金  2,800,000千円

市 債  2,699,400千円
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一般財源  1,034,996千円

（２）沼上清掃工場

所在地 静岡市南沼上１２２４番地
竣工年月 平成７年７月
敷地面積 37,617.15㎡
建築延面積 24,856.93㎡
焼却炉 600t/24h 連続燃焼式機械炉
附帯設備等 乾式有害ガス除去装置、バグフィルター、排水処理設

備、計量棟
粗大ごみ破砕 100t/5h
余熱利用 タービン発電8,000kw（一部売電）

空気余熱器、場内給湯、暖房
総事業費 27,365,003千円
財源内訳 国庫補助金  4,845,000千円

市 債 17,981,000千円
一般財源  4,539,003千円

（３）沼上清掃工場（灰溶融施設）

所在地 静岡市南沼上１２２４番地
竣工年月 平成16年3月
敷地面積 37,617.15㎡
延床面積 6,520.02㎡
溶融炉 120t/4h プラズマ式溶融炉
総事業費 6,300,000千円
財源内訳 国庫補助金  2,452,801千円

市 債  2,278,000千円
一般財源  1,569,199千円
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（４）清水清掃工場

所在地 静岡市清水八坂町２１１１番地
敷地面積 12,158.39㎡
1.2号焼却炉
竣工年月 昭和５０年４月
建築延面積 1,645.8㎡
焼却炉 210t/24h 連続燃焼式機械炉
附帯設備等 灰固形化施設、バグフィルター、
余熱利用 場内給湯
総事業費 744,808千円
財源内訳 国庫補助金    182,727千円

市 債    416,800千円
一般財源    145,281千円

3号焼却炉
竣工年月 昭和６３年６月
建築延面積 432.48㎡
焼却炉 75t/24h 連続燃焼式機械炉
附帯設備等 灰固形化施設、バグフィルター、
余熱利用 場内給湯
総事業費 598,000千円
財源内訳 市 債    470,800千円

一般財源    127,200千円
不燃・粗大ごみ処理
施設
竣工年月 昭和５３年３月
建築延面積 1,111.61㎡
焼却炉 50t/5h 圧縮せん断破砕
総事業費 324,148千円

財源内訳
国庫補助金    137,000千円
市 債    170,500千円
一般財源     16,648千円
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最終処分場

（１）沼上最終処分場

所在地 静岡市北沼上３８７番地の１
竣工年月 平成２年３月
埋立開始年月
埋立終了年月

平成２年４月
平成１８年３月（予定）

総面積 150,328㎡
埋立面積  36,000㎡
埋立容量 750,000㎥
埋立対象 不燃物（破砕処理後）、焼却灰
総事業費 3,715,621千円
財源内訳 国庫補助金 1,110,290千円

市 債 2,036,000千円
一般財源 569,331千円

（２）清水貝島最終処分場

所在地 静岡市清水三保字貝島地先
竣工年月 平成元年３月
埋立開始年月
埋立終了年月

平成元年６月
平成２２年３月（予定）

総面積 21,984㎡
埋立面積  19,760㎡
埋立容量 246,000㎥
埋立対象 焼却灰及び不燃物
総事業費 4,009,305千円
財源内訳 国庫補助金 1,953,363千円

市 債 1,562,600千円
一般財源   493,342千円
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し尿処理施設

（１）静岡衛生センター

所在地 静岡市東千代田三丁目５番１号
竣工年月 昭和４２年１１月
敷地面積 19,064㎡
処理方式 直接脱水方式
処理能力 260kl/日（40kl/h）
総事業費 480,267千円（うち直接脱水分168,096千円）

国・県補助金 75,878千円 直接脱水分
市 債 127,000千円 市 債 124,000千円

財源内訳

一 般 財 源 277,400千円 一般財源 44,096千円

（２）静岡衛生センター南部中継所
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所在地 静岡市下川原３５５５番地の１
竣工年月 昭和４７年１月
敷地面積 17,212㎡
貯留能力 600kl (最大)
備考 平成11年2月より､破砕処理と攪拌を行う中継基地としてい

る。

（３）清水衛生センター

所在地 静岡市清水堀込７２２番地
竣工年月 平成3年3月
敷地面積 6,164.97㎡
処理方式 標準脱窒素処理方式
処理能力 200kl/日（8.3kl/h）
総事業費 2,644,398千円
財源内訳 国庫補助金 1,084,754千円

市 債 1,040,900千円
一般財源   518,744千円
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１１．財団法人 静岡市清掃公社

清掃法の改正（昭和40年12月2日施行）に伴い、静岡地域は経営形態が半官
半民の清掃公社を設立し、し尿収集事業を行わせることとした。この法人は、静
岡市における清掃事業及び環境保全事業の公共性を確保し、能率的な運営を推進
することにより、市民の生活環境を清潔に保ち、公衆衛生の向上を図ることを目
的としている。

所在地 静岡市産女９５３番地
設立許可年月日 昭和42年8月7日
設立資金 500万円（基本財産300万円、運用財産200万円）

財団法人静岡市清掃公社の過去3年間の損益等の推移は、以下のとおりである。
（単位：千円）

項 目 平成13年度 平成14年度 平成15年度
営業収益 835,831 851,160 887,786
営業費用 858,557 831,212 820,357
営業利益 △22,726 19,947 67,429
営業外収益 38,861 36,113 40,908
営業外費用 636 501 1,367
経常利益 15,498 55,559 106,970
当期純利益 5,165 9,645 47,561
総 資 産 536,758 611,387 718,973
純 資 産 259,117 268,763 316,324

過去3年間の事業実績（営業収益）の推移は、以下のとおりである。
（単位：千円）

項 目 平成13年度 平成14年度 平成15年度
一般廃棄物収益 136,598 122,187 105,578
産業廃棄物収益 42,180 61,397 70,437
浄 化 槽 収 益 358,432 352,890 333,447
清掃・環境保全収益 273,185 297,457 352,341
放置自転車運搬収益 24,896 16,621 23,570
雑 収 入 537 605 2,411
営 業 収 益 合 計 835,831 851,160 887,786

１２．組織・事務分掌等
平成15年4月1日現在

生活環境部機構図（清掃部門抜粋）
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事務分掌

廃棄物政策課

① 廃棄物処理の基本計画の策定に関すること。
② 廃棄物の減量化及びリサイクル施策に係る総合計画の企画及び推進に

関すること。
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③ 環境美化思想の普及及び高揚に関すること。
④ 廃棄物処理施設の建設及び整備に関すること。
⑤ 清掃対策審議会に関すること。
⑥ 関係諸団体との連絡調整に関すること。
⑦ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく許可及び指導監督に関す

ること。
⑧ 浄化槽法に基づく許可、登録及び指導監督に関すること。
⑨ 環境事務所廃棄物指導課、収集業務課及び廃棄物処理課との総合調整に

関すること。

[静岡環境事務所]

廃棄物指導課

① 廃棄物の減量及びリサイクルの施策の実施に関すること。
② 廃棄物の適正処理の指導に関すること。
③ 廃棄物の処理に係る相談に関すること。
④ 環境美化の推進に関すること。
⑨ 浄化槽及びし尿くみ取りの届出及び指導に関すること。

収集業務課

① 一般廃棄物（し尿を除く。次号において同じ。）の収集・運搬の作業計
画及び実施に関すること。

② 一般廃棄物の排出指導に関すること。
③ 清掃車両の整備計画及び維持管理に関すること。
④ 収集センターの維持管理に関すること。

廃棄物処理課

① 廃棄物の焼却等の処理に関すること。
② 廃棄物処理施設の維持管理に関すること。

[清水環境事務所]

廃棄物指導課

① 廃棄物の減量及びリサイクルの施策の実施に関すること。
② 廃棄物の適正処理の指導に関すること。
③ 廃棄物の処理に係る相談に関すること
④ 環境美化の推進に関すること。
⑤ 浄化槽及びし尿くみ取りの届出及び指導に関すること。
⑥ 公衆便所に関すること。

収集業務課

① 一般廃棄物（し尿を除く。次号において同じ。）の収集・運搬の作業計
画及び実施に関すること。
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② 一般廃棄物の排出指導に関すること。
③ 清掃車両の整備計画及び維持管理に関すること。
④ 収集センターの維持管理に関すること。

廃棄物処理課

① 廃棄物の焼却等の処理に関すること。
② 廃棄物処理施設の維持管理に関すること。

Ⅱ．清掃事業の監査結果

１．現金及び預金の管理

（１）概要

清掃事業を行う環境部において、現金及び預金を取り扱っている事業所は、沼
上清掃工場、西ヶ谷清掃工場、西ヶ谷収集センター、清水清掃工場、及び沼上最
終処分場である。

現金及び預金の取扱いは、持ち込まれたごみに対して徴収した処理手数料とそ
のつり銭資金及びピンク電話の利用料に対するものであり、日々 の取扱量として
は比較的少ない。

ア．沼上清掃工場、西ヶ谷清掃工場、清水清掃工場

沼上清掃工場、西ヶ谷清掃工場及び清水清掃工場において管理される現金は、
ごみ処理手数料及びつり銭資金のみである。ごみ処理手数料は、あらかじめ事後
納付することが許可された許可事業者以外の、一般事業者がごみを持ち込む場合
に、計量所において、持ち込まれたごみの重量に応じて徴収される。ごみの持ち
込み時間の終了後に、計量所内で一日分の現金の集計、実査が行われ、その後、
事務所内において別の担当者により、再度実査が行われる。実査後の現金は、手
提げ金庫により事務所内で保管され、翌日には指定金融機関へ入金されることと
なる。

つり銭資金は、常時一定額が用意され、ごみ処理手数料と合わせて保管されて
いる。

イ．沼上最終処分場

沼上最終処分場で管理される現金は、焼却灰処理の手数料のみである。
当該焼却灰処理手数料は、一般事業者により焼却灰が持ち込まれた際に、重量

に応じて徴収される。徴収された現金は、持ち込み時間の終了後に集計、実査さ
れ、その日のうちに金融機関の夜間金庫に入金される。

なお、ダイオキシンの抑制に関する政令等が施行されてからは、一般の事業者
が自らごみの焼却を行うことは極めて稀なため、沼上最終処分場における現金の
取扱量は少ない。

ウ．西ヶ谷収集センター
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西ヶ谷収集センターにおいてはピンク電話の利用料の現金がある。

なお減免されている収入がある場合、その内容について検討した。ただし、ご
み処理手数料に関しては別項に記載している。

（２）結果

ア．実施した監査手続

① 現金の実査を行なった。
② 関係帳簿の閲覧及び関係者に対する質問を行い、現金の管理状況を把握し
た。

イ．結論

上記の手続を実施した結果、下記指摘事項を除いて特に問題となる事項は認め
られなかった。

ウ．指摘事項

（ア）ピンク電話の現金回収方法

西ヶ谷収集センターにおけるピンク電話からの現金の取出しを１人で行って
いるため、金額の正確性に疑問が生じる事となっている。金額が少ないためそ
うしているのであろうが、現金は盗難、紛失等の危険性も高い。したがって、
現金の取出しは複数の担当者で行ったうえで金額を確認し、終了後当該担当者
の確認のサインを付しておく等の処置をとることが望まれる。

２．ごみ処理手数料徴収事務に関する管理

（１）概要

ここでごみ処理手数料とは、事業活動に伴う一般廃棄物、廃棄物の埋立、犬猫
等の死体処分、乾電池の処理に係わるものであり、静岡市廃棄物の処理及び減量
に関する条例第13条、第15条に基づき徴収する手数料である。

平成15年度の歳入調定に係るごみ処理手数料は、次のとおりである。

（単位：千円）

種類及び予算費目（節名） 15 年度合計
額

15 年度発生
分

14 年度未収
分

(1)事業活動に伴う一般廃棄物を本市が収集し、運搬し、及び処分する場合
清掃総務手数料 253,218 247,741 5,476

(2)事業活動に伴う一般廃棄物を事業者が処理施設まで運搬し、本市が処分する場
合（※1）

西ヶ谷清掃工場手数料 161,666 148,819 12,846
沼上清掃工場手数料 334,674 315,493 19,181
清水清掃工場手数料 154,613 143,093 11,519
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最終処分場管理手数料 20,747 19,257 1,489

(3)犬猫等の死体を処分する場合
清掃総務手数料 6,568 6,457 111
合     計 931,488 880,862 50,626

※１ 静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例第14条に規定する本市が処理す
る産業廃棄物を処分する場合の手数料を含む。

なお、平成15年度においては、不納欠損額、収入未済額は無かった。平成14
年度には静岡地域と清水地域との合併があり、出納整理期間が無かったため、多
額の収入未済額が発生し平成15年度に繰り越された。

事業活動に伴う一般廃棄物を本市が収集し、運搬し、及び処分する場合には、
市長の指定する容器（ごみ袋）を用いるものとされており、この清掃総務手数料
とは、その販売の際徴収する手数料である。この制度は静岡地域のみで行われて
いる。なお、このごみ処理手数料の徴収業務は、容器（ごみ袋）の製作も含めて
静岡市清掃公社に委託している。

西ヶ谷清掃工場、沼上清掃工場、清水清掃工場の各手数料は、事業活動に伴う
一般廃棄物を事業者がそれぞれの工場に持ち込んだものに係るごみ処理手数料
である。

最終処分場管理手数料とは、沼上にある埋立地に埋立てのために持込まれたご
みに係る手数料である。

犬猫等の死体を処分する場合には、犬猫等の火葬に係る清掃総務手数料が生じ、
動物指導センター、動物保護協会、清水斎場内で受付・徴収している。
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ごみ処理手数料の事務処理フローチャートは、次のとおりである。

① 静岡市清掃公社に委託している指定容器による手数料の徴収事務
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② 清掃工場に持込んだ場合―官公署・一般廃棄物収集運搬許可業者の場合

③ 清掃工場に持込んだ場合―一般事業者が直接持込んだ場合



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  27

④ 廃棄物処理手数料収納の流れ（最終処分場 埋立）

    収集車両

    入口計量

    出口計量

受 付
    終了後
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    振込処理               出納処理

    支払

    出納処理

    電算処理

⑤ 犬猫等死体取扱手数料収納の流れ（清水斎場の場合）

    飼い主

    受付

    受 付
    終了後

    清掃工場

    振込処理

    出納処理

    支払
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    出納処理

    電算処理

なお静岡地域の場合は、清掃工場に現金その他を送付して事務を任せることな
く、静岡動物指導センター等受付機関で処理を済ませているところが主たる相違
であって、他はほとんど同じなので省略する。

（２）結果

ア．実施した監査手続

① 静岡市清掃公社に委託している指定容器（ごみ袋）に係る手数料について
（ⅰ）関連する契約書、見積書、委託業務仕様書、起案書等一連の事務手続

が規則等に準拠しているかどうか、また契約の内容は委託業務を正しく
執行させることに関して適切かどうか検討した。

（ⅱ）委託した事務処理が適正に履行されているかどうか、静岡市清掃公社
において②以降に記したのと同様の調査、検討を実施するとともに、指
定容器の製作再委託の契約の適否、在庫管理の状況などについて、契約
書、指定容器管理簿及び在庫管理表の閲覧、担当者への質問、在庫数量
の実査などにより検討した。

（ⅲ）委託した事務処理が適正に履行されているかどうかについて、静岡市
生活環境部が実績報告、入金確認などで確かめて適切に監督しているか
どうか、またその報告に基づいて、ごみ処理手数料を適正に計上してい
るかどうかについて検討した。

② 徴収事務の流れについてフローチャートに基づき聴取し、検討するととも
に、ごみの受入現場においてフローチャートに従って事務を処理しているか
どうか確かめた。

③ 一般廃棄物処理手数料歳入日報、レシート（控）、領収書（控）、料金日報、
料金月報、歳入調定伺書、出納金受払簿等の関連書類を閲覧・照合し、ごみ
処理手数料の計上金額及び計上時期が規則等に準拠しているかどうか検討
した。

④ 14年度末の未収金で15年度の歳入として繰り越された金額につき、その
内訳資料を入手し、担当者への質問、証憑突合により、過不足がないか検討
した。

⑤ 信用供与先（ごみ処理手数料の債務者）の範囲を検討し、不納欠損や長期
滞留債権の発生の蓋然性を検討するとともに、15年度の不納欠損額、収入未
済額がゼロであることを確認し、また15 年度末時点の未収金のその後の入
金状況や、その入金状況の調査ができないときは調査時点（平成16年8月
から11 月）の債権残高の内容を検討して債権管理が実質的に適切に管理さ
れているか検討した。

イ．結論

上記の手続を実施した結果、下記事項を除いて特に問題となる事項は認められ
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なかった。

ウ．指摘事項

清水斎場における犬猫等死体取扱手数料の徴収事務について下記の不適切な
事項があった。（下記事項は、全てを調べたわけではなく約140日分（約800枚）
の領収書（控）を調べた結果である。）

（ア）歳入調定金額（収入金額）の誤り

平成15年6月23日の収入は領収書（控）に基づけば6,300円であるはずの
ところ、誤って5,250円と報告され歳入調定されていた。

（イ）領収書（控）の枚数管理

領収書（控）が紛失していると想定されるもの（紛失していると正しい金額
が確認できない）は、次のとおりである。

平成15年6月12日の売上報告は29,400円であったが、領収書（控）は28,350
円分しかなかった。

このような事が生じ、見過ごされているのは、領収書の連番管理が適正に行
われていないことも一因かと思われる。後述する在庫管理と同様に、領収書に
事前に連番を付し、使用・点検に当たり、欠番の有無に注意するようにすべき
である。また、書き損じた領収書についても適切に保管することとなる。

なお領収書には連番は付されていた。しかし、紛失が生じたと思われるのに
欠番は生じていない。これは連番を事前に付していないからと思われる。現在、
払い出し枚数と残数との確認を毎月末行っている。

（ウ）領収書の不備

下記のとおり領収書（控）に欠点のあるものがあった。チェックを厳しくす
るなどして、改める必要がある。

種類 金額不記載（下記7件） 収入印漏れ（下記4件）
存在日 平成15年06月30日 1件

平成15年07月03日 1件
平成15年12月16日 1件
平成15年12月22日 1件
平成16年01月08日 1件
平成16年03月11日 1件
平成16年03月25日 1件

平成15年12月08日 1件
平成15年12月28日 1件
平成15年12月29日 2件

備考 調定金額の正否確認不能

（エ）領収書用紙の在庫管理

領収書用紙の在庫管理がなされていなかったため、全ての徴収額が漏れなく
歳入調定されたかどうか確かめられない。つまり領収書（控）を紛失したため
に歳入調定されなかったものがあったとしても調べられないのである。

なお、平成16年9月分から実施するように改められている。
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３．薬品の管理

（１）概要
物品とは、市が保有する動産（現金、公有財産及び基金以外のもの）及び市が

使用のため保管する動産をいう（地方自治法第239条第1項）。
物品は、その用途、構造、品質等により、以下の分類により区分し整理しなけ

ればならない（静岡市物品管理規則第5条）。
 備品
 消耗品
 工事用その他の原材料
 動物
 生産物
 その他の物品

地方自治法においては物品会計事務の重要性にかんがみ、金銭や有価証券の出
納保管事務と同様、物品についてもその出納保管は収入役の職務権限と定め、収
入役は市長の通知がなければこれを出納することができないとしている（地方自
治法第170条第1項）。物品の保管においても静岡市物品管理規則第28条におい
て「物品の保管責任者は、物品を常に良好な状態で保管しなければならない」と
規定している。

薬品の管理について危険物等管理標準手順書に以下のように規定されている。

毒物及び劇物取締法若しくは薬事法が適用されている危険物等の管理

保管場所

① 鍵のかかる専用保管庫等にて保管する。冷所保存の必要がある場合は、鍵
のかかる冷蔵庫等で保管する。

② 毒物及び劇物の保管庫等には、以下のラベルを見やすい場所に表示する。
毒物：赤地に白文字で「医薬用外毒物」
劇物：白地に赤文字で「医薬用外劇物」

③ 地震等の災害に対する対策を講じ、保管庫等の転倒や転落を防止する。

取扱上の注意

① 毒物及び劇物は、他の薬品とは別に保管する。同様に、毒薬は毒薬だけ、
劇薬は劇薬だけで保管し、他の薬品とは混在させない。

② 漏れ、あふれ、又は飛散しないよう、必要な処置をとること。

（２）結果

ア．実施した監査手続

静岡市の3施設の清掃工場のうち沼上工場を選定して、往査日現在の薬品の管
理状況について、担当者への質問、関係資料の閲覧、現場の視察を実施して確か
めた。
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イ．結論

上記手続を実施した結果、下記事項を除き特に問題となる事項は認められなか
った。

ウ．指摘事項

（ア）ラベルの添付漏れ

沼上清掃工場の検査室を往査した際、指定ラベルが添付された保管庫におい
て毒物及び劇物が保管されていたが、一部の劇物について「医薬用外劇物」の
ラベルを添付されていない場所に保管されていた。また、塩化エチル水銀と塩
化メチル水銀が同一の袋内で保管されていた。危険物等管理標準手順書（静岡
市環境マネジメントシステム文書）に規定するように毒物及び劇物を保管する
場所には漏れなく指定ラベルを添付することが必要であろう。さらに、危険物
等管理標準手順書に準拠して薬品の保管がなされているか、薬品の管理者は定
期的に確認をすることが望ましい。

４．有形固定資産の管理

（１）概要

地方公共団体の財産には、公有財産、物品及び債権並びに基金がある(地方自
治法第237条第1項)。ここで有形固定資産とは、自己（自治体）が保有し、経
営又はサービスの提供目的のために長期間にわたり使用している有形の資産を
いい、地方公共団体の財産のうち、有形固定資産に該当するものは、概ね公有財
産と物品であるといえる。

公有財産は、その使用目的により行政財産と普通財産に分類されるが、これを
性質別に大別すると、土地、建物、立木等の不動産、また船舶、航空機、その他
不動産及び動産の従物からなる動産、さらに地上権、地役権、鉱業権等の用益物
権、特許権、著作権等から成る無体財産権や株券、社債券等の有価証券類に細分
され(地方自治法第238条第1項)、このうち有形固定資産は、不動産及び動産で
ある。

物品とは、市の所有に属する動産のうち、現金、公有財産、基金以外のもの及
び市が使用のために保管する動産をいい(地方自治法第239条第1項)、その用途、
構造、品質等により備品、消耗品、原材料、生産物等に分類される(静岡市物品
管理規則第5条)。

財産管理の基本原則として、「地方公共団体の財産は、常に良好の状態におい
てこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的に、これを運用しなければ
ならない」とされている(地方財政法第8条)。取得価額の大きくなる公有財産の
みならず、物品についても、静岡市物品管理規則第2条第1項において、「常に
善良な管理者の注意をもって取り扱うとともに、その目的及び用途に従い、最も
効果的に使用しなければならない」としてその重要性を十分認識する必要がある
ことが規定されている。

清掃事業を執り行う環境部にはその施設として、それぞれの地区に各清掃工場、
収集センター、衛生センター、最終処分場等があり、公有財産及び物品の管理は
これら出先の機関にそれぞれゆだねられているのが現状である。
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ア．土地の保有状況

平成15年3月31日現在で、環境部（清掃部門）の各課が所管する土地は次頁
に示すとおりである。

なお、表中の台帳価額とは、静岡市財産管理規則第49条第１号及び同条第3
号に基づき、土地について、価額を改定することが適当でないものを除いて、3
年ごとにその年度末の現況において、近傍類似の土地の地方税法第341条第10
号又は第11号に定める土地課税台帳又は土地補充課税台帳に登録されている価
格を考慮して算定した金額によって、又はこれにより算定できない土地は時価に
準じた金額により評価替えした後の改定価額である。

課 区分 現在高 台帳価額
㎡ 千円

再生資源選別工場貸付地 9,843.93 496,124貸付財産
清掃公社事務所等用地 7,747.72 754,252

廃棄物政策課
普
通
財
産 その他 吉津清掃工場跡地 571.73 55,658

西ヶ谷収集センター 4,439.01 406,812

沼上収集センター 5,811.00 331,931

収 集 業 務 課
行
政
財
産

公用財産

清水収集センター ※1 1,978.69 253,483

西ヶ谷清掃工場 9,129.13 836,635
西ヶ谷清掃工場水源地 23.00 2,107
沼上清掃工場 15,240.11 2,002,521
沼上清掃工場搬入道路 1,756.09 177,134
南清掃事業用地 38,750.00 2,782,249
西ヶ谷清掃事業用地 34,427.58 3,155,077
西ヶ谷清掃工場環境保全用地 21,292.00 1,951,303
静岡衛生センター 2,783.66 431,745
静岡衛生センター南部中継所 17,212.01 1,690,219
三請埋立地グラウンド※2 16,205.00 939,890
沼上最終処分場用地 150,328.06 12,891,278
新沼上清掃工場用地 37,617.15 4,926,144
南沼上多目的広場 ※3 1,113.00 146,248
清水清掃工場 ※6 12,158.39 1,557,566

行
政
財
産

公用財産

清水衛生センター ※6 5,003.44 348,613
南沼上集会所貸付地※4 845.20 111,058
下川原集会所貸付地※4 616.66 87,689

貸付財産

南口・唐瀬通・岳美
集会所貸付地   ※4

179.04 30,562

廃棄物処理課

普
通
財
産

その他 郷東山荘跡地 ※5、※6 1,760.13 158,650

※１ 平成16年3月31日現在の台帳価額で記載している。
清水地域に属する各施設が所管する土地については、土地の財産調書において、

面積の現在高を記載したものしか存在しておらず、平成15年3月31日現在の土
地の台帳価額は不明だったが、その後の調査により平成16年度には平成16年3
月31日現在の土地の台帳価額が記載されている。

※２ 三請埋立地グラウンドは、清掃工場より排出される焼却灰の埋立地であったが
既に埋立作業は終了し、現在地元町内会等の利用に供するため、グラウンドとし
て整備されている

※３ 南沼上多目的広場は、地元南沼上町内会のスポーツ、イベント等さまざまな利
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用に供するための用地であり、隣接する南沼上の公民館と一体となり地域住民の
利用に供されている。

※４ これらの集会所貸付地は、清掃工場や、衛生センターの建設にあたり、地元町
内会の公民館用地として提供した用地であり、現在も町内会公民館用地として使
用されている。

※５ 郷東山荘跡地は、老人福祉施設（郷東山荘）の建設用地として保有していたも
のであるが、郷東山荘は隣地に北部交流センターとして建て替えられており、現
在この土地は、粗大ごみである剪定枝の選別用地として使用されている。

※６ 平成16年3月31日現在の台帳価額で記載している。

イ．建物の保有状況

平成15年3月31日現在、環境部（清掃部門）の各課が所管する建物は、以下
に示すとおりである。

なお、台帳価額については、静岡市財産管理規則第49条第2号及び第3号に
基づき、価額を改定することが適当でないものを除いて、3年ごとにその年度末
の現状において、全国市有物件災害共済会建物標準再調達価額に建物経年減価率
を乗じて得た額、又はこれにより算定できないものについては時価に準じて算定
した額によって評価替えした後の改定価額である。

課 区分 現在高 台帳価額
㎡ 千円

公用財産 沼上プレハブ倉庫 99.19 4,802
柳橋公衆便所 ※1 2.38 394
港橋公衆便所 ※1 20.3 2,831

廃棄物政策課
行
政
財
産

公共用財産

八千代橋公衆便所 ※1 23.16 8,330

沼上収集センター 2071.94 211,700

西ヶ谷収集センター 2044.52 329,533

収集業務課
行
政
財
産

公用財産

清水収集センター ※1 1449.09 39,800

西ヶ谷清掃工場 10,665.76 1,784,692
沼上清掃工場 7,048.92 581,831
沼上清掃工場（新工場） 24,856.93 7,519,771
清水清掃工場 3,927.87 325,307
三請埋立地グラウンド 64.8 3,108
沼上最終処分場 548.74 54,751
清水貝島最終処分場 ※1 260.00 39,800
静岡衛生センター 959.00 163,764
静岡衛生センター南部中継所 2,600.60 231,324
清水衛生センター 4,169.16 589,185

廃棄物処理課
行
政
財
産

公用財産そ
の他の施設

清水逢坂汚水処理施設 ※1 75.77 5,265

※１ 平成16年3月31日現在の台帳価額で記載している。
清水地域に属する各施設が所管する建物については、建物の財産調書において、

面積の現在高を記載したものしか存在しておらず、平成15年3月31日現在の土
地の台帳価額は不明だったが、その後の調査により平成16年度には平成16年3
月31日現在の土地の台帳価額が記載されている。
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ウ．ごみ収集車両の保有状況

平成16年3月31日現在、環境部（清掃部門）においてごみの収集業務を担当
する収集業務課が保有するごみ収集車両の状況は、次項のようになっている。

場所 用途
台数

（台）
購入年

経過年数
（年）

燃料

2ｔ 兼用車 1 平成12年 3 天然ガス
6 平成7年 8 軽油
2 平成8年 7 軽油
4 平成9年 6 軽油
5 平成11年 4 軽油

兼用車

2 平成13年 2 軽油
2 平成7年 8 軽油
2 平成8年 7 軽油

4ｔ

不燃車

1 平成9年 6 軽油
3 平成14年 1 天然ガス

沼上収集センター

5ｔ 兼用車
2 平成15年 0 天然ガス

小計 30
1 平成9年 6 軽油2ｔ 兼用車
1 平成10年 5 軽油
2 平成6年 9 軽油
5 平成7年 8 軽油
3 平成8年 7 軽油
5 平成9年 6 軽油
3 平成10年 5 軽油
1 平成11年 4 軽油
1 平成12年 3 軽油

兼用車

1 平成13年 2 軽油
1 平成7年 8 軽油
1 平成8年 7 軽油

4ｔ

不燃車

2 平成9年 6 軽油

西ヶ谷収集センター

5ｔ 兼用車 2 平成15年 0 天然ガス
小計 29

2 平成12年 3 軽油可燃車
1 平成14年 1 天然ガス
1 平成3年 12 軽油

2ｔ

不燃車
1 平成7年 8 軽油
2 平成7年 8 軽油
3 平成8年 7 軽油
4 平成9年 6 軽油

可燃車

3 平成11年 4 軽油
2 平成6年 9 軽油
1 平成12年 3 軽油

不燃車

1 平成14年 1 軽油

4ｔ

兼用車 1 平成6年 9 軽油

清水収集センター

5ｔ 兼用車 1 平成15年 0 天然ガス
小計 23
合計 82
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各収集センターとも、ごみ収集車両は、ほぼフル稼働の状況である。
また、車両の買い替え時期については、収集業務課として10 年経過を指針とし

ている。更新計画に基づき、10年経過を目安として更新要求を提出するが、予算上
の制約等の理由から車両の購入が不可能な場合もあり、一方で車両台数を減らすと
市民へのごみ収集サービスに支障をきたす恐れがあるため、走行距離や車両の痛み
具合、修繕費等のランニングコストとの兼ね合い等種々 の要因を勘案して買い替え
の時期を特定している。

エ．備品購入費の推移

環境部（清掃部門）における過去5年間の備品購入費の推移は、以下のように
なっている。

（単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

備品購入費 65,169 69,110 34,799 64,257 61,243

0千円

20,000千円

40,000千円

60,000千円

80,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

備品購入費の推移

備品購入費のうち主なものは、ごみ収集車両の購入費である。ごみ収集車両
の購入価額は、2ｔ車でおおよそ600万円～700万円、天然ガス車であれば800
万円程度である。4ｔ車でおおよそ700万円～800万円、5ｔ車（天然ガス車）
なら1,100万円程度となる。

（２）結果

ア．実施した監査手続

① 固定資産に関する管理簿を閲覧し、その整備状況及び記載状況を確かめた。
② 関係者への質問及び関係書類の閲覧により、固定資産の管理状況の概要を

把握した。
③ 次項の各清掃工場、収集センター、衛生センター等を現場視察し、固定資

産の現物確認及び関係者への質問を行って、管理簿に記載されている固定資
産の実在性及び管理の状況を確かめるとともに簿外資産の有無を確かめた。
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沼上清掃工場
西ヶ谷清掃工場

清掃工場

清水清掃工場
沼上収集センター
西ヶ谷収集センター

収集センター

清水収集センター
静岡衛生センター
静岡衛生センター南部中継所

衛生センター

清水衛生センター
沼上最終処分場最終処分場
清水貝島最終処分場

④ 固定資産管理のために備品に貼付される備品票について、その貼付状況を
確かめた。

⑤ 遊休固定資産の有無及び今後の予定について、関係者への質問及び現物確
認により確めた。

⑥ 車両の運転日誌等を閲覧して車両の管理状況を確かめた。
⑦ ごみ収集車について、車両事故報告書を閲覧し、事故の処理が静岡市車両

管理規程に従い適切になされているかを確かめた。

イ．結論

上記監査手続を実施した結果、下記指摘事項を除き、特に問題となる事項は認
められなかった。なお、現地で実施した固定資産の現物実査は、台帳に記載され
ている全ての固定資産を対象として行ったものではなく、台帳に記載されている
もののうち、監査人が無作為にサンプルを抽出して行ったものである。また、下
記指摘事項が生じたことに関連して「包括外部監査の結果に関する報告に添えて
提出する意見 ３．有形固定資産の管理」において述べているため、参照された
い。

ウ．指摘事項

（ア）土地の境界管理

静岡市財産管理規則第13条第１項において、「財産管理者は、土地を取得し、
又は処分しようとするときは、隣接地との境界を確定しなければならない」と
され、第2項において「財産管理者は、前項の規定により境界の確定がなされ
たときは、境界標を設置しなければならない」とされている。しかし西ヶ谷清
掃工場の敷地の一角について民有地との境界を示す境界標が見あたらなかっ
た。

これについては現在、所管課で調査中である。境界標が発見された場合には、
図面に設置場所を明確に記しておく事が望ましい。

（イ）公有財産台帳の整備不備

静岡市財産管理規則第46条第1項においては、「財産管理者は、その所管に
属する公有財産について公有財産台帳を作成し、記録するものとする」旨規定
されている。さらに、第2項において、「公有財産台帳は、正・副2部作成し、
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正本は管財課長が、副本は財産管理者が保管する」ものとされ、第3項におい
ては、「公有財産に異動があったときは、直ちにその内容を公有財産台帳に記
載し、管財課長に報告するものとする」とされている。

台帳価額についても、静岡市財産管理規則第48条において、「公有財産台帳
に記載すべき公有財産の台帳価額は、土地については、近傍類似の土地の地方
税法第341条第10号又は第11号に定める土地課税台帳又は土地補充課税台帳
に登録されている価格を考慮して算定した金額、建物及び工作物並びに船舶そ
の他の動産については、建築費又は製造費によって定めなければならない」と
されている。

環境部の各課において、清水地域に属する各施設の所管する土地及び建物に
ついては、場所及び面積について把握しているのみであり、台帳価額に相当す
る金額の記載がなかった。しかし、その後の調査により平成16年度には平成
16年3月31日現在の土地及び建物の台帳価額が記載されている。

（ウ）備品票の貼付不備

備品については、備品票を貼り付けて整理しなければならない、とされてい
る(静岡市物品管理規則第31条第2項)。

備品台帳に記載されている備品のうち、いくつかのサンプルを抽出して現物
を確認したところ、下記表中の備品について、現物は存在するものの備品票の
貼付がなかった。

当初からの貼付漏れによるものか、年月の経過により備品票がはがれてしま
ったことによるものであるかは不明であるが、いずれにしても実地たな卸を行
う際の現物照合を確実に実施し、現物と帳簿記録との整合性を保持するために
は、備品票貼付の徹底が望まれる。

場所 備品番号 備品名 取得年月日
取得価格
（千円）

清水清掃工場 80507 電気溶接機 昭和53年11月16日 112
〃 80550 グリス注入管 ※1 昭和56年6月21日 173

〃 84495
廃蛍光管処理破砕装
置

昭和60年4月1日 1,820

清水衛生センター 79702
大型テレビスクリー
ン

平成2年9月30日 500

※１  次頁 「（エ）簿外資産 ｂ．備品 ※2」参照

（エ）簿外資産

ａ．建物及び工作物
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現場視察の際、建物台帳及び工作物台帳に記載のない次項の固定資産が

発見された。
これらは、西ヶ谷清掃工場においてバグフィルターを建築した際、これ

に関する建物及び機械装置の公有財産台帳への記載が失念されていたもの
である。

場所 名称 資産の種類 建築年
西ヶ谷清掃工場 サイロ棟 建 物 平成14年

〃 バグフィルター 機械装置 〃

なお、指摘に基づき現在修正中である。

ｂ．備品

現場視察により、備品登録すべきと考えられるもので、備品台帳に記載さ
れていない備品が次のとおり発見された。

場所 備品名 数量
西ヶ谷清掃工場 ロッカー 3

〃 分析用機器 5
西ヶ谷収集センター エアージャッキ 1
清水収集センター 乾燥機 ※1 4
清水清掃工場 グリス注入管 ※2 1
静岡衛生センター 移動用溶接機 1
沼上収集センター 洗浄機 1
西ヶ谷収集センター 床洗浄ポリッシャー 1

〃 机 1
〃 ノートパソコン 2

※１ 当該乾燥機は、現在4台とも継続して使用している。うち2台には旧清水
市の備品票が貼付されていた。

※２ 備品台帳に記載されているグリス注入管は1台であるが、現地に2台存在
した。うち1台は作業に来る出入りの業者が仮置きしたものである可能性も
あるが、2台とも備品票が貼付されていないため、詳細が不明である。

これらのうち、他の同種の備品を参考にして、その取得価格を推定でき
るものについて価格の推定を行なったものは次のようになる。

備品名 推定取得格（千円）
ロッカー   （＠10,000× 3） 30
エアージャッキ 200
乾燥機    （＠30,000× 4） 120
グリス注入管 170
移動用溶接機 100
洗浄機 400
床洗浄ポリッシャー 115
机 15
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ノートパソコン  （＠230,000× 2） 460

合計 1,610

これらの備品としての金額は、決して重要性が低いものとは言えない。
また、これらはあくまでも現場視察の際に発見されたもののみであり、

これら以外にも簿外の備品が存在することも考えられる。備品管理を徹底す
ることが望まれる。

（オ）現物が保管場所と一致しないもの

現場での実査時、下記備品については、備品台帳に記載があるものの、現物
が発見できなかった。

場所 備品番号 備品名 取得年月日
取得価格
（千円）

清水清掃工場 82224 ノートパソコン ※1 平成11年10月1日 230
西ヶ谷清掃工場 30103 レジスター ※2 平成12年3月24日 49
清水貝島最終処分場 77808 カメラ ※3 平成10年5月11日 40

〃 80818 ノートパソコン ※3 平成12年7月18日 230
沼上収集センター 14401 冷水機 ※4 昭和52年8月3日 62

〃 14414 洗浄機 ※4 平成3年8月7日 397

調査を依頼した結果は、以下のとおりである。

※１ 当該ノートパソコンについては、平成16年4月1日の機構改革により、廃
棄物指導課が解体する際に情報政策課所管となり、同課に移管された。ところ
が、平成16年6月の新課の備品登録手続の最中、貝島最終処分場所管のパソ
コンが清掃工場内にあったため、これと勘違いして清水清掃工場所管のパソコ
ンとしてそのまま備品登録が抹消されずにいたものと判明した。

※２ 平成15年12月8日に廃棄手続の依頼をしたとのことであるが、平成16年
7月22日作成の備品台帳には記載されたままである。

※３ 当該カメラとノートパソコンについては、清水貝島最終処分場には常時職員
がいる訳ではないため、現場での保管が危険であるとのことから、平成15年
当時貝島処分場担当者が常駐していた清水清掃工場内に置いてあったが、平成
16 年度の機構改革と人事異動で担当者が変わった後も清水清掃工場に置かれ
たままとなっていた。

※４ 当該冷水機及び洗浄機については、既に廃棄処分されたものを、備品登録の
抹消を失念したものである。

（カ）廃棄等何らかの処理が必要なもの

以下のものは、備品台帳に記載がないが、現場に置かれているものである。
したがって、簿外資産ともいえるものであるが、現在使用されておらず、また
今後の使用見込みもほとんどないものであり、備品登録を抹消したものがその
まま放置されたものである可能性が高い。

場所 備品名
清水貝島最終処分場 電話
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〃 保管庫
〃 ストーブ

清水衛生センター 防爆排風機 (2台)

不用物品を保管しておくことは、管理の手間や保管スペース等の点で事務の
効率化を妨げることとなる。備品登録を抹消したものは速やかに廃棄処分する
等、適切な処置が望まれる。

（キ）その他

静岡市物品管理規則第17条、旧静岡市財務規則第186条によれば、その主
管の長は寄附(寄贈)を受けた物品について、物品受入通知書により収入役又は
物品出納員に通知するように定められている。

しかしながら、西ヶ谷収集センターにおいてノートパソコン2台につきこの
手続きがなされていなかった。

なお、依頼に基づき平成16年度に正規の手続きが行われている。

５．清掃債について

（１）概要

地方公共団体は、その地域住民の福祉を増進するために各種の事業を行ってい
る。これらの事業に要する経費は地方税、地方交付税等の一般財源や、国・県支
出金、使用料等の特定財源でその年度内に調達される収入をもってまかなわれる
のが原則である。しかしながら大規模な建設事業、災害復旧事業等臨時に多額の
費用を要する事業を行う場合に財政収入の不足を補うため、自治大臣の許可をう
けて、政府、銀行等から資金を借り入れ、その返済が一会計年度を越えて行われ
るものを地方債という。

地方債を起こすには歳入予算に計上するとともに、起債の目的、限度額、起債
の方法、利率及び償還の方法について予算に定めなければならない。（地方自治
法第230条）

清掃債の発行状況

静岡地域の清掃債の発行状況等は、以下のとおりである。
（単位：千円）

償還金
年度

前年度末残
高 元金 利子 計

借入金 年度末残高

平成11年度 17,142,848 1,593,423 712,058 2,305,481 0 15,549,425
平成12年度 15,549,425 2,101,187 640,490 2,741,678 438,000 13,886,237
平成13年度 13,886,237 1,545,385 547,889 2,093,274 1,650,000 13,990,852
平成14年度 13,990,852 1,611,974 491,974 2,103,949 601,000 12,979,878
平成15年度 12,979,878 1,693,362 430,435 2,123,797 905,000 12,191,516

清掃債の残高は減少傾向にある。

支払利息の清掃費に占める割合は、以下のとおりである。
（単位：千円）
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年度 支払利息 清掃費 割合（％）

平成11年度 712,058 5,256,308 13.5
平成12年度 640,490 6,217,161 10.3
平成13年度 547,889 7,896,538 6.9
平成14年度 491,974 7,830,551 6.3
平成15年度 490,109 10,926,797 4.5

（注）平成15年度分は、清水地域も含めて集計した。
清掃費は当初予算額で記載している。

清水地域の清掃債の発行状況等は、以下のとおりである。

（単位：千円）
償還金

年度
前年度末残

高 元金 利子 計
借入金

年度末残
高

平成11年度 2,627,713 357,492 119,784 477,277 594,300 2,864,521
平成12年度 2,864,521 374,640 112,363 487,004 237,600 2,727,481
平成13年度 2,727,481 397,259 99,294 496.553 0 2,330,221
平成14年度 2,330,221 487,030 80,367 567,398 0 1,843,191
平成15年度 1,843,191 447,034 59,674 506,708 0 1,396,156

清水地域においては、清水清掃工場が平成19年度に閉鎖の予定であることか
ら、新たな設備投資はここ数年行われておらず、そのため清掃債の発行も行わ
れていない。

支払利息の清掃費に占める割合は、以下のとおりである。
（単位：千円）

年度 支払利息 清掃費 割合（％）
平成11年度 119,784 4,316,352 2.8
平成12年度 112,363 2,821,115 4.0
平成13年度 99,294 2,268,809 4.4
平成14年度 80,367 2,457,290 3.3

（注）平成15年度分は静岡地域に含めて集計した。
清掃費は当初予算額で記載している。
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0千円
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11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域及び清水地域の清掃債残高推移

静岡地域
清水地域

（２）結果

ア．実施した監査手続

① 発行手続が適正に行われているかどうかを確かめるため、平成15年度の
清掃債発行に関する関係資料を入手し検討した。

② 償還手続が適正に行われているかどうかを確かめるため、平成15年度の
清掃債償還に関する関係資料を入手し検討した。

③ 公債台帳を入手し、記載内容及び整理状況を検討した。
④ 決算書開示内容との整合性を検討した。

イ．結論

監査の結果、特に問題となる事項は認められなかった。

６．外部委託に関する管理

（１）概要

委託とは、本来市がなすべき法律行為又は事実行為を、契約という法形式によ
り、他の機関や人に依頼することである。委託は、公法上の委託と私法上の委託
とに分けられる。

公法上の委託とは、市が法令に基づき、その機関の権限に属する事務又は業務
につき、対等な関係に立って他の機関又は一般人に依頼して行わせることをいう。
地方公共団体相互間の事務委託（地方自治法第252条の14）、歳入の徴収又は収
納の委託（地方自治法施行令第158条）、支出の委託（地方自治法施行令第165
条の3）などがある。

私法上の委託は、市が一個の私的な法主体として、相手方と対等な立場で委託
契約を締結することをいう。この契約は、民法の請負・委託・準委任の混合的な



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  44
要素を持つ契約と解され、契約の効力、その他契約の実体については、私人の場
合と同じくすべて民法が適用される。

委託の対象範囲や方法等については、公権力の行使に関わるものや、行政に固
有の判断作用を伴うもの等は、法律で特に認められた場合を除き、委託すること
はできない。

委託に適するのは、次のような場合である。

① 市が直接実施するより他の者へ委託し、実施させるほうが効率的なもの。
② 高度又は専門的な知識、技術、技能及び経験を必要とするもの。
③ 特殊な設備、装置等を必要とするもの。
④ 多量の事務を短時間に処理しなければならないもの。

また、委託する場合の必要条件は以下のとおりである。

① 法令等により、その業務の民間委託について禁止されていないこと。
② 委託することにより、市民サービスの低下を招かないこと。
③ その業務が委託に適するものであること。
④ 経費の節減や事務の効率化等について、あらゆる角度から検討し、委託

が妥当であると判断できること。
⑤ 個人情報の保護に万全を期すること。ここでいう個人情報とは、個人に

関する情報で、特定の個人が識別され、又は識別されうるものをいう。

受託者の選定要件として以下のものがある。

① 受託者が、受託業務を能率的に処理する能力を持っていること。
② 受託者に対する市の管理、監督を十分に行いうるものであること。
③ 選定に当たっては、競争契約の原則に立ち、候補となる者（入札・見積

参加者）を複数選定すること。
なお、適正な履行が確保されるよう必要な措置（指示・調整等）を講じ

ることが求められる。
契約が有効に成立するためには、次の要件を備えていることが必要であ

り、このうち一つでも欠けると、無効又は取消しの理由となる。

① 当事者に行為能力及び権利能力があること。
② 内容が実現可能で、確定していること。
③ 目的が強行法規又は公序良俗に違反していないこと。
④ 意思表示に瑕疵がないこと。

ア．競争入札

契約の方法は、大きく競争入札（一般競争入札、指名競争入札）と随意契約
とに区分できる。このうち、競争入札とは、契約の内容について多数の人を入
札の方法によって競争させ、そのうち最も有利な条件を提供する者との間に契
約する方法をいう。

指名競争入札、随意契約については「政令で定める場合に該当するときに限
り、これによることができる」とされており、一般競争入札が原則である。こ
れは、地方公共団体が行う契約事務の執行については、公正性と経済性確保の
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必要があるためであると考えられる（地方自治法第234条第1項・第2項）。

イ．一般競争入札

一般競争入札は、現在、工事請負契約のうち一定割合のものについて実施、
また業務契約等については、競争入札対象業務のうち一部について試行実施さ
れており、いずれも契約課において入札執行している。

ａ．定義

地方公共団体が、契約の目的、条件等をあらかじめ公告し、一定の資格要
件を有する者の中から広く多数の希望者を集めて、入札の方法により競争さ
せ、そのうち地方公共団体に最も有利な価格で入札した者と契約締結する方
法である。

ｂ．入札参加資格

① 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権
を得ない者は参加させることはできない（地方自治法施行令第167条の
４第1項）。

② 次のいずれかに該当する者を、その事実があった日から2年間一般競
争入札に参加させないことができる（地方自治法施行令第167条の４第
2項）。

 契約の履行に当り、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の
品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正
な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るため連合した者

 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨
げた者

 地方自治法第234条の2第1項の規定による監督又は検査の実施に当
り職員の職務の執行を妨げた者

 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者
 前各号に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行

に当り代理人、支配人その他の使用人として使用した者

ｃ．特徴等

地方自治法が一般競争入札を契約締結の原則方法としているように、公
正性、機会均等及び適正な競争性が確保されること、あるいは経済的にも
地方公共団体にとって有利となること等長所がある反面、参加資格基準の
みでは、現実的に、不信用・不誠実な者を排除できない点や、入札、契約
に係る事務量が増大してその経費がかかること等の短所がある。

ｄ．制限付一般競争入札

一般競争入札は、幅広い参加者が集まるため、施行能力に欠ける者が落
札する可能性があり、このような場合には、適正な履行が確保できなくな
る懸念もある、という欠点を持つ。そこで、一般的な参加者のほかに、個
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別の契約の性質又は目的により、競争を適正かつ合理的に行うため特に必
要があると認める場合には、加重的な参加資格を定めることができるとさ
れており、この加重的資格を設定して行われる一般競争入札を「制限付一
般競争入札」という。現在静岡市で実施している一般競争入札は、すべて
この方法である。「加重資格」つまり「制限」としては、参加者の事業所
の所在地、当該契約に係る工事等の経験、技術的適性の有無等がある（地
方自治法施行令第167条の5の2）。

ｅ．入札の公告

一般競争入札を行う場合には、入札期日から起算して5日前（急を要す
場合には2日前）までに、入札に付する書類、入札参加に必要な資格、入
札心得書、入札の場所及び日時等を市掲示板への掲示又は日刊新聞等への
登載により公告しなければならない（静岡市契約規則第7条）。

ウ．指名競争入札

ａ．一般的意義

地方公共団体が、あらかじめ資力、信用、安定供給等について適当であ
ると認める複数の相手方を選定（指名）し、これらの者に入札の方法で競
争させ、契約の相手方として最も有利な価格で入札した者と契約締結する
方法。

ｂ．指名競争入札の特徴

指名競争入札は、一般競争入札と随意契約の長所を取り入れた方式であ
る。業者が特定しているので、一般競争入札に比べ不信用・不誠実の者を
排除することができる。また、参加者の範囲が指名された者であるので、
手続も一般競争入札に比べて極めて簡単である。しかしながら、指名競争
入札は、特定の者の指名に当たり、それが一部の者に固定化し、偏重する
弊害がないとはいえない。さらに、談合が容易であるというような短所を
有している。

このような弊害をなくすために、指名される者の資格要件を定めること
が義務づけられているが、これだけでは弊害を除去するに十分であるとい
えない。したがって、これに加えて地方公共団体の規則等において指名基
準を定め、指名競争入札についてそれができる限り機会均等に、かつ、公
正に行われるようにする措置が必要である。

ｃ．指名競争入札に付することができる場合

地方公共団体の契約締結方法は「一般競争入札」を原則としているので、
指名競争入札については、その例外として次の場合に認められている（地
方自治法施行令第167条）。

① 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が
一般競争入札に適しないものをするとき。
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② その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に

付する必要がないと認められる程度に少数である契約をするとき。
③ 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。

ｄ．入札参加資格等

① 入札参加資格については、一般競争入札を準用している（静岡市契約
規則第22条）。

ただし、一般競争入札では、長があらかじめ必要な入札参加資格要件
を定めることができる、としているのに対し、指名競争入札の参加資格
についてはあらかじめ定めなければならない（地方自治法施行令第167
条の11）。

静岡市では、建設工事、建設業関連業務、物品調達、委託業務の一部
（清掃、警備、消防用設備点検等）について、「競争入札参加者に必要
な資格」を告示によって定めており、これを一般競争入札及び指名競争
入札に共通する参加資格としている。

② 指名人の数については、「なるべく3人以上」とし、業務内容や積算
金額に応じた指名人数と指名基準を別途さだめている（静岡市契約規則
第24条）。

エ．随意契約

ａ．一般的意義

随意契約とは競争の方法によらず市が任意に相手を選択して契約を締結
する方法である。一般競争入札や指名競争入札に比べ、その性質も手続も全
く異なり、公正かつ適正な契約を確保するための競争がない。そのため、こ
の方法によることのできる範囲を厳格に定めている（地方自治法施行令第
167条の2、静岡市契約規則第28条）。

ｂ．随意契約の特徴

随意契約は、一般競争入札や指名競争入札に比べると手続が簡単であり、
かつ、経費の面でも一段と負担が少なくてすむ。しかも、相手方が特定した
者であるため競争入札によってそのすべてを満たすことができないような
資力、信用、技術、経験等相手方の能力を熟知のうえ選定することができる
ので、その運用さえよければその長所を発揮し、所定の目的を達成すること
ができる。しかしながら、いったんその運用を誤ると相手方の固定化や情実
介入の余地ができ、公正な取引を損なうという弊害を生じやすい。

ｃ．随意契約によることができる場合

① 以下の表に掲げる契約の種類に応じ、それぞれ右欄に定める金額を超
えない契約をするとき（地方自治法施行令第167条の2第1項第1号）。

契約の種類 金額
工事又は製造の請負 130万円
財産の買入れ 80万円
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物件の借入れ 40万円
財産の売払い 30万円
物件の貸付け 30万円
その他の契約 50万円

② 不動産の買入れ又は借入れ、市が必要とする物品の製造、修理、加工
又は納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約で、その性
質又は目的が競争入札に適しないものをするとき（地方自治法施行令第
167条の2第1項第2号）。

「その性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき」とは、一
般的に以下の契約が該当する。
・契約の目的物が特定の者でなければ納入できないものであるとき。
・特殊な性質を有する物品の買入れ、あるいは契約について特別の目的

があることにより物品の買入れ先が特定化されているとき。
・契約の目的物が特別の技術を必要とすると。
・市の行為を秘密にする必要があるとき。

③ 緊急の必要により、競争入札に付することができないとき
④ 競争入札に付することが不利と認められるとき。
この場合「不利と認められる」として、以下のものが考えられる。
・入札の価格が入札に要する経費に比較して得失相償わないとき。
・関連工事等を履行させるとき。
・契約時期を失するとき。

⑤ 著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。
⑥ 入札者がないとき又は再度の入札を付しても落札者がないとき。
⑦ 落札者が契約を締結しないとき。

なお、静岡市は随意契約であっても、競争性を確保するため、なるべ
く2人以上の者から見積書を徴するものとしている。

ｄ．単独随意契約

1者随契、特命随契ともいわれ、地方公共団体の契約の原則である競争性
を最初から排除した例外的な契約方法であり、当該相手方でなければ契約で
きない理由がある場合に限って、これによる契約締結ができるので、十分に
その適否を検討しなければならない。静岡市においては、単独随意契約を行
う場合に見積参加者表に見積参加者が 1 者である理由を記載することして
いる。
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委託料の状況について

静岡地域における過去5年間の委託料の支出状況は、以下のとおりである。
（単位：千円）

場所 項目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
支出額 758,466 714,036 692,261 644,557 636,444
委託料 5,020 4,812 4,895 5,578 5,534

西ヶ谷収
集センタ
ー 割合（％） 0.7 0.7 0.7 0.9 0.9

支出額 905,990 1,713,715 2,818,652 897,680 850,418
委託料 452,970 465,530 464,716 491,026 492,922

西ヶ谷清
掃工場

割合（％） 50.0 27.2 16.5 54.7 60.0
支出額 742,049 731,762 734,443 734,815 685,966
委託料 7,710 7,459 7,534 8,119 7,447

沼上収集
センター

割合（％） 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1
支出額 948,359 1,172,553 1,168,636 1,260,986 1,271,300
委託料 573,939 591,798 618,185 634,141 681,174

沼上清掃
工場

割合（％） 60.5 50.5 52.9 50.3 53.6
支出額 416,202 416,832 439,809 373,997 437,923衛生セン

ター 委託料 88,974 96,683 94,508 90,290 105,331
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割合（％） 21.4 23.2 21.5 24.1 24.1
支出額 ― ― 322,102 3,272,250 2,731,328
委託料 ― ― 7,989 16,144 20,772

焼却灰等
溶融施設
建設費 割合（％） ― ― 2.5 0.5 0.8

支出額 1,798,735 1,494,235 1,545,390 1,454,308 2,271,031
委託料 597,608 668,278 690,211 722,172 986,537

清掃総務
費他

割合（％） 33.2 44.7 44.7 49.7 43.4
支出額 5,569,804 6,243,135 7,721,295 8,638,595 8,864,414
委託料 1,726,224 1,834,562 1,888,041 1,967,473 2,299,719合計
割合（％） 31.0 29.4 24.5 22.7 25.9

注1 平成15年度の「清掃総務費他」は、清水地域も含めて集計してある。
注2 西ヶ谷清掃工場及び沼上清掃工場は、運転業務を外部委託している。
注3 最終処分場は平成14年度までは清掃総務費ほかに含め、平成15年度は沼上清

掃工場に合算して集計してある。

清水地域における過去5年間の委託料の支出状況は、以下のとおりである。
（単位：千円）

場所 項目 11年度 12年度 13年度 14年度 １５年度

支出額
3,053,24

2
2,369,22

9
1,854,71

7
1,789,61

4
1,263,68

6
委託料 197,322 215,053 265,318 377,584 103,632

清水清掃工
場及び収集
センター

割合（％） 6.5 9.1 14.3 21.1 8.2
支出額 234,190 215,354 208,002 186,054 192,527
委託料 42,992 44,628 42,523 48,425 48,849

衛生センタ
ー

割合（％） 18.4 20.7 20.4 26.0 23.6
支出額 419,524 51,127 52,369 48,789 47,816
委託料 79,737 34,063 34,697 32,629 33,827最終処分場
割合（％） 19.0 66.6 66.3 66.9 80.0
支出額 508,412 155,171 205,850 168,503 ―
委託料 16,259 12,829 39,352 42,043 ―総務費他
割合（％） 3.2 8.3 19.1 25.0 ―

支出額
4,215,37

1
2,790,88

3
2,320,94

0
2,192,95

3
1,504,83

0
委託料 336,311 306,576 381,893 500,682 186,309

合計

割合（％） 7.8 11.0 16.4 21.8 12.4

注1 平成15年度「総務費他」は、静岡地域に一括して集計した。
注2 清水清掃工場は、運転業務を直営で行っている。
注3 清水清掃工場の委託費が平成15年度に減少したのは、静岡地域と清水地域の

合併により、静岡地域への可燃ごみ焼却処理委託料が生じなくなったためであ
る。
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0千円

500,000千円

1,000,000千円

1,500,000千円

2,000,000千円

2,500,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域及び清水地域の委託料の推移

静岡地域
清水地域

平成15年度の清掃工場の委託内容は、以下のとおりである。

（単位：千円）
静岡地域 清水地域

委託内容 西ヶ谷清掃工
場

沼上清掃工場 計 清水清掃工場

1件 1件 2件 ―
運転管理

311,640 308,805 620,445 ―
8件 11件 19件 8件

設備保守点検
174,207 302,935 477,143 4,937

2件 2件 4件 3件
清掃

2,938 4,765 7,704 6,835
― 1件 1件 4件

運搬業務
― 12,190 12,190 44,754

4件 2件 6件 24件
その他

4,135 3,423 7,558 45,917
15件 17件 32件 26件

合計
492,922 632,119 1,125,042 102,444

（注） 静岡地域にある西ヶ谷清掃工場と沼上清掃工場は運転管理を全面的に外部
委託しているが、清水地域にある清水清掃工場では運転管理は直営で行って
いる。

委託内容のなかで運転管理委託が大きな割合を占めている。

平成15年度の最終処分場の委託内容は、以下のとおりである。
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（単位：千円）
委託内容 沼上最終処分場 貝島最終処分場 合計

２件 3件 5件埋立、運転、維持管
理業務 46,011 27,599 73,610

1件 1件 2件
警備業務

1,178 1,386 2,564
― 2件 2件

検査業務
― 2,133 2,133

4件 3件 7件
その他

1,865 2,709 4,574
7件 9件 16件

合計
49,054 33,827 82,881

（注）なお、貝島最終処分場には逢坂最終処分場の委託料が含まれている。

埋立、運転、維持管理業務が大きな割合を占めている。

平成15年度の衛生センターの委託内容は、以下のとおりである。

（単位：千円）
委託内容 静岡衛生センター 清水衛生センター 合計

運転、維持管理業務 ― 30,240 30,240
運搬業務 88,537 3,304 91,841
保守点検業務 6,406 8,159 14,566
清掃業務 7,867 4,242 12,109
警備業務 786 472 1,258
その他 1,732 2,431 4,164

合計 105,331 48,849 154,181

（注）静岡衛生センターでは運転管理は直営で行っているのに対して、清水衛生セ
ンターは全面的に外部委託している。静岡衛生センターの運搬業務委託の多
くが南部中継所からの運搬委託である。

委託先の選定状況について

平成15 年度における静岡地域と清水地域の委託先の選定方法の推移は、次の
とおりである。
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（ア）静岡地域
（単位：千円）

項目 選定方法 12年度 13年度 14年度 15年度
入 札 2,025 2,025 2,045 1,123
見積随意 233 210 808 210
単独随意 2,553 2,659 2,724 4,200

西ヶ谷収集センター

計 4,812 4,895 5,578 5,534
入 札 2,709 2,709 2,754 1,448
見積随意 1,900 1,849 2,388 1,330
単独随意 2,849 2,976 2,976 4,668

沼上収集センター

計 7,459 7,534 8,119 7,447
入 札 704 1,680 1,648 6,128
見積随意 2,989 2,890 1,710 1,854
単独随意 461,836 460,145 487,667 484,939

西ヶ谷清掃工場

計 465,530 464,716 491,026 492,922
入 札 3,591 8,106 7,273 8,037
見積随意 5,610 2,329 1,910 3,423
単独随意 582,597 607,749 624,957 620,659

沼上清掃工場

計 591,798 618,185 634,141 632,119
入 札 - - - -
見積随意 17,261 17,007 16,174 17,143
単独随意 79,421 77,501 74,116 88,188

衛生センター

計 96,683 94,508 90,290 105,331
入 札 19,215 7,989 16,144 31,636
見積随意 32,027 35,833 25,963 30,534
単独随意 617,035 654,378 696,208 945,088

清掃総務費他

計 668,278 698,200 738,316 1,007,259
入 札 28,244 22,509 29,864 44,372
見積随意 60,021 60,118 48,770 54,494
単独随意 1,726,935 1,751,935 1,888,839 2,199,158

合計

計 1,815,200 1,834,562 1,967,473 2,299,719
（注）最終処分場の委託料は平成14年度までは清掃総務費他に含め、平成15年度

は
沼上清掃工場に含めて集計してある。

業者選定において、単独随意契約が多くの割合を示しており､特に清掃工場にお
いては運転管理業務において専門性が高いため、単独随意契約が多額なものとな
っている。
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静岡地域の委託の選定方法の推移

0千円

500,000千円

1,000,000千円

1,500,000千円

2,000,000千円

2,500,000千円

12年度 13年度 14年度 １５年度

入札
見積随意
単独随意

（イ）清水地域
（単位：千円）

項目 選定方法 15年度
入 札 ―
見積随意 ―
単独随意 1,188

収集業務

計 1,188
入 札 60,017
見積随意 ―
単独随意 42,427

清水清掃工場

計 102,444
入 札 ―
見積随意 6,673
単独随意 42,175

衛生センター

計 48,849
入 札 2,133
見積随意 735
単独随意 30,959

最終処分場

計 33,827
入 札 ―
見積随意 ―
単独随意 ―

清掃総務費他

計 ―
入 札 62,150
見積随意 7,408
単独随意 116,750

合計

計 186,309

注1 清掃総務費他は、静岡地域に含めて集計した。
注2 清水地域の「入札」は地方自治法上の入札ではなく、入札形式による見積執

行である。
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清水地域においても静岡地域と同様、清掃業務の特殊性及び専門性から単独

随意契約が大きな割合を示している。

（２） 結果

ア．実施した監査手続

契約の方法・手続及び契約代金の支払いが、規則等に基づき適正に行われて
いるかを確かめるため、主な委託業務について
① 委託事務の一覧表を入手して、委託契約書、見積書、委託業務仕様書、起

案書等一連の委託事務手続に必要な証憑書類等と照合し、委託事務手続が規
則等に準拠しているかどうか検討をした。

② 競争入札、随意契約の契約方法が規則等に準拠しているかどうか検討をし
た。

③ 委託先の選定方法、委託料の算定根拠・算定方法等が要綱、要領等に準拠
して行われているかどうかについて検討した。

④ 委託した事務事業が適正に履行されたかどうか、担当者に質問するととも
に成果物その他実績報告書等で確認しているかどうか検討した。

イ．結論

上記手続を実施した結果、下記事項を除き特に問題となる事項は認められな
かった。

ウ．指摘事項

（ア）清水清掃工場の消防用設備について

概要

平成15 年度において、清水清掃工場において消防用設備は存在したが、消
防用設備の保守点検業務が行われていなかった。消防法第17 条によれば「学
校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店、旅館、飲食店、地下街、複合用途
防火対象物その他の防火対象物で政令で定めるものの関係者は、政令で定める
消防の用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施設（以下「消防用設
備等」という。）について消火、避難その他の消防の活動のために必要とされ
る性能を有するように、政令で定める技術上の基準に従って、設置し、及び維
持しなければならない。」と規定されている。さらに同法17条の4においては
「消防長又は消防署長は、第17条第1項の防火対象物における消防用設備等
が設備等技術基準に従って設置され、又は維持されていないと認めるときは、
当該防火対象物の関係者で権原を有するものに対し、当該設備等技術基準に従
ってこれを設置すべきこと、又はその維持のため必要な措置をなすべきことを
命ずることができる。」と規定している。さらに同法第44条によれば「消防長
又は消防署長の命令に違反して消防用設備等又は特殊消防用設備等の維持の
ために必要な措置をしなかった者は30 万円以下の罰金又は拘留に処する」と
規定されている。
たしかに平成15 年度は静岡地域と清水地域とが合併した年度であり、課の

再編が行われた年度であり、平成14 年度までは適法に消防用設備の保守点検
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がなされていたのが、たまたま平成15 年度だけ抜けてしまった。自治体の運
営する施設として、より一層適正な維持管理に努める必要があると思われる。
再発防止のためには、事務執行のチェックを行なうことと、業務の引継ぎ等の
確実な処理が必要である。なお、清水地域においては、職員の配置転換等の場
合明確な業務の引継書がなかったが、平成16 年度より静岡地域と同様な業務
の引継書が作成されることとなった。また、平成16 年度は適法に同設備の保
守点検業務が行なわれている。

７．工事請負契約に関する管理

（１）概要

請負工事の状況

請負契約とは、当事者の一方（請負人）が、ある仕事を完成することを約し、
相手方（発注者）がその仕事の結果に対して報酬を支払うことを約することに
よって成立する契約をいう（民法第632条）。
請負契約は、建設工事請負契約書及び建設工事請負契約約款並びに仕様書、設
計書及び図面により、その内容を明らかにして締結しなければならない。
請負人は請負契約が成立すると工事に着手し、契約に定められた仕事を完成

しなければならない。

工事請負費の過去5年間の推移は、以下のとおりである。
（単位：千円）

項  目 11年度 12年度 13年度 14年度 １５年度
工事請負費 33,799 940,789 2,237,069 3,253,068 2,712,037
清掃費 5,569,804 6,243,135 7,721,295 8,638,596 10,388,445

静岡地域

割合（％） 0.6 15.0 28.9 37.7 26.1
工事請負費 1,826,189 492,096 5,978 ― ―
清掃費 4,215,371 2,790,883 2,320,940 2,192,953 ―

清水地域

割合（％） 43.3 17.6 0.3 ― ―

（注）平成15年度は、静岡地域と清水地域とを合算して記載している。

0千円
500,000千円

1,000,000千円

1,500,000千円

2,000,000千円

2,500,000千円
3,000,000千円

3,500,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 １５年度

工事請負費の過去5年間の推移

静岡地域工事請
負費
清水地域工事請
負費

平成14年度と平成15年度の工事請負費は、全て沼上清掃工場の灰溶融施設
建設に係わるものである。工事請負費は清掃工場及び収集センターの建設、大
改修に伴うものであり、金額的に多額となり複数の年度にまたがることが多い。
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灰溶融施設は、1日最大120トンの処理能力を有し、焼却灰をおよそ1,500

度の高温で溶融処理することにより、灰に含まれるダイオキシン類を分解し、
重金属類を封じ込めた安全なガラス状固形物の溶融スラグを生成する。生成さ
れた溶融スラグは土木資材等に利用することで埋立処分量を減らし、ひいては
最終処分場の延命化に資することになる。この施設の完成により、廃棄物処理
行政はより一層充実したものとなり、資源循環型のまちづくりに寄与できるも
のとなる。
灰溶融施設建設工事に関する業者選定は随意契約によって行われていた。廃

棄物処理施設は、特殊な設備を含む高度な技術の集合体であり、静岡市で詳細
な設計積算を行い、図面、設計図書等を作成することが困難であるため、発注
仕様書による性能を保証する性能発注方式となり、その性質又は目的が指名競
争入札に適さないため随意契約とした。（地方自治法施行令第167条の2第1
項第2号）なお、灰溶融施設建設に当り焼却灰等溶融施設建設検討委員会を設
置し、本市に最適な電気式プラズマ炉の黒鉛電極式を選定したが、その方式を
施行可能な業者は3社しかいないためその3社を選定して見積合わせを行って
業者選定をした。
業者選定が終わり契約書において工事請負契約が締結される。そして請負工

事が行われ、工事が完成すると請負人は完成届出書を市長に提出することとな
る。完成届出書を受理したときは、その日から14日以内に請負人立会いの上、
設計図書に定めるところにより、建設工事の完成を確認するための検査を完了
し、当該検査の結果を請負人に通知することになる。（静岡市建設工事執行規
則第44条）検査員は、契約書及び静岡市建設工事請負契約約款並びに仕様書、
設計書及び図面に基づき工事執行の状況を検査するものとし、必要があると認
められるときは、工事の施工部分を破壊して検査することができる。（静岡市
工事検査員規則第5条）そして検査員は、工事が検査に合格したと認めるとき
は、検査復命書及び検査報告書により、その検査を市長に復命することになる。
（静岡市工事検査員規則第6条）

（２）結果

ア．実施した監査手続

① 工事請負契約について、建設工事請負契約約款、発注仕様書、完成届出書、
建設工事完成検査依頼書、建設工事完成検査合格通知書等の関係資料閲覧に
より概要を把握した。

② 見積合わせの状況について、平成15 年度における見積合わせの状況につ
いて担当者から状況を聴取するとともに、請負工事費と工事価格との対比表
を入手してその分析検討を行った。

③ 工事請負契約について、入札結果表を閲覧し検討を行った。

イ．結論

上記手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。

８．ごみ処理手数料とごみ処理原価

（１）概要
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ア．静岡市の役割

一般廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」において市
町村にその処理責任が課されているが、ごみ処理手数料を徴収するかどうかに
ついては市町村の裁量に委ねられている。

静岡市では市民が排出する家庭系ごみに関しては税金による市民の間接負
担とし、事業者が排出する事業系ごみに関しては事業者が自らの責任において
適正に処理しなければならないという考えからごみ処理手数料の徴収による
事業者の直接負担としている（静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例第3
条及び第４条）。

イ．ごみ処理手数料収入の体系

平成15年度のごみ処理手数料の体系は、以下のとおりである（静岡市廃棄
物の処理及び減量に関する条例第13条）。

（ア）事業活動に伴って生ずる一般廃棄物の処理手数料

静岡市が収集・運搬及び
処分する場合

大型容器（容量45 リットルのもの）については1 個
140円、小型容器（容量20リットルのもの）について
は1個60円に100分の105を乗じて得た額
（その額に10円未満の端数が生じたときは、これを切
り捨てた額）

事業者が処理施設まで
運搬し、静岡市が処分す
る場合

100キログラムまで730円
100キログラムを超えるときは、700円に10キログラ
ムまでを増やすごとに70円を加算した額に、100分の
105を乗じて得た額
（その額に10円未満の端数が生じたときは、これを切
り捨てた額）

（イ）事業活動に伴って生ずる乾電池の処理手数料

事業者が処理施設まで
運搬し、静岡市が処分す
る場合

10キログラムまで1,050円
10キログラムを超えるときは、1,000円に10キログラ
ムまでを増やすごとに 1,000 円を加算した額に、100
分の105を乗じて得た額

（ウ）犬、猫等の死体を処分する場合

飼い主が静岡市の処理
施設（動物指導センタ
ー）まで運搬し、静岡市
が処分する場合

1匹につき1,050円

ウ．ごみ処理手数料収入の内訳別推移
（単位：千円）

種類及び予算項目（節名） 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
(1)事業活動に伴う一般廃棄物を本市が収集し、運搬し、及び処分する場合
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清掃総務手数料 311,133 292,466 284,172 270,527 253,218

(2)事業活動に伴う一般廃棄物を事業者が処理施設まで運搬し、本市が処分する場合(※2）
西ヶ谷清掃工場手数料 117,410 122,702 91,366 133,689 161,666
沼上清掃工場手数料 282,161 292,842 343,383 297,213 334,674
清水清掃工場手数料 138,047 137,161 129,873 121,525 154,613
最終処分場管理手数料 23,296 22,055 21,422 21,150 20,747

(3)犬猫等の死体を処分する場合
清掃総務手数料 6,947 6,651 6,720 6,618 6,568

合    計 879,000 869,881 876,937 850,722 931,488

（注）１．最終処分場管理手数料収入は、沼上最終処分場での手数料収入である。
※２．静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例第14条に規定する本市が処

理する産業廃棄物を処分する場合の手数料を含む。

0千円

200,000千円

400,000千円

600,000千円

800,000千円

1,000,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

ごみ処理手数料収入の内訳別推移

犬猫等死体取扱手数料
最終処分場管理手数料
清水清掃工場手数料
沼上清掃工場手数料
西ヶ谷清掃工場手数料
清掃総務手数料

（ア）ごみ処理手数料収入の内訳推移
（上段単位：枚、下段単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
2,101,920 1,977,520 1,922,000 1,829,430 1,713,070

大型容器（＠140円）
308,982 290,695 282,534 268,926 251,821
34,150 28,110 26,010 25,420 22,170

小型容器（＠60円）
2,151 1,770 1,638 1,601 1,396

2,136,070 2,005,630 1,948,010 1,854,850 1,735,240
合 計

311,133 292,466 284,172 270,527 253,218
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大型容器及び小型容器ともに、販売枚数は年々 減少傾向にあるといえる。事
業系ごみ全体としては概ね増加傾向にあることを考えると、収集・運搬コスト
を含んでいる容器を購入するよりも、処理コストのみで済む清掃工場への直接
搬入を選択する事業者が増加しているといえる。

（イ）西ヶ谷清掃工場及び沼上清掃工場手数料収入の内訳推移
（上段単位：t､下段単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
西ヶ谷清掃工場 15,967 16,690 12,388 16,111 21,985
ごみ搬入量 117,362 122,674 91,263 120,838 161,592
沼上清掃工場 38,387 39,821 47,575 40,368 45,492
ごみ搬入量 282,144 292,689 342,930 296,706 334,369
ごみ搬入量合計 54,354 56,511 59,963 56,479 67,477

399,507 415,363 434,194 417,544 495,961
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西ヶ谷清掃工場及び沼上清掃工場へのごみ搬入量合計は概ね年々 増加して
いる傾向にあり、それに伴い手数料収入も増加傾向にあるといえる。また、西
ヶ谷清掃工場では、平成13年度において設備の一部交換作業があったために
よるごみ搬入量減少がみられるが、休止期間中のごみ処理を沼上清掃工場に回
していたため沼上清掃工場ではごみ搬入量増加がみられる。

（ウ）清水清掃工場手数料収入の内訳推移
（上段単位：t､下段単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
18,781 18,661 17,669 16,534 21,032

ごみ搬入量
138,047 137,161 129,873 121,525 154,588

清水清掃工場へのごみ搬入量は平成13年度から平成14年度にかけて減少傾
向がみられるが、主な要因として景気低迷によるごみ排出量の減少があったも
のと考えられる。また、平成15年度においては景気回復基調によるごみ排出
量増加がみられる。
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（エ）最終処分場管理手数料収入の内訳推移

（上段単位：t､下段単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

3,169 3,000 2,914 2,877 2,822
ごみ搬入量

23,296 22,055 21,422 21,150 20,747

小型焼却炉から発生するダイオキシンを抑制するために、一般の町工場等に
ある小型焼却炉の使用が少なくなり、直接最終処分場に持ち込まれる焼却灰の
搬入量は、年々 減少傾向にある。

（オ）犬猫等死体取扱手数料収入の内訳推移
（上段単位：t､下段単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
6,619 6,335 6,400 6,303 6,256

ごみ搬入量
6,949 6,651 6,720 6,618 6,568
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エ．ごみ処理手数料改訂の経緯

（ア）静岡地域

上記のように、静岡地域では、平成5年10月1日から事業系一般廃棄物処
理の全部有料化を実施している。この背景として、志太2市2町は平成4年4
月から、隣接する清水地域は平成5年4月から事業系一般廃棄物処理手数料を
「7,000円／ｔ」の水準で有料化を導入しているため、ごみの市町村間の流入・
流出を未然に防止し各自治体間の均衡をとる意味から全部有料化を静岡地域
でも導入することになったものである。

また、手数料水準として平成3年度のごみ処理原価（静岡地域）「25,085円
／ｔ」のうち焼却及び埋立処分に要する費用は「9,362円／ｔ」と算定されて
いるが、事業系一般廃棄物処理手数料「7,000円／ｔ」は、隣接市町との均衡
を考慮し、妥当な水準であると考えて設定したもので、この9,362円の約75%
程度の水準にある。

なお、平成15年4月1日の静岡地域と清水地域の合併により、両地域のご
み処理手数料水準はともに「7,000円／ｔ」であったため、静岡市でもそれを
引き継いでいる。

（イ）清水地域

年 月日 事   項
平成5年 4.1 事業系可燃ごみの処分料金を100㎏ごとに700円に改定

年 月日 事   項
昭和55年 4.1 ごみ処理手数料 指定容器28円、手数料30円 値上率50%

自己搬入料金 最大積載量1t車 1,500円 値上率50%
平成2年 4.1 ごみ処理手数料 指定容器30円、手数料60円

自己搬入料金 乾電池   10㎏につき 510円
乾電池以外 最大積算量1t車 3,090円

平成5年 10.1 事業系一般廃棄物処理の全部有料化を実施
指定容器1袋（45㍑）160円（手数料140円、袋代20円）

平成7年 6.1 小型指定容器を追加1袋（20㍑）75円（手数料60円、袋代15
円）
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オ．ごみ処理原価の内訳別推移

（ア）ごみ処理原価

過去5年間におけるごみ処理原価の推移は、以下のとおりとなっている。

（単位：円／ｔ）
年 度 地 区 収集運搬 処 理 合 計
11年度 静岡地域 20,796 11,647 32,443

清水地域 14,018 10,844 24,862
12年度 静岡地域 17,921 10,813 28,734

清水地域 12,779 11,518 24,297
13年度 静岡地域 19,786 11,839 31,625

清水地域 12,986 11,660 24,646
14年度 静岡地域 19,597 12,125 31,722

清水地域 11,740 11,522 23,262
15年度 静岡市 18,622 11,208 29,831

（注）平成15年度は静岡市の収集運搬原価を表示している。
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（注）平成15年度は静岡市の処理原価を表示している。

0円/t

5,000円/t

10,000円/t

15,000円/t

20,000円/t

25,000円/t

30,000円/t

35,000円/t

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

ごみ処理原価の推移

静岡地域
清水地域

（注）平成15年度は静岡市のごみ処理原価を表示している。
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（イ）ごみ処理コスト

過去5年間におけるごみ処理コストの推移は、以下のとおりとなっている。

（上段単位：t､下段単位：千円）
年 度 地 区 収集運搬 処 理 合 計
11年度 静岡地域 ごみ収集量 126,427 187,311

コスト 2,629,180 2,181,563 4,810,744
清水地域 ごみ収集量 55,823 75,349

コスト 782,563 817,073 1,599,636
12年度 静岡地域 ごみ収集量 137,524 201,120

コスト 2,464,527 2,174,752 4,639,279
清水地域 ごみ収集量 57,074 78,036

コスト 727,862 900,306 1,628,168
13年度 静岡地域 ごみ収集量 124,812 192,497

コスト 2,469,545 2,278,906 4,748,452
清水地域 ごみ収集量 55,747 76,049

コスト 723,915 886,701 1,610,616
14年度 静岡地域 ごみ収集量 126,222 198,578

コスト 2,473,577 2,407,691 4,881,268
清水地域 ごみ収集量 55,926 77,661

コスト 656,560 894,827 1,551,387
15年度 静岡市 ごみ収集量 177,393 278,056

コスト 3,303,465 3,116,526 6,419,992

（注）平成15年度は静岡市のごみ収集量を表示している。
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（注）平成15年度は静岡市の収集運搬コストを表示している。

（注）平成15年度は静岡市の処理コストを表示している。
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（注）平成15年度は静岡市のごみ処理コストを表示している。

（ウ）清水地域のごみ処理コストの範囲について

清水地域におけるごみ処理原価の算定方法は、静岡地域と違い市職員の人件
費を含めて計算されていない。よって、上記の清水地域におけるごみ処理原価
及びごみ処理コストには市職員の人件費は含まれていない。

そこで、平成14年度における清水地域のごみ処理原価の算定方法を、静岡
地域と同様に市職員の人件費を含めて試算してみたごみ処理原価データは以
下のとおりである。

① ごみ処理原価
（単位：円／ｔ）

年 度 区 分 収集運搬 処 理 合 計
14年度 人件費補正後 15,362 13,164 28,526
14年度 人件費補正前 11,740 11,522 23,262

差 額 3,622 1,642 5,264

② ごみ処理コスト
（単位：千円）

年 度 区 分 収集運搬 処 理 合 計
14年度 人件費補正後 848,155 1,000,353 1,848,508
14年度 人件費補正前 656,560 894,827 1,551,387

差 額 191,595 105,526 297,121

③ 平成14年度人件費補正後における両地域のごみ処理原価比較
（単位：円／ｔ）

収集運搬 処 理 合 計
静岡地域 19,597 12,125 31,722
清水地域 15,362 13,164 28,526
差 額 4,235 △1,039 3,196
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清水地域のごみ処理原価に市職員の人件費が含まれていないため、単純に両

地域が公表しているごみ処理原価をもとに比較することはできない。そこで上
記のように清水地域のごみ処理原価に市職員人件費を含めて試算したデータ
をもとに比較してみると、まず収集運搬業務に関しては、静岡地域のごみ処理
原価の方が割高になっていることが分かる。この要因として、静岡地域におけ
る収集運搬業務の民間業者への委託割合が清水地域と比較して低く直営割合
が高いこと、及び収集運搬業務の民間業者への委託に際して静岡地域は収集運
搬車の乗務員定数を 3 名体制で実施することを要求しているのに対して清水
地域では2名体制で実施することになっていることがあげられる。

また、処理業務に関しては、清水地域のごみ処理原価の方が静岡地域と比較
して若干割高になっていることがわかる。この要因として、清水地域の清水清
掃工場の焼却炉老朽化が著しく修繕費がかさむなど非効率的な設備であるこ
とがあげられる。

（２）結果

ア．実施した監査手続

① ごみ処理手数料の設定が規則等に基づき適切に行われているかどうか検
討した。

② 適正なごみ処理手数料水準の基本的な考え方について担当者から聴取し
た。

③ ごみ処理原価の算出方法の基本的な考え方について担当者から聴取する
とともに、関係資料を閲覧し検討した。

④ 静岡地域と清水地域のごみ処理原価について両者比較のうえ検討した。

イ．結論

監査手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。
なお、監査の結果に関連した意見を「包括外部監査の結果に関する報告に添

えて提出する意見 10．ごみ処理原価計算について」に述べているので参照さ
れたい。

９．し尿くみ取り料金とし尿処理原価

（１）概要

ア．静岡市の役割

（ア）静岡地域

昭和40年清掃法の改正により、市町村の清掃行政に対する責務が明確化さ
れ、昭和41年に清掃公社一本化構想が市議会で決議された。このことにより、
昭和42年に4業者を買収して(財)静岡市清掃公社が設立された。平成15年度
におけるし尿収集運搬処理許可業者は1公社、6業者となっている。また、近
年くみ取り世帯が減少する一方、浄化槽の普及が進み浄化槽汚泥の収集運搬の
許可をこれらの処理業者に与えている。

し尿くみ取り料金は許可業者が各一般家庭及び事業所から徴収し、許可業者
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の収入としているが、モデルとなる料金水準は静岡市が(財)静岡市清掃公社の
決算書を元に原価計算を行っている。

（イ）清水地域

清水地域では、し尿くみ取り業者である清掃事業協同組合と協議し、昭和
59年度から平成5年度まで10年間の合理化計画（第1次合理化計画）をたて、
協定書を締結した。この結果、平成5年度末においては、非組合員1業者、組
合員4業者になっている。その後、平成13年度から平成16年度まで4年間の
第2次合理化計画を実施中である。一方、浄化槽汚泥の収集運搬業務について
は、近年のくみ取り世帯の減少に伴い、し尿くみ取り5業者、及び浄化槽専従
3業者の計8業者に対し許可を与えている。

し尿くみ取り料金は静岡地域と同様に許可業者が各一般家庭及び事業所か
ら徴収し、許可業者の収入としているが、モデルとなる料金水準は清水地域の
平均的会社をモデルとして原価計算を行っている。

イ．し尿くみ取り料金の体系

平成15年度のし尿くみ取り料金の体系は、以下のとおりである。なお、「下
水道の整備に伴う一般廃棄物処理業の合理化に関する特例措置法」に関して静
岡地域は交付金を処理業者に支払い、清水地域は合理化のための廃業補償金を
処理業者に支払っており、両地域の制度が異なっている。このため、平成 15
年度における両地域の合併に際しても、料金体系の一元化が図られていない。

このように静岡地域では、くみ取り料金の市民負担を軽減するため、くみ取
り料金の一部を市が負担しており、その負担分を処理業者に交付金として支出
している（静岡市し尿くみ取料交付金交付要綱第2条）。

（ア）静岡地域

① 定額制料金

1人につき795円とし、一般家庭で人員が一定である月1回のくみ取り世
帯で、この内、静岡市は245円を交付している。

② 従量制料金

1ゲージ（18㍑）につき340円とし、その内、静岡市は、100円を交付し
ており、次に掲げる場合とする。

（ⅰ）事務所、店舗等で大勢の人の出入りする所
（ⅱ）一般家庭であっても次の世帯

月1回以外のくみ取り世帯
特殊便槽（簡易水洗トイレ等）を使用する世帯
基準排出量（１人1か月2.33ゲージ）を超える世帯

（ⅲ）共同住宅、寮等で便所を共同使用している世帯
（ⅳ）井川、梅ヶ島、大河内、玉川、清沢、大川の各地区
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③ 特殊料金

ホース30メートルを超えて作業する場合、その他特にくみ取り作業が困
難な場合は次に掲げる料金とする。

定額制料金の場合 1人につき840円（交付金245円）
従量制料金の場合 1ゲージ（18㍑）につき360円（交付金100円）

（イ）清水地域

① 定額制料金

世帯割料金200円に世帯人員1人につき427円を加算した額とし、次に掲
げる場合とする。

（ⅰ）一般家庭で家族人数が10人以下で一定しており、かつ原則として
月1回くみ取りをする。

② 従量制料金

1ゲージ（18㍑）につき171円とし、次に掲げる場合とする。

（ⅰ）事業所、店舗、アパート等で便所を共同使用している場合
（ⅱ）一般家庭であっても次の世帯

常に多くの人が出入りし、し尿の量が1ヶ月3ゲージを越す世帯
月2回以上くみ取る世帯
雨水が便槽に入った場合
特殊便槽（無臭トイレ）を使用する世帯

③ 特別加算料金

ホース30メートルを超えて作業する場合、作業が特に困難な場合、下水
道供用開始後3年を経過した地域

定額制料金の場合 1人につき50円を加算
従量制料金の場合 1ゲージ（18㍑）につき20円を加算

④ 優遇措置

老人の1人住まいの場合は、2ヶ月～3ヶ月毎に1回くみ取っても、1回
のくみ取り料金は627円（特別加算料金の場合は677円）とする。

⑤ 消費税及び地方消費税の取扱い

消費税法（昭和63年法律第108号）に基づく消費税及び地方消費税は外
税とし、算出は次のとおり行い、その金額は領収書に明記する。
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（ⅰ）定額制（1ヶ月料金）

世帯基本料金＋（人頭割料金× 人数）＝くみ取り料金
くみ取り料金× 1.05＝消費税及び地方消費税込み料金

（ⅱ）従量制（1回分料金）
1ゲージ料金× ゲージ数＝くみ取り料金
くみ取り料金× 1.05＝消費税及び地方消費税込み料金

いずれも消費税及び地方消費税込み料金に円未満の端数が生じた場合は、
四捨五入し、その後の金額の10円未満の金額は切り捨てるものとする。

消費税及び地方消費税額＝消費税及び地方消費税込み料金－くみ取り料
金

ウ．し尿処理原価の内訳別推移

（単位：円／kl）
年 度 地 区 原 価

静岡地域 4,76411年度
清水地域 3,913
静岡地域 5,51012年度
清水地域 3,718
静岡地域 5,91913年度
清水地域 3,714
静岡地域 5,56214年度
清水地域 3,451

15年度 静岡市 4,496

0円/kl

1,000円/kl

2,000円/kl

3,000円/kl

4,000円/kl

5,000円/kl

6,000円/kl

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

し尿処理原価の推移

静岡地域
清水地域

（注）平成15年度は静岡市のし尿処理原価を表示している。

（上段単位：kl、下段単位：千円）
年 度 地 区 内 訳
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静岡地域 し尿搬入量 85,971

処理コスト 409,585
清水地域 し尿搬入量 59,838

11年度

処理コスト 234,190
静岡地域 し尿搬入量 82,378

処理コスト 440,934
清水地域 し尿搬入量 57,913

12年度

処理コスト 215,354
静岡地域 し尿搬入量 81,850

処理コスト 464,038
清水地域 し尿搬入量 55,999

13年度

処理コスト 208,002
静岡地域 し尿搬入量 80,689

処理コスト 428,420
清水地域 し尿搬入量 56,110

14年度

処理コスト 193,638
静岡市 し尿搬入量 136,82715年度

処理コスト 615,121

0kl

20,000kl

40,000kl

60,000kl

80,000kl

100,000kl

120,000kl

140,000kl

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

し尿搬入量の推移

静岡地域
清水地域

（注）平成15年度は静岡市のし尿搬入量を表示している。
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0千円

100,000千円

200,000千円

300,000千円

400,000千円

500,000千円

600,000千円

700,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

し尿処理コストの推移

静岡地域
清水地域

（注）平成15年度は静岡市のし尿処理コストを表示している。

エ．し尿合理化補償金の年度別推移

清水地域ではし尿くみ取り世帯減少に伴い作成された合理化計画に基づき、し
尿収集車輌減少分の補償金を処理業者に支払っている。（1 台当りの減少につき
20,000千円支払っている。）

（単位：千円）
年 度 補償金
11年度 0
12年度 0
13年度 40,000
14年度 40,000
15年度 40,000

平成13年度から平成16年度までの4年間で毎年2台づつし尿収集車輌を減車
していく第2次合理化計画に従って、平成13年度から毎年40,000千円づつ減車
補償金が支払われている。

オ．し尿くみ取料交付金の年度別推移

静岡地域ではくみ取り料金の市民負担を軽減するため、くみ取り料金の一部を
市が負担しており、その負担分を処理業者に交付金として支出している（静岡市
し尿くみ取料交付金交付要綱第2条）。

（単位：千円）
年 度 交付金
11年度 57,449
12年度 77,517
13年度 72,147
14年度 43,644
15年度 59,636
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（２）結果

ア．実施した監査手続

① 収集運搬許可事業者に提示しているし尿くみ取り料金の設定が規則等に
基づき適切に行われているかどうか検討した。

② 収集運搬許可事業者が得ているし尿くみ取り料金水準の基本的な考え方
について担当者から聴取した。

③ し尿処理原価の算出方法の基本的な考え方について担当者から聴取する
とともに、関係資料を閲覧し検討した。

④ 静岡地域と清水地域のし尿処理原価について両者比較のうえ検討した。

イ．結論

監査手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。
なお、監査の結果に関連した意見を「包括外部監査の結果に関する報告に添

えて提出する意見 ８．し尿くみ取り料金水準について」に述べているので参
照されたい。

１０．リサイクル品売却取引

（１）概要

静岡市においては、町内会、自治会、子供会、PTA、婦人会等の団体を通じ
多数の市民が参加して、自主的な資源回収活動が実施されている。

しかしながら、最終処分場の確保、ごみ処理経費の増大は非常に深刻化して
おり、より一層のごみの減量化、資源化を積極的に推進しなければならない。

びん・缶類の回収

静岡地域

昭和60年4月から一般家庭から排出される「びん」、｢缶類｣を有価物として
民間業者に回収させることにより、ごみの減量化、資源化を図ることとなった。

資源回収の方法として、毎月1回定期的な「資源回収の日」を地域ごとに設
け、市民が指定のステーションに排出し、静岡市リサイクル事業協同組合の組
合員が回収、組合の再生資源選別工場で更に選別し、販売される。その売却代
金の一部を町内会等協力団体に還元してきた。

しかしながら、鉄くず価格の市況暴落等により、資源回収運営が厳しい状況
となり、平成5年度より、事業を継続・安定的に行うため市が事業主体となる
委託方式に切り換えて実施中であり、町内会等の団体に対して回収量に応じ、
奨励金を交付している。

清水地域

昭和58年1月より全市で自治会が分別、業者が回収する方式を実施するこ
ととなり、市からはびん、アルミ缶などの有価物の分別に対する奨励金を自治
会に還元している。
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昭和58年度には、円高による輸入原料の増加等により、再資源価格の低迷

状態となり、それによりびん、缶回収業者の収集経費が赤字となった。
しかし、市民ぐるみで取り組んでいる事業であり、更にごみ減量意識を向上

させていく上でも資源化を継続していくこととし、収集経費の赤字分を回収業
者の組合に対して補助金として交付したが、平成13年度より委託方式に切り
替えて実施中である。

びん、缶の資源化事業のフローチャートは以下のとおりである。

びん、缶の回収、選別の方法に関しては、静岡地域と清水地域とでは大きく
異なる。清水地域においては、下記の表のとおり生きビンは3種類、再生ビン
は5種類、缶は2種類に選別して、回収している。

生きビン（3種類） 再生ビン（3種類） 缶（2種類）
分
類

一升ビン
ビールビン
ウィスキービン

無色
茶色
その他の色

アルミ
スチール

回
収
容
器

黄色コンテナ 青色コンテナ ナイロン製網袋
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一方、静岡地域においては、町内会の回収段階は清水地域と比べて簡略な選
別ではあるが、回収したビン、缶を静岡リサイクル事業協同組合の再生資源選
別工場に持ち込んで細かな選別を行っている。その結果、自治会への奨励金は
清水地域のほうが多くなるが、回収業者への委託金額は静岡地域のほうが多く
なる。静岡リサイクル事業協同組合はビン、缶の選別作業によって障害者等の
雇用を確保しているという面もある。

古紙等の回収

静岡地域

平成2年度から古紙、等資源を回収した町内会、子供会等の団体に対して回
収量に応じて奨励金を交付している。

また、地域での古紙等資源回収活動の補完事業として行政による古紙等の回
収として平成11年度から2ヶ月に1回、定期的な「古紙回収の日」を地域ご
とに設け、新聞、雑誌、段ボール及び紙パックの4種類を再生資源としてステ
ーション等に排出して回収することとした。

清水地域

昭和61年、緊急ごみ減量キャンペーンの一環として、古紙類集団回収奨励
金事業を開始し、古紙等の再資源化によるごみの減量を図った。

古紙等を回収した自治会、子供会等の団体に対して回収量に応じ、奨励金を
交付している。

また、地域での古紙等資源回収活動の補完として行政による古紙等の回収を
平成13年10月から、新聞、雑誌、雑紙、ダンボール、古布の5種類について、
５自治会で月1回の収集をモデルケースとして開始し、平成14年度からは市
内全域を対象とし本格実施している。

古紙類の資源化事業のフローチャートは、以下のとおりである。

[地域団体による古紙等資源回収]
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[行政による古紙等の回収]

（２）結果

ア．実施した監査手続

① リサイクル品回収業者の決定方法について、委託契約書、支出行為伺及
び負担承認書等の関係資料を閲覧し検討を行った。

② 単独随意契約においては、見積参加表に見積参加者が１者である理由を
吟味し、検討を行った。

③ 委託金額の積算について、一部の積算の資料を閲覧してその算出根拠の
妥当性を検討した。

イ．結論
上記手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。

１１．人件費に関する管理

（１）概要

ア．清掃事業の組織及び職員数

平成15年度の生活環境部機構図（清掃部門抜粋）は、以下のとおりである。

生活環境部 414人  ・部長     1人  ・理事        1人
・専門監    1人

廃棄物政策課 22人
・部参与兼課長      1人  ・一般廃棄物担当   2人
・参事          3人  ・清掃施設建設室   5人
・総務担当        6人  ・産業廃棄物対策室  5人
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静岡環境事務所 267人 ・理事兼事務所長   1人

廃棄物指導課 11人
・課長          1人  ・指導担当      5人
・減量推進担当      5人

収集業務課 186人
・所参与兼課長      1人  ・排出指導担当    6人
・参事          3人  ・西ヶ谷収集センター 83人
・管理担当        3人  ・沼上収集センター  90人

廃棄物処理課 70人
・課長          1人  ・西ヶ谷清掃工場   18人
・参事          1人  ・新沼上清掃工場   23人
・管理担当        4人  ・静岡衛生センター  15人
・施設保全担当      4人  ・最終処分場     4人

清水環境事務所 122人 ・事務所長      1人

廃棄物指導課 8人
・課長          1人  ・減量推進担当    3人
・副参事         1人  ・指導担当      3人

収集業務課 60人
・課長（兼廃棄物処理課長）1人  ・管理担当      2人
・参事・副参事      2人  ・収集担当      55人

廃棄物処理課 53人
・課長（兼収集業務課長） 1人  ・清水清掃工場    42人
・参事・副参事      1人  ・清水衛生センター  5人
・管理担当        4人  ・清水最終処分場
                     （管理担当が所管）
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また、過去5年間の職員数の推移は、以下のとおりである。平成15年4月1日の

旧静岡市と旧清水市の合併に伴い組織変更が行われているため、平成14年度と平成
15年度の職員数を単純に比較することは出来ないが、総じて減少傾向にあり、組織の
合理化及び業務の委託化が進められていることがわかる。

（単位：人）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域 317 308 304 297
（うち西ヶ谷収集センター） (106) (97) (92) (89) (83)
（うち沼上収集センター ） (102) (100) (100) (96) (90)
（うち西ヶ谷清掃工場  ） (13) (20) (20) (14) (18)
（うち新沼上清掃工場  ） (20) (23) (24) (26) (23)
（うち静岡衛生センター ） (17) (15) (15) (15) (15)
（うち最終処分場    ） (4) (4) (4) (4) (4)

清水地域 150 157 156 143
（うち収集担当     ） (76) (85) (80) (69) (55)
（うち清水清掃工場   ） (46) (46) (49) (49) (42)
（うち清水衛生センター ） (9) (9) (8) (7) (5)

合計 467 465 460 440 414

※ 平成11年度から平成14年度の清水地域は、清掃センター、環境衛生課及び衛生
センターの職員の人数を記載している。

イ．人件費の推移

清掃費に計上されている過去5年間の人件費の額は、以下のとおりである。
※2、3にあるとおり平成14年度以前と平成15年度では集計範囲が異なるた
め、平成15年度を比較対象とすることはできないが、平成11年度から平成
14 年度の推移を見ると職員数の減少に伴い、人件費も減少傾向にあることが
わかる。
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（単位：千円）

報酬 給料 職員手当等 共済費 賃金 合計
平成11年度 736 1,891,545 1,420,206 144,848 25,400 3,482,736
平成12年度 172 1,852,477 1,358,476 146,473 46,173 3,403,773
平成13年度 578 1,837,227 1,343,125 144,507 55,843 3,381,283
平成14年度 2,656 1,773,770 1,228,090 131,392 38,940 3,174,849
平成15年度 11,963 1,677,337 1,094,286 10,130 46,620 2,840,338

※1 平成11年度から平成14年度は、静岡地域と清水地域の合計金額である。

※2 平成11年度から平成14年度の旧静岡市及び平成15年度の静岡市では、市
の全職員の時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当を人事管理費
として一括して計上しているため、これらの手当については上記の「職員
手当等」に含まれていない。なお、平成15年度の時間外勤務手当、休日勤
務手当及び夜間勤務手当の金額（全職員分）は、6,452,915千円である。
また、平成11年度から平成15年度においては、初任給調整手当、単身赴
任手当及び災害派遣手当の支給実績はない。

※3 平成11年度から平成14年度の旧静岡市及び平成15年度の静岡市では、市
の全職員の給料に係る共済費を職員厚生費として一括して計上しているた
め、これについては上記の「共済費」に含まれていない。なお、平成15年
度の共済費の金額（全職員分）は、2,040,009千円である。

※4 退職手当は人事管理費として一括して計上しているため、これらについて
は上記に含まれていない。なお、退職時に清掃部門に属していた職員に係
る過去5年間の退職手当の支給実績は以下のとおりである。

（単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

金額 291,669 345,925 428,088 274,028
静岡地域

人数 12人 13人 15人 10人
金額 129,236 122,008 220,702 391,862

清水地域
人数 5人 4人 8人 14人
金額 420,906 467,933 648,791 665,890 815,202

合  計
人数 17人 17人 23人 24人 31人

ウ．人件費内訳

職員の給与は、下記のものから構成されている（静岡市職員の給与に関する
条例第3条）。

（ア）給料
職員の受ける給料は、職員の職務の内容、責任の軽重その他勤務に関する条

件に基づいたものであって、かつ、職員相互の間の権衡を考慮したものであり、
市で定める給料表に基づき支給される。なお清掃事業に関わる職員については
行政職給料表が適用される。
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（イ）扶養手当

扶養親族のある職員に対して支給される。

（ウ）調整手当
給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に100分の6を乗じて得た額

が支給される。

（エ）住居手当
職員が居住する住宅の区分（賃借、持家等）、家賃の額、借入金の償還額、

世帯の主たる生計の維持者であるかどうか等の条件に応じて支給される。

（オ）通勤手当
通勤手段、通勤に要する運賃、自動車の使用距離等の条件に応じて支給され

る。

（カ）単身赴任手当
勤務場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い住居を移転し、

父母の疾病その他の市規則で定めるやむを得ない事情により同居していた配
偶者と別居することとなった職員で当該異動又は勤務場所の移転の直前の住
居から当該異動又は勤務場所の移転の直後に在勤する勤務場所に通勤するこ
とが通勤距離等を考慮して市規則で定める基準に照らして困難であると認め
られるもののうち、単身で生活することを常況とする職員に支給される。

（キ）特殊勤務手当
著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、給

与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当で
ないと認められる者に従事する職員に対して支給される。

なお、清掃作業に従事する職員の特殊勤務手当は以下のとおりである。

種 類 支 給 要 件 金 額

（１）ごみ、汚泥及びし尿等の清掃作業に従事したとき

① 収集センターに勤務する者
（清水環境事務所収集業務課に勤務し、収集業
務を行うものを除く。）   

月額 5,600円

清掃作業に従事したとき 日額 550円

② 清水環境事務所収集業務課に勤務し、収集業務
を行う者
（指導監督に従事する者は2,000円加算する。）

月額 8,000円

清掃作業に
従事する職
員の特殊勤
務手当

清掃作業に従事したとき 日額 1,050円

③ 衛生センターに勤務する者 月額 5,600円
清掃作業に従事したとき 日額 500円
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④ 清掃工場及び最終処分場に勤務する者

（清水清掃工場及び清水最終処分場に勤務する
者を除く。）

月額 5,600円

清掃作業に従事したとき 日額 550円

⑤ 清水清掃工場及び清水最終処分場に勤務する者
（指導監督に従事する者は2,000円を、夜間勤
務するときは3,500円をそれぞれ加算する。）

月額 8,000円

清掃作業に従事したとき
（交代勤務するときは720円とし、夜間勤務を
するときは780円を加算する。）

日額 1,050円

炉内の清掃に従事したとき

（２）清掃管理業務に従事したとき

1回 2,000円

① 収集センター、清掃工場、衛生センター及び最
終処分場に勤務する者

月額 5,000円

（３）犬猫の死体の清掃作業に従事したとき 1回 300円

（４）浄化槽の検査、不法投棄物処理業務に従事したと
き

日額 150円

（ク）時間外勤務手当
正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務時

間を超えて勤務した全時間に対し支給される。

（ケ）休日勤務手当
休日等において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員には、

正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して支給される。

（コ）夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務するこ

とを命ぜられた職員には、その間に勤務した全時間に対し支給される。

（サ）宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられた職員に支給される。

（シ）管理職員特別勤務手当
管理職手当支給対象職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要

により週休日、休日又は代休日に勤務した場合に支給される。

（ス）管理職手当
管理又は監督の地位にある職員の職のうち市長の指定するものについて、そ

の職務の特殊性に基づき支給される。

（セ）期末手当
6月1日及び12月1日にそれぞれ在職する職員に対して支給される。
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（ソ）勤勉手当

6月1日及び12月1日にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前6ヶ月
以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給される。

（タ）災害派遣手当
災害対策基本法第32条第1項に規定する職員で､住所又は居所を離れて市の

区域に滞在することを要するものに支給される。

人件費としては、このほかに報酬（審議会委員及び非常勤嘱託員への給与）、
賃金（臨時職員への給与）、共済費（社会保険料等）及び退職手当がある。

（２）結果

ア．実施した監査手続

支給明細書から任意に抽出した市職員の給与（給料及び諸手当）について、
その算定根拠となる行政職給料表及び各種条例・規則あるいは出勤簿、時間外
勤務命令簿及び特殊勤務実績簿と照合し、給与計算の合規性及び各種手当の計
算の正確性を検討した。

なお、平成15年4月から平成15年12月までの清水環境事務所収集業務課
の特殊勤務実績簿はその所在が判明しなかったため、また平成15年度の清水
環境事務所廃棄物処理課清水清掃工場の特殊勤務実績簿は未作成であったた
め、これらについては照合を行うことが出来なかった。

イ．結論

上記手続を実施した結果、下記指摘事項を除き特に問題となる事項は認めら
れなかった。

ウ．指摘事項

（ア）日額特殊勤務手当の月額換算の誤りについて

時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当（以下、「時間外勤務手当
等」）の支給額を算定するには、まず「勤務1時間当たりの給与額」を求める
必要がある。勤務1時間当たりの給与額は給与基礎額を所定の時間数で除する
ことにより算出され、数式に示すと以下のとおりである。

（給料月額＋給料月額に対する調整手当＋特殊勤務手当）× 12月勤務1時間
当たり
の給与額

＝
1週間の勤務時間（40時間）× 52週－152時間（19日× 8時間）

上記数式のとおり、給与基礎額は給料月額、給料月額に対する調整手当及び
特殊勤務手当より構成されている。このうち、特殊勤務手当については所属す
る部課に応じて毎月支払われる月額特殊勤務手当と毎日もしくは毎回の実績
に応じて支払われる日額特殊勤務手当とがあり、「勤務1時間当たりの給与額」
算出の際には、月額特殊勤務手当の支給額を加算するとともに、日額特殊勤務
手当については「静岡市職員の給与に関する条例施行規則」で定められている
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日額特殊勤務手当の月額換算額を加算している。

これを数式に示すと以下のとおりである。
勤務1時間当たりの給与額算出の際に用いる特殊勤務手当

       ＝月額特殊勤務手当＋日額特殊勤務手当の月額換算額
また、日額特殊勤務手当に対する月額換算額は以下のとおりであり（静岡市

職員の給与に関する条例施行規則第13条）、それぞれの日額特殊勤務手当に応
じた月額換算額が設けられていることがわかる。

特殊勤務
手当の種

類
支給要件 支給額

月額と
みなす額

摘要

ごみ、汚泥及びし尿等の清掃作業
に従事したとき。
（１）収集センターに勤務する者

（清水環境事務所収集業務
課に勤務し、収集作業を行
うものを除く。）

専らごみ、
汚泥の清掃
作業に従事
する職員の
み

清掃作業に従事したとき。

（２）清水環境事務所収集業務課
に勤務し、収集業務を行う
者

日額 550円 11,550円

清掃作業に従事したとき。

（３）衛生センターに勤務する者

日額 1,050円 22,050円

清掃作業
に従事す
る職員の
特殊勤務
手当

清掃作業に従事したとき。

（４）清掃工場及び最終処分場に
勤務する者（清水清掃工場
及び清水最終処分場に勤務
する者を除く。）

日額 500円 10,500円

清掃作業に従事したとき。

（５）清水清掃工場及び清水最終
処分場に勤務する者

日額 550円 11,550円

①清掃作業に従事したと
き。

日額 1,050円 22,050円

②交代勤務者 日額 720円 15,120円

③夜間勤務者 日額 780円 6,240円

時間外勤務手当等の計算の正確性を検討したところ、平成15年度において
「勤務1時間当たりの給与額」を算出する際に用いる日額特殊勤務手当の月額
換算額に誤りがあり、上記「（４）清掃工場及び最終処分場に勤務する者 清
掃作業に従事したとき」の月額とみなす額を11,550円ではなく11,500円で、
「（５）清水清掃工場及び清水最終処分場に勤務する者 ①夜間勤務者」の月
額とみなす額を6,240円でなく6,420円で計算していた。

日額特殊勤務手当の月額換算額は年度当初に給与テーブルへの登録を行っ
ているが、平成15年度当初は旧静岡市と旧清水市の合併直後であり繁忙であ
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ったことなどから、誤って入力してしまったものであると考えられる。これに
より職員24名に対し総額2,832円の追給処理を、職員26名に対し総額17,171
円の返納処理をそれぞれ行っている。

なお平成 16 年度については、「静岡市職員の給与に関する条例施行規則第
13 条」に記載されている月額換算額と、給与テーブルに登録されている月額
換算額とを照合し、日額特殊勤務手当の月額換算に誤りはないことを確認して
いる。

（イ）照合することの出来なかった特殊勤務実績簿について

「（２）結果 ア．実施した監査手続」でも述べたとおり、平成15年4月か
ら平成15年12月までの清水環境事務所収集業務課の特殊勤務実績簿はその所
在が判明せず、また平成15年度の清水環境事務所廃棄物処理課清水清掃工場
では特殊勤務実績簿は作成されていなかった。

① 特殊勤務実績簿の不適正な文書管理について

清水環境事務所収集業務課の特殊勤務実績簿は平成14年度以前分につい
ても所在が判明しておらず、旧静岡市と旧清水市の合併時に文書を整理して
おり、その際に誤って処分してしまった可能性もあるとのことである。

公文書の保存期間については「静岡市公文書管理規則」の別表で定められ
ており、特殊勤務実績簿は「金銭の支払いに関する証拠書類」の区分に該当
し、保存期間は10年とされている。そのため平成6年度から平成15年度の
特殊勤務実績簿については保存期間満了前に処分された可能性がある。

そのため特殊勤務実績簿が処分されたとすると「その保存期間中所定の文
書庫において適正に保存しなければならない」（静岡市公文書管理規程第31
条）ことが遵守されていなかったことになる。

静岡市では平成17年4月1日の政令市移行を控えており、県からの権限
移譲や行政区の設置が行われることが既に決定されているとともに、由比町
及び蒲原町との合併協議会も平成16年4月に設置され、協議が進められて
いるところである。そのため、今後も組織変更等に伴う文書の整理が行われ
ることが想定されることから、その際には特に注意を払い、今後はこういっ
た事象が発生しないことを期待する。

なお、平成16年1月以降の分については、適正に文書管理を行っている
とのことであり、これについてはサンプルで確認をしている。

② 特殊勤務実績簿の未作成について

清水清掃工場に勤務する職員に支給される日額特殊勤務手当としては、清
掃作業に従事したときに支給されるもの、交代勤務したときに支給されるも
の及び夜間勤務したときに支給されるものの3つがあり、清掃作業に従事す
る職員は出勤日には必ず清掃作業を行っており出勤日数と清掃作業従事日
数が等しくなるため、清掃作業に従事したときの日額特殊勤務手当の支給日
数は出勤簿で確認することができ、交代勤務及び夜間勤務の就業時間が変則
的な勤務についても出勤簿で確認が出来ることから、特殊勤務実績簿を作成
してこなかったとのことである。

しかし、出勤簿はあくまで出勤状況を管理するためのものであり、所属長
の承認を得る書類とはなっていない。特殊勤務実績簿を作成する趣旨が、所
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属長が特殊勤務手当の支給を承認し、特殊勤務手当の支給状況を管理するた
めのものであることを考えると、出勤簿上の管理をもって特殊勤務実績簿を
作成しないことは、不適切であると考える。

また、静岡市職員の特殊勤務手当に関する規則第8条でも「所属長は、職
員の特殊勤務（月額をもって定められているものを除く。）について、別記
様式による特殊勤務実績簿を作成しなければならない」とされており、この
規則が遵守されていなかったことになる。

なお、特殊勤務実績簿の作成については平成16年度に改善を図っており、
清水清掃工場においても特殊勤務実績簿の作成を行っている。

１２．補助金等及び奨励金に関する管理

（１）概要

「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助
することができる。」（地方自治法第232条の2）とされており、静岡市において
も行政目的を達成するため必要があると認めるときは、補助金等の交付を行って
いる。

静岡市が交付する補助金等の交付の申請、決定等の基本的事項については「静
岡市補助金等交付規則」で定められており、これにより補助金等に係る予算の執
行の適正化が図られている。また「静岡市補助金等交付規則」において補助金等
は「補助金、交付金、利子補給金その他給付金で、相当の反対給付を受けないも
の（市長が指定するものを除く。）をいう。」と定義されている。そして各補助金
等の交付目的、交付条件等の詳細については別途、補助金等ごとに要綱を定めて
おり、これに基づき運用がされている。

この他、補助金等に類似するものとして奨励金をあげることができる。補助金
等と奨励金は、ある行政目的の達成に貢献する活動を行った民間の業者、団体、
個人に対して交付される点で共通しているが、補助金等が支出を伴う活動に対し
て交付され、その支出を補填する性格をもっているのに対して、奨励金は支出を
伴わない活動に対して交付される点で両者は異なっている。

そのため奨励金は「静岡市補助金等交付規則」の補助金等に含められていない
が、その性格は補助金等と同じものであると考えられるため、奨励金も補助金等
とともに考えていくこととする。なお奨励金については、交付の申請、決定等の
基本的事項から交付目的、交付条件等の詳細までが、それぞれの要綱で定められ
ている。

過去5年間の清掃費における負担金、補助及び交付金の内訳は以下のとおりで
ある。このうち、ごみ処理事業に係る主な補助金等及び奨励金は「生ごみ処理機
器購入費補助金」及び「古紙等資源回収事業交付金」である。

なお、「浄化槽設置事業費補助金（旧合併処理浄化槽設置整備事業補助金）」及
び「し尿くみ取料交付金」はし尿事業に係る補助金等及び奨励金であるため、「13．
補助金等及び奨励金に関する管理（し尿処理事業）」で検討している。

（単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

浄化槽設置事業補助金  
（※1） 83,913 95,303 85,240 77,680 197,196
し尿くみ取料交付金 57,449 77,517 72,147 43,644 78,976
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生ごみ処理機器購入費補助金 14,732 26,253 17,030 9,983 11,408
古紙等資源回収事業交付金 11,123 13,487 15,536 15,835 33,813
その他 1,253 1,943 1,619 6,334 2,515

合計 168,471 214,504 191,572 153,477 323,911

※1 平成14年度以前の名称は「合併処理浄化槽設置整備事業補助金」である。
※2 平成11年度から平成14年度は静岡地域と清水地域の合計金額である。
※3 平成11年度から平成14年度の清水地域では「合併処理浄化槽設置整備事

業補助金」等を環境衛生費で計上しているため、これについては上記に含
まれていない。

また、ごみ処理事業に係る補助金等及び奨励金としては、上記「負担金、補助
及び交付金」に計上されているもののほか、「報償費」に計上されている「集団
資源回収事業奨励金」及び「古紙等資源回収活動奨励金」があげられる。

そこで、ここでは「生ごみ処理機器購入費補助金」、「古紙等資源回収事業交付
金」、「集団資源回収事業奨励金」及び「古紙等資源回収活動奨励金」の4つの補
助金等及び奨励金について検討していくこととする。

以下は、それぞれの補助金等及び奨励金についての概要である。

ア．生ごみ処理機器購入費補助金

静岡市では、一般家庭から排出される生ごみの減量化及び再資源化を促進す
るとともに、ごみ問題に対する市民意識の向上を図るため、生ごみ処理機（電
気式生ごみ処理機または生ごみ堆肥化処理容器）を購入して設置したものに対
して補助金を交付している。

補助金の交付実績はそれぞれ以下のとおりである。

（ア）電気式生ごみ処理機
（単位：台、千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
補助台数 652 845 578 368 254

静岡地域
補助金額 13,619 17,954 11,766 7,408 5,758
補助台数 80 410 250 115 204

清水地域
補助金額 240 7,794 4,672 2,192 4,521

（イ）生ごみ堆肥化処理容器
（単位：基、千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
補助基数 122 65 53 47 147

静岡地域
補助金額 366 195 159 141 356
補助基数 351 175 236 151 308

清水地域
補助金額 507 310 433 242 773
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また、補助率（額）は下表のとおりである（静岡市生ごみ処理機器購入費補
助金交付要綱 第4条）。

補助の対象 補助率（額）
電気式生ごみ処理機の購入に要した経費の
うち、電気式生ごみ処理機の購入費

1台につき、経費の3分の1以内とし、
3万円を限度とする（1,000円未満の
端数は切り捨て）。

生ごみ堆肥化処理容器の購入に要した経費
のうち、生ごみ堆肥化処理容器の購入費

1基につき、3,000円を限度とする。

なお、清水地域における補助率（額）の年度ごとの推移は下記のとおりであ
り、平成15 年度に旧静岡市と旧清水市の合併を機に静岡地域と交付水準を統
一化している。

補助率（額）
補助の対象

11年度 12年度～14年度 15年度
電気式生ごみ処理機の購入に
要した経費のうち、電気式生ご
み処理機の購入費

1台につき、経費の3
分の1以内とし、2万
円を限度とする。

上記参照。

生ごみ堆肥化処理容器の購入
に要した経費のうち、生ごみ堆
肥化処理容器の購入費

1台・1基につ
き、経費の 2
分の1 以内と
し、3,000円を
限度とする。

1基につき、経費の2
分の 1 以内とし、
3,000 円を限度とす
る。

上記参照。

イ．古紙等資源回収事業交付金

静岡市では、廃棄物の再利用を促進し、その減量化を図るため、資源として
再利用できる古紙等の廃棄物を引き取る古紙回収業者に対し、古紙等資源回収
事業交付金を交付している。

交付金の交付実績は以下のとおりである。

（単位：ｔ、千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域 古紙等 2,780 3,371 3,884 6,422 7,302
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交付金 11,123 13,487 15,536 20,521 16,844

古紙等 － 2,776 3,189 5,166 3,998
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交付金の額は1kgにつき4円を限度として市長が定める額として算定した
額（10 円未満の端数は切り捨て）としている（静岡市古紙等資源回収事業交
付金交付要綱 第4 条）。

ウ．集団資源回収事業奨励金

静岡市では、廃棄物の有効利用を促進し、その減量化を奨励するため、集
団資源回収事業に協力する団体に対し、集団資源回収事業奨励金を交付して
いる。
奨励金の交付対象となる団体は、町内会、自治会及び市長が認定する団体で
あり、奨励金の交付実績は以下のとおりである。

（単位：ｔ、千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

びん・缶 9,948 9,646 6,433 6,195 5,877
静岡地域

奨励金 14,336 14,541 8,750 8,429 7,954

びん・缶 4,387 4,274 4,268 4,227 3,839
清水地域

奨励金 17,006 16,592 16,184 15,964 17,974

※ 静岡地域では平成12 年度まで自動車やスチール製のロッカー等のその他金
属も資源回収しており、集団資源回収事業奨励金の交付対象となっていた。
そのため、これらについては上表に加算されている。なお、平成11 年度か
ら平成12年度のその他金属の回収実績は以下のとおりである。

（単位：ｔ）
11年度 12年度

その他金属 1,407 2,215
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奨励金の額は下表に基づいて決定される（静岡市集団資源回収事業奨励金交付要
綱第5条）。

（合併前の清水地域に適用する奨励金の額の内訳）
区分 奨励金の額
基本額 1自治会につき、1年間ごとに10,000円

世帯割額
1自治会につき、1年間ごとに毎年度4月1日現在の各自
治会加入世帯の1世帯当たり140円

一升びん
ウィスキーびん
ビールびん
再生びん
空きかん

1本当たり   
1本当たり   
1本当たり  
1kg当たり  
1袋（20kg）当たり

10円
5円
4円
1円
22円

ただし、上記の基本額にかかわらず、次に掲げる自治会に対する奨励の基本額
については、次のとおりとする。
西久保自治会 60,000円
袖師自治会  40,000円
横砂自治会  80,000円

エ．古紙等資源回収活動奨励金

静岡市では、廃棄物の再利用を促進し、その減量化を図るため、資源として
再利用できる地域の古紙等の廃棄物の回収活動を行う団体に対し、古紙等資源
回収活動奨励金を交付している。

奨励金の交付対象となる団体は、町内会、自治会、子供会、PTA、婦人会等
の主として地域住民により構成される団体及び市長が認定する団体であり、奨

（合併前の静岡地域に適用する奨励金の額の内訳）
区分 奨励金の額
空き缶 1kg当たり2円
空きびん 1kg当たり1円
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励金の交付実績は次項のとおりである。

（単位：ｔ、千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

古紙等 12,113 13,588 15,144 15,474 16,870
静岡地域

奨励金 60,565 70,536 78,537 80,458 87,849

古紙等 9,717 9,903 9,985 9,072 9,555
清水地域

奨励金 38,866 39,613 39,938 36,289 51,628
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奨励金の額は次に掲げる額の合算額としている（静岡市古紙等資源回収活動
奨励金交付要綱 第4条）。
a．従量分 1kgにつき5円（10円未満の端数は切り捨て）
b．定額分 1月につき2,000円（回収の実績のあった月にのみ交付）
（1 年度につき実施した月が３以上あった場合は当該 3 以上の月ごとに交

付）

なお、静岡地域では平成12年度より、継続的な資源回収を促進するため、
回収実績のあった月に従量分とは別に定額分を交付することとしている。また
清水地域の平成14年度までの交付額は従量分が1kgにつき4円であり、定額
分はなかったが、静岡地域と清水地域の合併を機に静岡地域と交付水準を統一
化している。

（２）結果

ア．実施した監査手続
上記４つの補助金等及び奨励金について、それぞれ任意に相手先を抽出し、

次の視点から担当者への質問及び関連資料の照合を行った。
① 対象者の判定及び審査手続が規則等に従って適正に実施されているか。
② 交付される金額の算定基準が規則等に従って適正に実施されているか。
③ 交付手続が規則等に従って適正に実施されているか。

イ．結論
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上記手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。

１３．補助金等及び奨励金に関する管理(し尿処理事業)

（１）概要

過去5年間の清掃費における負担金、補助及び交付金の内訳は以下のとおりで
あり、このうちし尿処理事業に係るものは「浄化槽設置事業費補助金（旧合併処
理浄化槽設置整備事業補助金）」及び「し尿くみ取料交付金」である。

（単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

浄化槽設置整備事業費補助金
（※1） 83,913 95,303 85,240 77,680 197,196
し尿くみ取料交付金 57,449 77,517 72,147 43,644 78,976
生ごみ処理機器購入費補助金 14,732 26,253 17,030 9,983 11,408
古紙等資源回収事業交付金 11,123 13,487 15,536 15,835 33,813
その他 1,253 1,943 1,619 6,334 2,515

合計 168,471 214,504 191,572 153,477 323,911

※1 平成14年度以前の名称は「合併処理浄化槽設置整備事業補助金」である。
※2 平成11年度から平成14年度は旧静岡市と旧清水市の合計金額である。
※3 平成11年度から平成14年度の旧清水市では「合併処理浄化槽設置整備事

業補助金」等を環境衛生費で計上しているため、これについては上記に含
まれていない。なお旧清水市で環境衛生費に計上された清掃事業に係る負
担金、補助及び交付金は以下のとおりである。

（単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度

合併処理浄化槽
設置整備事業補助金 99,753 106,645 125,797 124,635
その他 371 383 417 390

合計 100,124 107,028 126,214 125,025

そこで、ここでは「合併処理浄化槽設置整備事業補助金」及び「し尿くみ取料
交付金」の2つの補助金等及び奨励金について検討していくこととする。

以下は、それぞれの補助金等及び奨励金についての概要である。

ア．合併処理浄化槽設置整備事業補助金

静岡市では、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合併処
理浄化槽の設置事業を行う者に対し、合併処理浄化槽設置事業補助金を交付し
ている。
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補助金の交付実績は以下のとおりである。

（単位：基、千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

基 数 132 199 203 190 223
静岡地域

補助金額 83,913 95,303 85,240 77,680 96,328

基 数 154 202 251 258 215
清水地域

補助金額 99,753 106,645 121,746 125,797 99,706

0千円

50,000千円

100,000千円

150,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

合併処理浄化槽設置整備事業補助金の推移

静岡地域
清水地域

補助金の額は下表に基づき算定される（静岡市合併処理浄化槽設置事業費補助金
交付要綱 第3条）。

補助対象 区域 補助基準額 補助率

5人槽 354,000円

6～7人槽 411,000円

住宅等に
係る50人
槽以下の
合併処理
浄化槽の
設置事業
に要する
経費のう
ち、次に
掲げるも
の

一
般
区
域

8～50人槽 519,000円

既設の単独処理浄化槽を合
併処理浄化槽に付け替える
場合（建替えに係る場合を
除く。）は、人槽の区分に従
い、当該人槽に定める額に、
当該額に4分の1を乗じて
得た額を加算して得た額
（その額に1,000円未満の
端数が生じたときはこれを
切り捨てた額）

当該事業
に要する
経費の額
と補助基
準額とを
比較して
いずれか
少ない額
の 10 分
の 10 以
内
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特
定
区
域

一般区域の補助基準額欄に掲げる人槽の区分に従い、
当該人槽に定める額（既設の単独処理浄化槽を合併処
理浄化槽に付け替える場合（建替えに係る場合を除
く。）は、人槽の区分に従い、当該人槽に定める額に、
当該額に4 分の1 を乗じて得た額を加算して得た額
（その額に1,000円未満の端数が生じたときはこれを
切り捨てた額）に10万円を加算した額）

イ．し尿くみ取料交付金

静岡市（清水地域を除く）では、し尿くみ取り料を支払うべき市民にし尿く
み取料交付金を交付している。ただし実際の交付金の支払いは、し尿の収集及
び運搬を業とする一般廃棄物業者に対して行っている。これは、し尿くみ取り
料を支払うべき市民に各々 交付金を交付したのでは、市民にとっても市にとっ
ても事務の負担が大きいことから、し尿くみ取料交付金はし尿くみ取り業者に
対して交付することとし、市民はし尿くみ取り業者に対してし尿くみ取り料と
し尿くみ取料交付金の差額のみを支払うこととしたものである。
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これをまとめると以下のとおりである。

交付金の交付実績は以下のとおりである。
（単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
静岡地域 57,449 77,517 72,147 43,644 59,636

0千円

20,000千円

40,000千円

60,000千円

80,000千円

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

し尿くみ取料交付金の推移
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交付金の額は次項の表に基づき算定される（静岡市し尿くみ取料交付金交付要綱

第3条）。

料金制度等 交付金額
定額制 1世帯につき1ヶ月あたり539円
従量制 1世帯につき1ヶ月あたり602円
大雨等により浸水した便槽のし尿をくみ取っ
た場合

1世帯1回につき300円

上記に関わらず、次に掲げる町村の区域に係
るし尿くみ取り
旧安倍6村、油山、松野、津渡野、郷島、野
田平、俵沢、俵峰、油島、谷津、小瀬戸、富
厚里、奈良間、富沢、大原、水見色、足久保
奥組、小布杉、西又

1世帯につき1ヶ月あたり1,677円

静岡市し尿くみ取料交付金交付要綱に定められている上記の交付金のほか、
静岡地域のし尿くみ取り業者（（財）静岡市清掃公社を除く）に対しては輸送
補助金見合いとして、1業者につき年間800千円（均等割）を交付している。

また清水地域では、し尿くみ取り料交付金の交付は行っていないが、平成
13年度に清水市清掃事業協同組合及び組合加盟4業者との間で協定書を締結
して、これに基づいて合理化計画を実行しており、合理化計画の実行を通じて
し尿くみ取り業者への助成を行っている。具体的には平成13年度から平成16
年度にかけて毎年2台ずつ許可台数を減車し、11台の許可台数を3台にまで
減らす一方で、減車1台につき市が20,000千円を補償金として支払っている。

（２）結果

ア．実施した監査手続

上記2つの補助金等及び奨励金について、それぞれ任意に相手先を抽出し、
次の視点から担当者への質問及び関連資料の照合を行った。
① 対象者の判定及び審査手続が規則等に従って適正に行われているか。
② 交付される金額の算定基準が規則等に従って適正に行われているか。
③ 交付手続が規則等に従って適正に行われているか。

イ．結論

上記手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。
１４．不法投棄等の指導監督に関する管理

（１）概要

ア．山間地等廃棄物不法投棄監視員制度

近年、環境問題に対する市民の意識は高まってきてはいるものの、一部心な
い人達による廃棄物の不法投棄や、山や川などで遊ぶ人達によるごみの放置が
見受けられる状況にある。このため、静岡地域では平成13年度に山間地等の
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廃棄物不法投棄等を監視する制度を設け、静岡地域の山間地等19地区に82名
の監視員を配置し、廃棄物の不法投棄防止の監視パトロールや発見時の市への
通報を行うとともに、山や川で遊ぶ行楽客へのごみの持ち帰りの啓発活動を実
施し、地域の環境美化・生活環境の向上に貢献するために活動している（静岡
市山間地等廃棄物不法投棄監視員要綱第1条）。

しかしながら、廃家電製品や引越しごみ等の不法投棄は後を絶たず、その手
口も悪質・巧妙化している。

なお、清水地域においても、平成16年度より廃棄物減量等推進員とは別に
両河内地区ほか12地区・45名の山間地等廃棄物不法投棄監視員を委嘱し、廃
棄物不法投棄の防止啓発により、市の豊かな自然環境を守り、将来に引き継ぐ
ことを目的として活動を行っている。

イ．廃棄物監視機動班の設置

静岡地域では廃棄物の適正処理を確保するために、平成6年4月に廃棄物監
視機動班を設置し、事業者等への立入検査、不法投棄監視パトロール等を実施
している。

廃棄物監視機動班の出動実績表

年度 不法投棄調査（件） 立入検査（件）
11年度 38 236
12年度 39 171
13年度 336 202
14年度 565 318
15年度 739 433

廃棄物監視機動班の出動実績推移
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上記出動実績表によれば、平成13年度から不法投棄調査の件数が急増して
いることがわかる。この要因として、平成13年4月1日より山間地等廃棄物
不法投棄監視員制度の導入に伴い監視員からの通報が新たに加わったこと、及
び家電リサイクル法が平成13年4月から施行されたことにより家電製品の不
法廃棄が増加したことがあげられる。

また、立入検査の件数が平成14年度から増加傾向にあるが、その要因とし
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て排ガス中のダイオキシンを抑制するため平成9年8月に廃棄物処理法等に基
づく政令等が公布され、平成14年12月1日から廃棄物の焼却は基準が強化さ
れた廃棄物処理法に規定された焼却設備の構造や焼却方法の基準に従って行
わなければならなくなったが、焼却設備を使用せず廃棄物を焼却する野外焼却
による悪臭や煙害等で近隣住民からの苦情や通報が増加したことがあげられ
る。

ウ．不法投棄の現状

（ア）不法投棄の調査件数と回収量の推移
（上段単位：件、下段単位：ｔ）

不 法 投 棄年 度 内 訳
監視員関係 監視機動班等 合 計

件 数 73 263 336平成13年度
回収量 22.52 60.41 82.93
件 数 75 490 565平成14年度
回収量 12.21 59.18 71.39
件 数 140 599 739平成15年度
回収量 22.93 48.96 71.89

（注）１．前項のデータは静岡地域のものであり、清水地域のデータは含まれて
いない。（清水地域では不法投棄による回収をデータとして採っていな
かったためである。）

２．平成12年度以前のデータは採っていないため、記載を省略している。

（イ）投棄物の種類

主な不法投棄品目の内訳推移は、以下のとおりである。

（単位：台）
テレビ 冷蔵庫 洗濯機 エアコン 自転車

平成13年度 99 36 21 11 －
平成14年度 76 20 12 18 720
平成15年度 27 14 7 3 920

（注）１．上記データは静岡地域のものであり、清水地域のデータは含まれて
いない。（清水地域では不法投棄による回収をデータとして採ってい
なかったためである。）

２．平成13年度の不法投棄自転車の台数はデータを採っていないため、
記載していない。

３．平成12 年度以前のデータは採っていないため、記載を省略してい
る。

静岡地域の特徴として、廃家電回収数は減少傾向にあるものの、自転車保有
台数が多いこともあり、不法投棄による自転車台数が占める割合が多く増加傾
向にあるといえる。
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（ウ）不法投棄の場所

不法投棄の場所は下記のとおり公道脇への不法投棄が最も多く、全体の42%
を占めている。

不法投棄の場所（平成15年度）

公道脇
42%

官有地
10%

私有地
20%

河川敷
5%

土手敷
3%

農道
1%

山林
18%

集積所
1%

海岸
0%

公道脇
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河川敷
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農道
山林
集積所
海岸

（２）結果

ア．実施した監査手続

① 廃棄物監視機動班の活動状況を質問するとともに、関係書類を閲覧し立入
検査及び不法投棄監視パトロール等が適正に行われているかどうか検討す
る。

② 山間地等廃棄物不法投棄監視員の委嘱内容と活動状況を質問するととも
に、関係書類を閲覧し山間地等の不法投棄廃棄物の監視活動が適正に行われ
ているかどうか検討する。

イ．結論

監査手続を実施した結果、下記指摘事項を除き特に問題となる事項は認められ
なかった。

なお、監査の結果に関連して、「包括外部監査の結果に関する報告に添えて提
出する意見 15．不法投棄撲滅への取組強化」に述べているので参照されたい。

ウ．指摘事項

（ア）指標達成に向けた取り組みについて

上記で述べたとおり、静岡市では不法投棄等の削減のために山間地等廃棄物
不法投棄監視員制度の導入や廃棄物監視機動班の活動を行っている。不法投棄
削減を目的とした事業を実施する以上、事業の成果が着実に現れてきているの
かどうか事業年度毎に評価を行い、改善するべき点があれば改善を行っていく
ことが求められているはずであるが、現状では明確な目標となる評価指標自体
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が設定されていない。そのため、当然目標となる評価指標を達成できなかった
ならば原因を分析して改善するための有効な対策を立てていく重要なプロセ
スが実施されてないといえる。

不法投棄件数が年々 増加傾向にある現状をみると、不法投棄件数削減を目的
とした指標を設定することが必要であり、その指標達成に向けた取組が求めら
れていると考える。

１５．清掃工場発電事業会計

（１）概要

沼上清掃工場にはごみの燃焼により発生した余熱を利用した発電設備が設置
されており、その電力は清掃工場内及び清掃工場に隣接するふれあい健康増進館
「ゆらら」で利用されている。そして余剰した電力については中部電力への売払
いを行っている。この電力売払いに係る事業について静岡市では特別会計を設け
ており、清掃工場発電事業会計は主に以下の歳入、歳出より構成されている。

摘   要
電力売払収入 中部電力への電力の売払いによる収入である。
繰越金 前年度の歳入歳出差引残高の繰越である。歳

入預金利息 電力売払収入等が入金される銀行口座に発生した預金利息である。

業務費（消費税等）
課税業者である清掃工場発電事業会計の消費税及び地方消費税の納
付額である。

公債費
発電設備建設のために借入れた発電事業債の元利償還に要した支出
である。

歳
出

一般会計繰出金 電力売払収入等の歳入の一部を一般会計に繰り出すものである。

過去5年間の決算状況は、以下のとおりである。
（単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
電力売払収入 247,318 244,462 291,914 235,244 271,882 
繰越金 3,527 7,870 8,976 3,193 1,721 
その他 0 0 0 0 29,218 
預金利息 51 92 51 14 50 

歳
入

合計 250,897 252,424 300,942 238,452 302,872 
業務費（消費税等） 19,627 10,277 11,573 15,030 5,442 
公債費 103,700 103,700 103,700 103,700 103,700 
一般会計繰出金 119,700 129,470 182,476 118,000 184,000 

歳
出

合計 243,027 243,447 297,749 236,730 293,142 
歳入歳出差引残高 7,870 8,976 3,193 1,721 9,730 

※ 平成15年度歳入の「その他」は、灰溶融施設引渡し性能試験のために工事施工者
が電力を使用するため、その使用電力を売電したものである。

また、過去5年間の売電電力量及び売電単価は、以下のとおりである。
（単位：円/kwh）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
売電電力量（千kw） 30,393 33,059 37,431 28,453 33,117 
売電単価

平日昼間（夏季） 13.87 12.97 12.50 13.07 12.91
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平日昼間（その他） 13.37 12.55 11.00 11.52 11.33
その他 2.59 2.16 4.02 4.30 4.17

※１ 平日昼間 祝日を除く月曜～土曜の8時～22時
※２ 夏季   7月1日～9月30日

（２）結果

ア．実施した監査手続

歳入のうち電力売払収入及びその他について、関連資料の照合を行い、売電
の実績量に基づき収入調定が適正に実施されているかを検討した。

イ．結論

上記手続を実施した結果、特に問題となる事項は認められなかった。

第３．利害関係

監査の対象とした事件につき、地方自治法第252条の29の規定により記載
すべき利害関係はない。

包括外部監査の結果に関する報告に添えて提出する意見

平成16 年度の「包括外部監査の結果に関する報告書」に関連し、以下のとおり意見
を申し述べます。
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１．ごみ処理手数料徴収事務に関する管理

（１）指定容器（ごみ袋）の実地たな卸について

指定容器（ごみ袋）に係るごみ処理手数料の徴収事務は、静岡市清掃公社に委
託している。この徴収額の報告が正しいかどうか管理する場合、徴収に係る事務
報告を点検するのは当然であるが、指定容器（ごみ袋）の在庫管理も重要な事項
になる。そして在庫管理が報告どおりになされているかどうか調べる際には、在
庫の実地たな卸を行い在庫の帳簿残高との照合をするという手続きが必須と言
える。なぜなら、指定容器（ごみ袋）に係るごみ処理手数料の徴収は指定容器（ご
み袋）の販売と一体として行われているため、この販売による払出数量を正確に
掴むことでごみ処理手数料の徴収額の妥当性が確認できるからである。

したがって、委託業務の監督の一環として静岡市清掃公社に対して年に 1 度
程度は、指定容器の実地たな卸の方法とその結果について報告させるとともに、
市自身もそのたな卸の際に重要な箇所については立会うか、または別途実地たな
卸を実施するかして、指定容器の在庫管理が適切になされているかどうか確かめ
る必要があると思われるが、現況ではなされていなかった。また、静岡市清掃公
社における実地たな卸の実施状況は、その業務の担当者によって行われていると
のことであったが、その方法、その結果、実施者や立会人の署名・押印などの記
載してある実地たな卸に関する書類が残されておらず不完全なものであった。

（２）指定容器（ごみ袋）の製造元との契約について

指定容器（ごみ袋）に係るごみ処理手数料の徴収事務は、静岡市清掃公社に委
託しており、同公社は指定容器の製作をさらに外部に委託しているが、製作委託
契約の終了時における委託先在庫の処理についても契約に適切に定めるよう指
導するのが良いと考える。「委託先業者は同公社以外の者にこの指定容器（ごみ
袋）を販売又は無償配布することは出来ない」と定められているが、この文言は
委託契約の終了時以外のことを考慮しても、例えば次のようにするのが望ましい。
「委託先業者はこの指定容器（ごみ袋）を自己が使用し、もしくは同公社以外の
者に販売又は無償配布することは出来ない。また盗難・紛失等、契約の目的に従
わない外部への流出がおこらないようにしなければならない」などである。

2. 薬品の管理

（１）長期滞留薬品について

沼上清掃工場の検査室を往査した際、毒劇物等使用簿と現物をサンプリングで
突合した。現物のラベルに添付してある保証期間を確認したところ、以下の長期
滞留薬品が保管されていた。

薬品名 区分 数量 保証期間
水銀標準液（塩化水銀Ⅱ） 毒物 300ｍｌ 昭和58年6月
砒素標準液100ppm（三酸化リン） 毒物 400ｍｌ 昭和59年6月

サンプリングで調査した結果、２件の長期滞留薬品があった。いずれも20年
以上経過をしているが、品質的には問題はないとのことである。今後、これらの
長期滞留薬品を使用する可能性はほとんどない。何年かに一度は検査室の全ての
薬品のラベルを調査して保証期間を調べることが必要であろう。そして、他の清
掃工場で使用可能なものは転送することも可能となる。物品の保管においても静
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岡市物品管理規則第28条において「物品の保管責任者は、物品を常に良好な状
態で保管しなければならない」と規定していることから、物品である薬品を可能
な限り滞留在庫を出さないようにすることが求められる。

３.有形固定資産の管理

固定資産とは、事業体が保有する資産のうち、長期間使用又は長期間保有され
る資産をいい、その範囲は、企業会計的には、有形固定資産、無形固定資産及び
投資その他の資産に区分されるが、ここでは有形固定資産に限定して取り扱うも
のとする。
事業活動を行ううえでの手段として有形固定資産を見た場合、事業体の直接部

門設備であることもあれば、間接部門設備であることもあり、また一般管理部門
設備であることもある。しかし、いずれにしても有形固定資産は、その実体が事
業活動手段であり、これを保有、利用することによって、事業体が地方自治体の
場合はサービスを提供することにその存在意義があり、この役割を担った有形固
定資産が、当該事業体において占めるウェイトは、ますます高くなりつつある。
有形固定資産は事業活動を行ううえで不可欠のものであり、また、長期間にわた
って使用に供され、かつ、金額的に巨額に上るのが通常であるため、誤謬や不正
が生じた場合には、その影響が長期的かつ累積的になりやすく、また、長期間経
済効率を低下させ、その流動性を害することとなる。

さらにいったん投資した有形固定資産は、経済的にも技術的にも陳腐化の危険
にさらされることとなる。有形固定資産は長期にわたって使用されるものではあ
るものの、近年の技術開発のめざましい進歩によって長期といいながらも徐々 に
その使用可能期間が短くなってきており、有形固定資産を取得した場合にはその
きめの細かいリスク管理が重要性を増すものと予想される。

有形固定資産は今日の事業活動において、その質的な重要性および金額的な大
きさから非常に重要な役割を果たすものであり、したがって、常日頃から固定資
産管理の重要性を認識したうえでその適切な管理を組織的に行うことは、きわめ
て重要な意義を有する。

（１）固定資産台帳整備の必要性

固定資産の管理は、現品管理と金額管理に大別できる。
現品管理は、常に当該現品の状態に注意を払い、適時に維持補修を行うなど、

固定資産が正常な機能を果たすように心がけるとともに、その所在や在高を明確
にするものである。この現品管理のために固定資産台帳が用いられる。
また、金額管理は固定資産の取得原価を把握し、企業会計的には、減価償却費

または固定資産税の課税額を算出する等、固定資産を金額面から管理することで
あり、これも固定資産台帳を用いて行われる。
このように、固定資産台帳は、固定資産の管理を行うために基礎となるもので

あり、固定資産名、取得年月日、取得価額、設置場所、面積等を記載した台帳の
備置が必要である。
静岡市財産管理規則第46条においても、第1項において、「財産管理者は、そ

の所管に属する公有財産について公有財産台帳を作成し、記録するものとする」
としており、第2項において、「公有財産台帳は、正・副2部作成し、正本は管
財課長が、副本は財産管理者が保管する」とし、さらに第3 項では「公有財産に
異動があったときは、直ちにその内容を公有財産台帳に記載し、管財課長に報告
するものとする」旨を規定している。

「包括外部監査の結果に関する報告書 ４．有形固定資産の管理 （１）概要
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ア．土地の保有状況及びイ．建物の保有状況」で述べたとおり、環境部の各課に
おいて、清水地域に属する各施設の所管する土地及び建物については、場所及び
面積について把握されているのみであり、台帳価額に相当する金額の記載がない。
関係者からの回答によれば元来から金額の記載はなかったとのことである。旧清
水市の財産管理規則においては、土地については近傍類似の時価に準じて算定し
た額、建物及びその他の動産については、建築費又は製造費によって台帳価額を
記載すべき旨の規定があり、また、台帳価額を改定したときは、財産管理者は、
その旨を財政部長に報告するとともに、公有財産台帳に記録しておかなければな
らない、と規定されていた。

固定資産の管理は、現品管理のみならず、金額管理も重要な意義を有するもの
であり、その前提として固定資産台帳に台帳価額が記載されていなければならな
い。台帳価額の記載のない土地及び建物については、現行の静岡市財産管理規則
に基づき適切な価額を把握し、当該価額を台帳に記載すべきである。

また、工作物（機械装置及び構築物）について、公有財産台帳の記載が十分で
なかった。機械装置や構築物も当然に公有財産に属し、その取得価額は数百億円
に達する。特に清掃工場においては、焼却炉等の重要な公有財産が存在し、日々
稼動している。上述したように固定資産台帳は、有形固定資産の所在や在高を明
確にし、その現品管理及び金額管理を確実にするためのものである。これら重要
な役割を果たす工作物について、継続して適切な記載がなされることが望まれる。
固定資産台帳は、固定資産の管理を行うための基礎となるものである。このよ

うな認識を持って、適切な固定資産台帳の整備を行うことが急務であると思われ
る。
なお、関係者らの調査により、平成16 年12 月末日現在で、管財課に保存さ

れていた過去の公有財産台帳に基づいて、清水地域の各施設の所管する大部分の
土地及び建物の台帳価額が把握され、新たに公有財産台帳に記載される運びとな
った。また、工作物についても、廃棄物処理課において新たな公有財産台帳の作
成、整備がなされている。

（２）組織的なたな卸の実施の必要性

有形固定資産管理を行ううえでの重要なポイントとして、定期的に有形固定資
産のたな卸を行うことが挙げられる。有形固定資産のたな卸は、財産管理のため
と、資産の機能性のチェックにあるといえる。
有形固定資産は、長期間にわたって使用に供される資産であることから、時の

経過に伴って当初期待された機能が低下する可能性があり、また現品の稼動等が
あるために、会計記録と実態が乖離する可能性がある。
このような有形固定資産の特殊性にかんがみ、有形固定資産の現品のたな卸を

実施することによって、有形固定資産管理のために重要な以下の3 つのポイント、
（1）現品と帳簿記録との整合性をチェックすること、すなわち有形固定資産の
現品を目で確かめることにより、固定資産台帳に記載されている資産がすべてあ
るかどうか、また現品があるものがすべて固定資産台帳に記載されているかを確
認することができる、（2）当初予定したとおりに稼動しているかどうか、稼動し
ていない資産、すなわち休止資産、老朽化資産、遊休資産の有無を確認する等、
稼働状況のチェックをすることができる、（3）有形固定資産が正常に使用できる
状態に維持管理され、各資産が本来の機能を有効に発揮しているか維持管理状況
のチェックができることとなる。
有形固定資産の現品のたな卸は重要な意義を有するものであり、これが適時適

切に実施されない場合には、固定資産の廃棄処分、陳腐化資産の処理、現物の盗
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難等による消滅などの事実が会計数値に反映されない危険性が生じる。したがっ
て、定期的に現品のたな卸を実施することが望ましいと思われる。

静岡市財産管理規則第19条においても、「財産管理者は、その所属する公有財
産について、随時現況を調査し、公有財産の使用目的の適否、維持及び保存の適
否、現況と台帳及び付属図面との照合等に留意しなければならない」とされてお
り、また、静岡市物品管理規則第35条においても、「財務部管財課長は、毎年1
回以上使用中の物品の状況を検査しなければならない」とされている。
たな卸の実施状況について、各施設において関係者に質問を行ったところ、一

年に一度程度はたな卸を実施しているとの回答を得たが、環境部あるいは各課と
して組織的、統一的に実施されているのではなく、ほぼ各施設の自主的な実施に
ゆだねられており、実施日、実施方法等もまちまちであり、また実施結果、実施
報告が書面にまとめられてあるわけでもない。

「包括外部監査の結果に関する報告書 ４．有形固定資産の管理 （２）結果
ウ．指摘事項」内で述べたような、「（ウ）備品票の貼付不備」、「（エ）簿外資産」、
「（オ）現物が保管場所と一致しないもの」、「（カ）廃棄等何らかの処理が必要な
もの」等、ほとんどの項目は、たな卸の効果的な実施により未然に防ぐことが可
能なものであり、また、後述している遊休固定資産や休止固定資産の存在につい
ても適時に把握することができる。

より効果的な固定資産管理を可能とするため、静岡市財産管理規則に規定され
ているものではないが、全施設に統一的なたな卸計画書やたな卸実施要領の作成、
たな卸管理責任者を置く、また、たな卸実施後に、固定資産台帳と現物との乖離
報告書や遊休資産一覧表、または機能低下、非有効的資産一覧表等を作成、報告
する等、組織的なたな卸の実施を検討されたい。また、毎年重要項目を変えなが
ら3年程度で全ての有形固定資産項目が一巡するように実施する等により、日常
業務への過度の負担も緩和されるのではないかと思われる。

たな卸実施の場合には、次のような点も参考にして、点検項目を明確にしてお
くことが望ましい。

   ① 静岡市財産管理規則、静岡市物品管理規則、静岡市車両管理規程等の確
     認
   ② 財産台帳と現物の突合、台帳の整備状況（記載項目の充足・適否、3年

ごとの評価替えの実施状況など）の確認
   ③ 台帳に登載洩れの財産の有無
   ④ 増減の内容の確認、価額の適否
   ⑤ 境界標の設置、危険箇所の有無等土地の維持管理の適否
   ⑥ 建物及び施設・設備の維持管理、使用状況の適否
   ⑦ 備品への備品票の貼付状況
   ⑧ 登記すべきものの登記の有無

⑨ 財産の防火、防災対策の適否
⑩ 財産の取得、貸付、管理(点検、修理、必要な記録など)及び処分等の事

務手続の適否
   ⑪ 未利用の財産、遊休化している財産の有無

    ⑫ 財産の不法占拠の有無

（３）遊休固定資産・休止固定資産の存在について

遊休固定資産とは、長期にわたり未稼働で、今後も稼動見込みのない固定資産、
及び本来の使用目的から外れ、かつ、現状として有効利用しているとはいえない
固定資産である。
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休止固定資産とは、現在休止中の設備で、将来再利用の見込みが客観的にあり、

かつ、設備としての機能を現に有している固定資産である。
現場での視察及び関係者への質問等により、備品台帳及び建物台帳に記載され

ているものの、現在、事業の用に供されていない遊休固定資産または休止固定資
産が次頁のとおりある。なお、表中の取得価額は、備品類、機械装置については
取得価額、建物については当初建築価額で記載している。



号  外          静 岡 市 報     平成17年3月15日  108

取得年月
場所 資産名 資産の種類

休止年月

取得価額
（千円）

平成7年12月西ヶ谷清掃工場 パソコン 備品
不明

360

昭和60年4月清水清掃工場 廃蛍光管処理破砕
装置     

※1

備品

平成15年4月
1,820

平成1 年5 月清水貝島最終処分場 作業船

※2

備品

平成12年4月 600

昭和45 年12 月静岡衛生センター 曝気ブロワー建屋

※3

建物

平成4 年4 月 1,386

昭和47年1月
静岡衛生センター
南部中継所

エアレーションタ
ンク上屋

※4

建物

平成11 年2 月
16,013

昭和58年3月
〃

補助曝気装置上屋

※4

建物

平成11 年2 月
973

昭和60年4月
〃

貯留槽上屋
      

※4

建物

平成11 年2 月 18,268

昭和47年1月

〃

エアレーションタ
ンク機械設備
      

※4

機械装置

平成11 年2 月
19,552

昭和47年1月

〃

最終沈殿池装置
      

※4

機械装置

平成11 年2 月
3,976

昭和47年1月
〃

滅菌設備
      

※4

機械装置

平成11 年2 月 1,475

昭和50年3月沼上清掃工場 工場棟
      

※5

建物

平成7 年7 月 288,533

昭和50年3月
〃

管理棟
      

※5

建物

平成7 年7 月 47,795

昭和50年3月
〃

危険物倉庫
      

※5

建物

平成7 年7 月
393

昭和55年3月
〃

排風機室
      

※5

建物

平成7 年7 月
883

   ※1 当該廃蛍光管処理破砕装置は重要物品として備品登録されている。重要
物品とは、物品のうち、購入したものについては取得価格が、その他のも
のについては見積価格が100万円以上の物品である(静岡市物品管理規則第
6条)。
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     旧清水市においては、廃蛍光管は一般収集をせず、家電品店が無料で引

き取りまとめて清掃工場へ搬入することにより、分別して処理を行って
いた。しかし、旧静岡市との合併により、廃蛍光管を不燃ごみとして排
出できるようになったため使用用途がなくなり、現在使用を休止中であ
る。

        現時点においては、十分使用に耐えられること、また、ごみの排出は次第
に規制が強化される傾向にあり収集方法については未だ流動的であること
から、廃棄処分の予定は検討されていない。

  ※2 当該作業船も重要物品として備品登録されている。
清水貝島最終処分場は海洋投棄型の処分場であり、平成11年度までは埋

立台船に不燃ごみを載せて埋立作業を行っていた。作業船は、この埋立台船
との連絡用に保有していたが、平成12年度に埋立地ができ、陸地からの直
接埋立が可能となったため、埋立台船の解体処分と同時に作業船についても
使用することがなくなった。
現時点においては、再使用の予定、または廃棄のいずれも決まってはいな

いとのことである。
  ※3 静岡衛生センターにおいては、し尿処理は微生物処理後、処理水を河川放

流し、固形物は埋立処分していた。しかしその後、固形物を焼却処分する方
式へと変更したことにより、し尿の微生物処理をする必要がなくなったため、
現在使用されていない。

         今後ますます下水道への切り替えが進んでいくものと考えられるが、浄化
槽の利用が皆無となることは考えられず、また、処理方式を一系統にまとめ
てしまうと、災害等不測の事態が発生したときの対応ができなくなる恐れが
あるため、当面は廃止解体を考えていないとのことである。

     ※4 静岡衛生センター南部中継所は、昭和47年に旧静岡市南部のし尿処理を
行う南部処理場として建設されたが、近年、公共下水道及び浄化槽の整備に
より汲み取り世帯が減少したことから、平成11年2月より東部処理場（現
在は静岡衛生センター）1場処理とされ、南部処理場は破砕処理と攪拌のみ
を行う中継基地とされた。

        これに伴って、それまで脱水処理及びその管理等を行っていた建物や機械
装置等は不要となり、現在に至っている。

        現在、利用又は取壊しの具体的な計画は出されていない。今後、よりいっ
そう公共下水道の整備が進んでいく中で再利用の可能性は低いと思われる
が、取り壊しには多額の費用を要し、また、南部中継所自体の規模も縮小し
ていくものと考えられるため、下水道整備計画と歩調を合わせ、隣接する下
水処理場との兼ね合いから取り壊し、又は再利用、他用途への利用等につい
て、費用と効果を勘案しながら処遇を決定していく見込みである。

     ※5 これらは、旧沼上清掃工場の施設である。旧沼上清掃工場は昭和50年に
竣工されたが、建物の老朽化及びごみ処理量の増加に伴い平成7年7月の新
沼上清掃工場の竣工により、現在不燃物及び粗大ごみの破砕処理施設が稼動
するのみで、一部倉庫として用いている箇所もあるがほとんどの建物部分が
閉鎖中である。

（４）近隣住民による敷地の無断占有について

西ヶ谷清掃工場の敷地の一角（民有地との境界の近辺）に、隣接する農地での
作業の便を図るためか、近隣住民の資材置場としてコンテナに類するものが２つ
置かれている。
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行政財産を目的外に他者に使用させる場合には、静岡市財産管理規則第25条

において、「法第238条の4第4項の規定による行政財産の目的外使用について、
次に掲げる場合においては、行政財産の用途又は目的を妨げない限度において、
その使用を許可するものとする」として、許可できる場合として5項目が掲げら
れている。
その内の4項目には該当しないが、5項目にある「市長が特に必要があると認

めるとき」に該当すれば、許可できることとなる。
使用を許可する場合には、静岡市財産管理規則第26条において「行政財産の

目的外使用の許可を受けようとする者があるときは、行政財産目的外使用許可申
請書を市長に提出させなければならない」とされ、「これを審査し、適当と認め
たときは、行政財産目的外使用許可書を当該申請者に交付するものとする」と定
められており、このような手続きを行なっておくべきである。
現在、工場拡張のための用地買収計画が進められており、これと絡めて地権者

と十分な話し合いを行い無断占有状況の解消をはかるべきと考える。

（５）備品台帳の記載について

静岡市物品管理規則第31条第1項によれば、「取得価格あるいは見積価格が3
万円以上の備品及び机、いす、更衣ロッカーその他市長が管理上必要があると認
める備品については、備品台帳により整理しなければならない」とされている。
備品台帳への記載について、取得価格が記載されていないものが下記のとおり

ある。このうち、取得年月日の記載も同時に欠けているものもある。

場所 備品名
取得価格記載
欠如件数

うち、取得年月日
記載欠如件数

沼上清掃工場 机、椅子 6 2
〃 書庫 1

西ヶ谷清掃工場 机 4
〃 更衣ロッカー、書庫 3
〃 その他 56

静岡衛生センター 机 3
〃 更衣ロッカー 3

静岡衛生センター
南部中継所

電気送風機 1 1

収集業務課 机 1
〃 書庫 1 1

沼上収集センター 机、椅子 67 61
〃 棚、レターケース 6 5
〃 工具類 2 1

西ヶ谷収集センター 机 7 2
〃 更衣ロッカー 1 1

清水収集センター 机、椅子 7
〃 雑品類 3 1

合計 172 75

取得年月日は記載されているが取得価格の記載が欠けているもののうち、多く
の場合が昭和40年代や50年代に取得されたものであり、数度の機構改革や人事
異動に際して備品登録を変更した結果として取得価格が不明となってしまった
ものと考えられるが、中には平成10年と比較的新しく取得されたものもある。

市では、平成14年度より電算化による備品の管理システムがとられており、
備品管理に関して改善が見られることとなった。
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（６）償却資産の取り扱いについて

同じ静岡地域に属する清掃工場でも、工作物に関して減価償却を行い評価額を
変えている場合もあれば、これを行わず評価額を変えていない場合もある。

公有財産台帳価額評価要領の４においては、「償却資産（構築物、機械装置）
の評価方法は、次のとおりとする」として、「現存償却資産については、評価替
は行わない。また、今後に取得した場合は、取得金額とする」とされている。こ
れは地方自治法、同施行令、同施行規則等に機械類について詳細な定めがないた
め、静岡市としては「価額を改定することが適当でないもの」の範疇に入れたも
のであろう。しかし、この規則の適用が曖昧なようである。そもそも工作物台帳
の様式に償却計算の欄があり、このため償却計算を行うか否かについての誤解が
生じたものと考えられる。台帳様式については統一されたものはないとのことで
あった。また、門や塀といった構築物も台帳に記載されておらず、償却資産（構
築物、機械装置）の取り扱いが正しく理解されていないように思われた。

台帳価額は変えないとしても、減価償却費を算定すること自体は、正確なごみ
処理原価の計算などに際しては必要であると考えられる。また、各種集計も容易
にでき、さらに修繕、更新などの合理的・科学的な計画立案にも有効に活用する
ことが可能となると思われる。

（７）廃棄車両の再使用について

西ヶ谷清掃工場において車両台帳に記載されていない車両3台（ごみ収集車両
2台、小型自動車1台）が場内作業に使用されていた。すでに廃車した車両を場
内作業に活用しているものである。確かに場外の使用に適さない車両を場内で使
用することも合理的かもしれない。しかし、車両登録をはずしたとしても、使用
している以上は市が保有しているものであり、帳簿外とすることは望ましい措置
とはいえないであろう。固定資産の適切な管理のため、さらには使用時の安全意
識喚起のためにも何らかの形で台帳上に反映させるべきと思われる。

この場合、車両としては廃棄手続きがとられており、また、台帳に記載すべき
取得価額の取り扱い等の問題は生じるが、備品として再登録する等の措置を講じ
ること等、一考されたい。

４. 外部委託に関する管理

（１）清水逢坂汚水処理施設について

概要

逢坂最終処分場は芝川町にあり、旧清水市の一般廃棄物最終処分場として
昭和53年に施設の運転を開始した。この最終処分場は昭和62年12月31日
をもって閉鎖した。

旧清水市において、逢坂汚水処理施設からの排水及び関連水域の環境保全
についてA社に委託して汚水処理施設の維持運転管理業務を行っている。ま
た、静岡市と芝川町との協定書において排水基準の遵守を定めており、「静
岡市は法令に定められた排水基準を遵守しなければならないとし、さらに
BOD（生物化学的酸素要求量）10mg／ℓ、COD（化学的酸素要求量）10mg／ℓを
目標とする」と規定している。水質汚濁防止法によれば、BOD は 90mg／ℓ以
下、COD は 60mg／ℓ以下と規定されており、静岡市と芝川町との協定書の排
水浄化の目標値はかなり厳しいものとなっている。
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なお、平成16年10月5日のCODは流入原水で33mg／ℓ、第2脱窒円板出

口で39.4mg／ℓとなっており、またBODは流入原水で9.1mg／ℓ、第2脱窒円
板出口で21.4mg／ℓとなっている。

さらに、逢坂汚水処理施設は、最終処分場としては、すでに廃止されてお
り、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の定める水質検査業務を有していな
いうえ、水質汚濁防止法に定める特定事業場にもあたらないため、同法によ
る規制対象とはならない。しかしながら、静岡市としては法的には水質検査
を行う義務はないが、芝川町との協定書の遵守を地元より強く要望されてい
るという理由で、逢坂汚水処理施設の管理を継続している。

清水逢坂汚水処理施設維持管理業務に関する委託料は年間約11 百万円生
じている。さらに平成15年4月1日に芝川町との協定書においては、平成
20年3月31日まで当該、汚水処理施設の排水及び関連水域の環境保全に努
めなければならないとしている。また、協定書と同日に交わした覚書による
と「静岡市は静岡市清水宍原大内沢地先で行っている産業廃棄物処理業者（A
社）に対して適切な指導を行い、内房地区住民の不安払拭に努める。」とし
ている。
A社との水質検査の委託業務は平成16年度から簡略にして委託料の削減が

図られるようになった。引き続き内房地区の住民の十分な理解が求められる
ような対処が望まれる。

（２）ごみ収集の民間委託費用の削減について

ごみの収集運搬業務については、静岡地域及び清水地域について一部を民
間に委託している。

静岡地域においては、山間部は静岡市一般廃棄物処理事業協同組合に、駅
南、長田地域を中心として財団法人静岡市清掃公社が収集業務を行っている。
清水地域においては、三保などの南部地域を中心として民間業者２社が収集
業務を行っている。
収集体制は、清水地域の民間委託は２人体制で行っているのに対して、静

岡地域は山間地域を除き、3 人体制で行っている。清水地域の「可燃ごみ収
集委託業務実施要領」には収集体制として「収集車両1台につき、2名以上
の乗車をすること」と記載されており、実際すべて2名体制で収集業務を行
っている。一方、静岡地域については、「業務委託仕様書」に「業務に従事
する従業員の名簿を提出すること」と記載されており、実際に当該名簿は3
人体制となっており、積算書には３人体制の積算が行われている。
平成 15 年度における静岡地域（山間地域は除く）と清水地域の民間委託

による収集量と委託費用は以下のとおりである。

項目 静岡地域 清水地域
委託費用（千円） 207,900 108,116
委託地域の収集量（トン） 26,407 23,305
ﾄﾝ当たりの委託費用（円） 7,873 4,639

これによると、トン当たりの収集委託費用について静岡地域は清水地域よ
り高く、静岡地域は清水地域の１．７倍の単価となっている。
静岡地域においてごみの収集委託を3人体制とした理由について「付近の

交通を妨げないよう、また、住民に被害を及ぼさないよう十分配慮するため」
としているが、清水地域の委託収集の地区も交通が激しい地域も担当してお
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り、必ずしも3人体制とすべき積極的な事由には該当しないと思われる。
静岡地域においてごみ収集運搬の委託業務を全て2人体制とした場合の原

価削減額は以下のとおりである。

原価削減額（千円） 算出根拠
40,257 16,200円/人× 248.5日× 10車

静岡地域のごみ収集の民間委託を2人体制とした場合、トン当りの委託収
集費用は6,128円となり、それでも旧清水市よりも割高となっている。静岡
地域が清水地域のトン当たり委託費用で算定した場合の原価削減額は以下
のとおりである。

原価削減額（千円） 算出根拠
85,397 207,900千円－26,407トン× 4,639円

静岡地域の地区のごみの民間収集委託の積算について、特に人件費の積算
について再検討する必要があると思われる。ごみ収集の民間委託の契約にお
いて、「収集は、運転手1人と作業員1人以上とする」という収集方法を明
記できないだろうか。また、清水地域においては、平成 15 年度まで積算の
根拠を示す資料がなかったが、平成 16 年度から作成されることなった。そ
のため、静岡地域と清水地域の人件費の積算単価は統一された。平成 16 年
度は、運転手の1日当たりの積算単価は6.1%減少し、作業員の1日当たりの
積算単価は5.6%減少して原価の節減効果が見られるものとなった。

（３）山間地域のごみ収集委託について

静岡地域の山間地域（梅ヶ島、大河内、玉川・口坂本、清沢、大川及び井
川）には約3,700世帯があり、ごみの収集委託は静岡市一般廃棄物処理協同
組合が行っている。
収集体制は可燃ごみについては、月・火曜日は2人体制で行っており､木・

金曜日は1人体制で行っている。また、不燃・粗大ごみについては、2人体
制で行っている。山間地域は清掃工場にごみの運搬する時間がかなり要する
ため、原則として清掃工場には1日１往復としている。さらに、ごみのステ
ーション間の距離が長く、交通も頻繁ではなく、ごみ収集量も街中と比較し
て少ないため２人体制及び１人体制で行っている。月・火曜日を２人体制で
行っているのは、休日明けでごみの収集量が多いためである。平成 15 年７
月から平成16年3月までの山間地域のごみ収集量及び1車当りの収集量は
以下のとおりである。
                                    

（単位：ｋｇ）
項目 梅ヶ島 大河内 玉川・

口坂本
清沢 大川 井川 計

収集量 130,580 210,130 168,590 137,850 219,590 179,270 1,046,010

1 車当り
収集量

1,674 1,893 2,081 1,744 1,876 2,240 1,915

平成16年3月におけるごみの収集を１人体制と２人体制で行った場合の1
車当りのごみ収集量は、以下のとおりである。
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収集体制 1車当り収集量
1人体制 1車当り650kg
2人体制 1車当り1,196kg
(参考)旧静岡市直営の 3 人体
制

1車当り2,370kg× 3.37回

山間地域のごみ収集について、民間の一般廃棄物処理業者がパッカー車を 1
人体制で行っている現状からして山間地域のごみの収集体制を 1 人体制で実施
可能であるかについて検討をする余地は十分あると思われる。

（４）ごみ収集の民間委託について

概要

静岡市においては、可燃ごみ及び不燃・粗大ごみの収集運搬に関しては、直営
と民間委託で行っている。静岡地域の収集運搬委託については静岡市清掃公社及
び静岡市一般廃棄物処理業協同組合（山間地域の収集）で行っており、清水地域
については民間業者2社に委託をして行っている。

民間委託によりごみの収集を行っている地域は、以下のとおりである。

委  託  地  域
静岡地域 安倍6地区、藁科地域、長田地区及び駅南地区の一部
清水地域 三保、袖師地域他

静岡地域と清水地域の過去２年間の直営及び民間委託の状況は、次頁のとおり
である。

                                （単位：トン）
地域 収集方法 14年度 １５年度

可燃物
直営収集 100,909 96,211
委託収集 20,858 26,258
計 121,767 122,469
不燃物
直営収集 4,293 4,701
委託収集 162 149
計 4,445 4850
直営収集 105,202 100,912
委託収集 21,020 26,407
計 126,222 127,320

静岡地域

委託割合（％） １６．６ ２０．７
清水地域 可燃物
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直営収集 24,485 25,000
委託収集 23,532 23,305
計 48,017 48,305
不燃物
直営収集 7,194 1,768
委託収集 - -
計 7,194 1,768
直営収集 31,679 26,768
委託収集 23,532 23,305
計 55,211 50,073
委託割合（％） ４２．６ ４６．５

ごみ収集の民間委託について、静岡地域と清水地域では委託割合は大きく異な
っており、静岡地域より清水地域のほうが民間委託は進んでいるといえる。本来
市のなすべき仕事を民間に委託するのは、市が直接実施するよりも他の者に委託
し実施させるほうが効率的となるためである。そのため、ごみの収集運搬業務は
将来民間委託が進んでいくものと思われる。他の自治体と比較すると平成14年
度の一般可燃ごみ収集について民間委託割合をみると秋田市は 49.9％、さいた
ま市は 49.9％といずれもごみ収集量の半分程度を民間に収集委託しており、長
野市は 100%を民間に委託している。静岡地域はごみ収集の民間委託割合が低い
が、市としては委託割合を徐々 に高めていくこととしている。平成15年度にお
ける静岡地域のごみ収集費用を直営と委託とを比較すると以下のようになる。

項目 直営 民間委託
収集センター費 1,322,411千円 ―
収集委託料 ― 240,870千円
ごみ収集量 100,912ﾄﾝ 26,407ﾄﾝ
ﾄﾝ当たり収集費用 13,104円 9,121円

但し、収集センター費には減価償却費は含まれていない。

静岡地域においてごみの収集業務の民間委託を50％にするとしたら、平成15
年度において37,253トンをさらに民間に収集委託をすることになる。その場合
の直営と民間委託の原価増減額は以下のとおりとなる。

委託費用増加額 339,784千円 37,253トン× 9,121円
収集ｾﾝﾀー 費減少額 412,567千円 ごみ収集量が36%減少に伴い人件費が同

率減少したものと仮定した。
原価節約額 72,783千円

確かにごみ収集業務を直営で行うよりも民間で委託するほうが効率的であり、
原価節約が期待できる。しかしながら、ごみ収集業務を全て民間に委託してしま
うと地震などの災害時にごみ収集車（パッカー車）を緊急に必要としている地域
に移動させて、ごみ収集運搬活動を行えなくなるというデメリットを有している。
そのためには、静岡地域のごみ収集の民間委託について 50％程度を目標として
委託率を高めることが必要ではないか。そのことにより静岡地域のごみ収集委託
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は山間地を除いて現在、静岡市清掃公社だけで行っているが、それ以外の業者が
民間委託に参入してくる可能性があるであろう。入札や見積もり合わせによって
委託業者間のコスト競争が進めば、結果として委託料の削減効果もさらに期待で
きるであろう。

５.工事請負契約に関する管理

（１）沼上清掃工場灰溶融施設について

概要

平成16年7月9日午前零時45分ごろ、静岡市南沼上の市清掃工場で、ごみの
焼却灰を固形化する灰溶融施設内で事故が発生した。工場では炉を緊急停止して
自然鎮火させた結果、午後1時11分に鎮火した。同施設と、隣接するごみ焼却
施設にいた市の委託職員ら12人にけがはなかった。

事故があった灰溶融施設は二基の「電気プラズマ炉」で焼却灰を1,400度の高
温で溶かした後、水で冷却し、ガラス状の固化物にする。一日約120トンの焼却
灰を処理できる。総事業費は約62億5千6百万円で、市によるとこの種の施設
の導入は静岡県内の市町村で初めてである。今年1月からの試運転の後、4月か
ら本格稼動していた。

焼却灰を埋め立てる同市営最終処分場は2007年には満杯になるとみられてい
たが、この灰溶融施設の稼動で2023年ごろまで延命できる見通しとなった。固
化物は土木資材として再利用される。

静岡市はこの事故の調査を行い、事故の原因と再発防止対策を以下のように示
した。

1 運転状況

・ 試運転期間
  性能試験を含め99日間
・ 本運転期間
  4月から100日間
・ 実稼働日数
  1号炉 61日 2号炉62日
・ 処 理 量（試運転期間を含めた数値）

1号炉 約2,300トン2号炉約2,400トン
・ 立上下げ回数
  1号炉 20回 2号炉20回
・ 傾動回数

1号炉 30回 2号炉29回

2 炉内の調査結果

（１）耐火物の損耗調査

・ 2 号炉の側壁耐火物の損耗は、炉の中心から見た角度で出滓口を中心に左
右30度の間に集中していた。
損耗状況は、出滓口下部で最大 230ｍｍに達しており、この部分での損耗
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が激しい事が判明した。
破孔部分については、メタルが浸透し、プレキャストブロックが溶損、脱
落していた。

・ 炉床耐火物については、側壁耐火物と異なり、全体がほぼ一様に 200ｍｍ
程度損耗していた。

・ 1号炉についても、2号炉同様の損耗が確認され、炉側壁耐火物で220ｍｍ、
炉床耐火物で最大230ｍｍの損耗状況であった。

（２）耐火物の状態

・ プレキャストブロック及び高アルミナ煉瓦の目地にはメタルが浸透（2～5
ｍｍ）しており、最も奥まで浸透したものは、プレキャストブロックや煉
瓦裏面まで達していた。

・ 高アルミナ煉瓦には亀裂が入っており、僅かに浮き上がっていた。
・ 出滓口下部から脱落したと思われる耐火材の塊を数個確認した。

3 構造についての調査結果

・ 日立造船㈱は、Ｋ組合、Ｈ市に続いて本市の施設が3基目である。
・ 炉側壁の構造は3基とも基本的に同じであるが、本市の炉は前2基よりス

ケールアップしたため、炉側壁のプレキャストブロック及び高アルミナ煉
瓦の位置が高くなった。

・ 側壁耐火物温度計の位置は、本来スラグラインを基準として設計すべきで
あったが、プレキャストブロック上端を基準に設計したため、結果として
温度計がスラグラインより高い位置になったため、適正な温度把握ができ
ていなかった。

・ 当該箇所の材質は、Ｋ組合、Ｈ市の炉側壁耐火物のＳＩＣ煉瓦に対し、本
市はプレキャストブロックであった。

4 各部温度の状況

（１）温度上昇経緯

・ 側壁下部耐火物温度は、1月から300度～800度の変動幅で推移。
・ 側壁下部鉄皮温度は、一部を除いて4月の頃から上昇傾向

（80度が、100度～150度に上昇）
・ 炉床耐火物温度は、1月から4月にかけて、700度から800度に上昇、5月

以降はほぼ850度で推移

（２）温度計の位置

・ 炉側壁下部鉄皮温度計の下段4箇所はメタルラインよりも約152ｍｍ低い
位置に設置されていた。

・ 炉側壁下部耐火物温度計の位置は、スラグラインよりも40ｍｍ高い位置の
ガスゾーンに設置されていた。

5 建築物の調査結果
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灰溶融施設の構造は、地下及び1階が鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンク

リート造で、2階から5階までが鉄骨造となっている。
また、事故のあった炉は、1階部分に設置されており、ベルトコンベアの火災
の煙によるススが付着している程度で、建物構造への損傷はなかった。

6 事故原因

本施設は、稼動期間が数ヶ月と短いにもかかわらず耐火物が溶損し、ケーシ
ングの破孔に至ったもので、事故は耐火物の損耗速度が極めて早く、かつ、そ
の損耗状況が的確に把握できていなかったために、発生したものと考えられる。

耐火物の損耗速度が極めて早いことの原因については、
① 炉側壁に使用したプレキャストブロックの位置が不適切であり、その高
さが溶融メタルの可動面に当っていた。
メタルの可動面（炉中心底より+200ｍｍ）付近は、耐火物の溶損条件の一番
厳しい箇所で、本来プレキャストブロックは、設置しないものである。

② 溶融したスラグ・メタルが直接プレキャストブロックに接し、その結果、
プレキャストブロックの溶損が進み、目地へのメタルの浸透により、プレキ
ャストブロック及び高アルミナ煉瓦の溶損・浮き上がりを招き、破孔の直接
の原因になったものと考えられる。

③ 溶融温度が1,500度前後の高い状態で運転されていたことも、損耗速度を
速めた要因の一つとして考えられる。

7 静岡市が公表した対策

（１）再発防止対策

・ 耐火物の溶損防止については、プレキャストブロックから、より耐損耗性
の高いSIC煉瓦に変更し、炉床耐火物が多少損耗しても、容易に露出しな
いように、SIC煉瓦の位置を下げた。

・ SIC 煉瓦の冷却効果を上げるため、バック材を熱伝導性の高い材質に変更
した。

・ 出滓口付近の耐火物の損耗は、冷却不足であると考えられるので、出滓口
下部を冷却構造に変更した。

（２）損耗状況のモニタリング

・ 炉側壁下部耐火物温度計は6箇所から14箇所に変更した。
上段の温度計8箇所は、位置を100ｍｍ下げた。
下段の温度計6箇所は、上段より140ｍｍの位置に設置した。
温度計の挿入深さは全て50ｍｍとした。

・ 炉側壁下部鉄皮温度計の取り付け位置を100ｍｍ上部に変更した。
・ 炉床耐火物温度計11箇所の温度計を変更した。

（３）安全対策

・ 万が一スラグ及びメタルが流出した場合、安全にスラグ冷却水槽に導入で              
きるよう樋を設けた。



号  外          静 岡 市 報     平成17年3月15日  119
・ 下部炉側壁鉄皮付近に監視テレビを5台増設し、安全性を考慮した監視の         

強化を図った。
・ 休炉時には耐火物の溶損状況を確認する。
・ 耐火物温度や水冷部鉄皮温度と耐火物残存厚みとの関係を明確にし、これ

ら温度の変化を巨視的に捉え、異常の兆候を早期に検知できるようなシス
テムを確立した。

・ 異常の発生に対して適切に対応できるよう、危機管理マニュアルの整備を
行なった。

8 復旧工事スケジュール

・清掃、撤去、解体工事       9月末までに終了
・改修工事    10月初旬着手
・改修工事完了    11月末
・試 運 転    12月末日に終了

以上が静岡市が公表した灰溶融炉施設の事故についての報告書である。

灰溶融施設の事故に関しては、工事請負業者責任と今後の危機管理の対策とが
問題となる。

請負人の担保責任は、注文者（静岡市）の権利としてみれば瑕疵修補請求権、
損害賠償請求権、契約解除権の3つに分けることができる。すなわち仕事の目的
物に瑕疵がある場合には、注文者は請負人に対し瑕疵の修補を請求することがで
き（民法第634条第1項）、またその修補に代え、あるいは修補とともに、損害
賠償を請求することができる（民法第634条第2項）。両請求権のいずれを行使
するかは、注文者の自由な選択的行使に委ねられるべきであるから、瑕疵の修補
が可能なときであっても、瑕疵の修補を請求することなく、直ちに修補に代わる
損害の賠償を請求できる。

静岡市契約規則第44条において「請負契約その他の契約を締結した場合にお
いて、契約人から引き渡しを受けた目的物に隠れた瑕疵があるときは、契約人は、
引渡し後1年間担保の責めを負わなければならない」としている。

瑕疵担保について静岡市建設工事執行規則第54条においては「市長は、工事
目的物に瑕疵があるときは、請負人に対して相当な期間を定めてその瑕疵の修補
を請求し、又は修補に代え、若しくは修補とともに損害の賠償を請求することが
できる。瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、引渡しを受けた日から2年以内に行
わなければならない。ただし、その瑕疵が請負人の故意又は重大な過失により生
じた場合には、当該請求を行うことができる期間は10年とする」と規定されて
いる。
さらに、発注仕様書第7節保証期間には以下のとおり記載されている。
「本施設の保証期間は、正式引渡しの日から2年間とする。ただし、本市と受

注者が協議の上、別に定める消耗品についてはこの限りではない。
保証期間中に生じた設計、施工及び材質並びに構造上の欠陥によるすべての破

損及び故障等は、受注者の負担において速やかに補修、改造、又は取替を行わな
ければならない。ただし、本市の誤操作及び天災等の不測の事故に起因する場合
は、この限りではない」

灰溶融炉事故の原因について静岡市が調査した結果、受注者が灰溶融炉に、炉
内耐火材の損耗が早まる設計ミスがあったことを認めている。そのため本市の誤
操作ではないため受注者に瑕疵担保責任が全面的に課せられることとなる。灰溶
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融施設の休止による損害額を含めて現在静岡市は顧問弁護士と連携して受注者
への瑕疵担保責任の履行を請求し約6,930万円で示談した。

今回の灰溶融炉施設の事故を教訓として、静岡市は異常の発生に対し適切に対
応できるように危機管理マニュアルの整備を行なった。事故時の消防への通報の
遅れに対する反省も踏まえ危機管理マニュアルを見直した。

また、運転管理マニュアルも整備し、灰溶融施設における溶融炉及び付帯設備
の運転に際し、運転異常時の処理を規定し、また地震、火災等の災害が発生した、
若しくは発生する恐れがある場合（緊急事態）の対応について定めた。

緊急事態への対応については、以下の項目に区分して規定してある。
（１）危機管理マニュアル
（２）運転管理マニュアル
（３）保守点検マニュアル

予防処置は、日々 の点検や報告等が主なものであり、それらが確実に行われる
ことが必要である。
また、異常時の処理に関しても消防訓練、地震訓練などの際に運転異常が発生

したとするシミュレーションに基づきマニュアルどおりの運用がなされている
か確かめ、その場合新たにマニュアルに加える必要があると思われたものがあれ
ばマニュアルに追加しておく必要があろう。

清掃工場は火を取り扱う危険な場所であり、全ての工場においてマニュアルの
有効な運用が求められるとともに、マニュアルが有効に運用されているかどうか
の点検を定期的に行うことが望まれる。

６. 補助金等及び奨励金に関する管理

（１） 集団資源回収事業奨励金の交付水準の違いについて

集団資源回収事業奨励金は、「包括外部監査の結果に関する報告書 １２．補
助金等及び奨励金に関する管理 （１）概要」で述べたとおり、静岡地域と清水
地域で奨励金の額の内訳が異なっている。これはびん・缶類を集団回収する際に、
清水地域のほうがより細かい分別が求められているため、分別に要する静岡地域
と清水地域での市民の労力の違いを勘案して、静岡地域と清水地域で奨励金の額
の内訳を同じにはせず、平成14年度の要綱にあった旧静岡市と旧清水市の奨励
金の額の内訳を引き続き採用したものである。

静岡地域ではこの分別を民間に委託しているため、びん･缶類の最終的な処理
は静岡地域と清水地域で同じであるが、ごみの減量化やリサイクルの促進につい
ての市民啓発を考えると、出来るだけ市民が分別する清水地域の方式が望ましい
といえる。

また経費面での比較を行うと、奨励金の額は清水地域が静岡地域より約
10,000千円高くなっており（平成15年度）、分別の細かさの違いが奨励金の額
に反映されていることがわかる。一方で、清水地域で市民が行っている分別を静
岡地域では民間に委託しているため、静岡地域では委託経費が清水地域よりも高
くなっており、びん・缶収集運搬量1t当たりの原価（再商品化処理原価）を比
較すると、下記のとおり静岡地域よりも清水地域のほうが低いことがわかる。

                            （単位：千円）
静岡地域 清水地域

委託経費等（Ａ） 219,823 98,071
収集運搬業務委託経費 211,868 79,050
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再商品化経費      － 1,047
奨励金 7,954 17,974

売却収入等（Ｂ） － 7,436
びん売却益      － 863
アルミ缶売却益      － 6,573

差引（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 219,823 90,635
びん・缶収集運搬量（Ｄ） 5,877t 3,839t
再商品化処理原価（Ｃ／Ｄ） 37,401 円/t 23,611 円/t

※1 静岡地域では収集運搬業務委託経費に再商品化経費が含まれている。
※2 静岡地域では委託経費算出の際に売却収入を精算しているため、売却

収入等に計上されたものはない。なお、精算された売却収入は43,407
千円である。

そのため清水地域のほうが効率的にびん・缶類の収集運搬を行っているといえ、
清水地域のほうが静岡地域よりも経費削減が図られていることがわかる。

したがって清水地域の方式が一定の効果をあげていることがわかる。
静岡地域でも、びん･缶類の分別を民間に委託する方式から市民に求める方式

に変更する場合、静岡地域の集積所が清水地域のような分別を想定していないた
め、分別のための十分なスペースが確保されていないなど、いくつか検討すべき
事項があると考える。しかしリサイクルに対する市民の意識の向上や経費削減が
見込めることを考えると、将来的に清水地域の制度に統一することを検討する必
要があると考える。

（２）集団資源回収事業奨励金の額の内訳について

集団資源回収事業奨励金における制度の違いは、上記で述べたとおりであるが、
奨励金の内訳を見ると、清水地域の奨励金は、静岡地域が従量部分だけで構成され
ているのに対し、従量部分と定額部分（基本割額及び世帯割額）から構成されてい
ることがわかる（「包括外部監査の結果に関する報告書 １２．補助金等及び奨励金
に関する管理 （１）概要」参照）。そして清水地域における奨励金の内訳を見ると、
奨励金合計金額に占める基本額及び世帯割額の割合は、約7 割と非常に高いことが
わかる（下記参照）。

                             （単位：千円）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

基本額・世帯割額 12,460 12,456 12,504 12,483 12,520
従量部分 4,545 4,136 3,680 3,481 5,453
合計 17,006 16,592 16,184 15,964 17,974
基本額・世帯割額の
占める割合

73.3% 75.1% 77.3% 78.2% 69.7%
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また、静岡地域と清水地域（従量部分のみ）で回収1kg当たりの交付金額を比
較すると以下のとおりである。平成11年度から平成14年度は静岡地域と清水地
域で交付水準が異なるため、交付水準が同じである平成15年度で比較すると回
収1kg当たりの交付金額には静岡地域と清水地域で大差がないことがわかる。す
なわち回収の実績に応じて交付される奨励金だけで見ると、交付水準は静岡地域
と清水地域であまり変わらない。

                            （単位：円／kg）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域 1.44 1.51 1.36 1.36 1.35
清水地域（従量部分
のみ）

1.04 0.97 0.86 0.82 1.42

静岡地域と清水地域の交付水準の違いが、分別に要する市民の労力の違いを勘
案した結果であるとするならば、基本割額及び世帯割額等の定額部分を除いた回
収1kg当たりの交付金額に交付水準の違いを反映させるべきであると考える。

そもそも奨励金を交付する趣旨が「廃棄物の有効利用を促進し、その減量化を
奨励する」（静岡市集団資源回収事業奨励金交付要綱第1条）ことであることを
考えれば、奨励金は回収実績に応じて交付されるべきものであると言え、それに
より最も資源回収が促進されることになる。

したがって、清水地域に適用されている集団資源回収事業奨励金は、基本的に
回収量に応じて交付金額が決定される仕組みとすべきであり、定額部分は設ける
としても最小限に留めるべきであると考える。

７. 補助金等及び奨励金に関する管理（し尿処理事業）

（１）均等割交付金について

「包括外部監査の結果に関する報告書 １３．補助金等及び奨励金に関する管
理（し尿処理事業） （１）概要」でも述べたとおり、し尿くみ取料交付金には
要綱に定められている交付金のほかに均等割が存在し、輸送補助金見合いとして
1業者につき年間800千円を交付している。

これは（財）静岡市清掃公社が静岡市の出資を受ける一方で、他の民間の業者
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については静岡市からの援助がなかったことから、市の支援面での（財）静岡市
清掃公社との不均衡を是正する趣旨で、昭和46年のし尿くみ取り料金改定の際
に設けられたものである。

平成15年度のし尿くみ取料交付金の内訳は以下のとおりであり、従量部分の
金額が小さい業者にとっては均等割の存在が非常に重要となっていることがわ
かる。

                        （単位：千円）
従量部分 均等割 合計

（財）静岡市清掃公社 17,461 － 17,461
Ａ社 15,897 800 16,697
Ｂ社 10,062 800 10,862
Ｃ社 7,752 800 8,552
Ｄ社 2,173 800 2,973
Ｅ社 1,194 800 1,994
Ｆ社 295 800 1,095

合  計 54,836 4,800 59,636

現時点で均等割は、し尿くみ取料交付金交付要綱の対象外となっており、交付
根拠や交付金額の根拠については明確に文書化されていない。そのため担当者の
引継ぎにより交付金の交付が継続されているのが現状である。そして交付金の交
付申請や交付決定通知は均等割以外のし尿くみ取料交付金と同様に手続が行わ
れている。

し尿くみ取料交付金の均等割については、以下の事項について検討する必要が
あると考える。

① 均等割に係る支給根拠等の明確化

上記のとおり、均等割については交付根拠及び交付金額がどこにも定められて
いない。「静岡市補助金等交付規則」では、交付金ごとに要綱を作成することを
義務付けてはいないものの、清掃事業に係る他の補助金等では全て要綱を作成し
ており、また交付金を交付する趣旨から考えても、交付根拠及び交付金額の根拠
については明確にする必要があると考える。そのため均等割分について、そもそ
も支給が必要であるかを明確にし、必要であるとすればその根拠を明らかにする
とともに要綱で定める必要がある。

② 均等割以外のし尿くみ取料交付金との違いの明確化

し尿くみ取料交付金は「包括外部監査の結果に関する報告書 １３．補助金等及
び奨励金に関する管理（し尿処理事業） （１）概要」で述べたとおり、市民の支
払うし尿くみ取り料に対する助成であり、便宜的にし尿くみ取り業者に対して交付
しているものである。一方で、均等割は輸送補助金見合いとしてし尿くみ取り業者
へ交付されているものであり、し尿くみ取り業者への助成であるといえる。そのた
め均等割と均等割以外のし尿くみ取料交付金とでは、交付される趣旨が異なる。

一方で、均等割は均等割以外のし尿くみ取料交付金とともに「し尿くみ取料交付
金」として扱われており、交付金の交付申請や決定通知などの手続は一緒に行われ
ているのが現状である。

そのため「し尿くみ取料」交付金という名称から考えても、均等割以外をし尿く
み取料交付金と考えるべきであり、均等割はし尿くみ取り料に対して交付されるも
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のではないことから、し尿くみ取料交付金とは別の補助金等として位置付けるべき
であると考える。

均等割以外のし尿くみ取料交付金と均等割は、いずれもし尿くみ取り料の料金
の安定を目的としたものであるため、広い意味では趣旨は同じであると考えるこ
ともできる。しかし、このように広く解釈して同じ要綱の中で定めることは、ひ
いては補助金等の支給趣旨の曖昧化、それに伴う過度な支給を招くことにもなり
かねないため、別の補助金等として位置付けるべきであると考える。

具体的には、上記①で述べたように交付根拠及び交付金額の根拠を明確にする
際に、し尿くみ取料交付金としてではなく、別の補助金等として要綱を定める必
要があると考える。

③ 交付金単価の定期的な見直し

均等割以外のし尿くみ取料交付金については、3年に1度行う実態調査の結果
に基づき、清掃対策審議会において交付金単価の見直しを行っており、直近では
平成14年度の清掃対策審議会で交付金単価の見直しが行われている。

一方、均等割交付金の単価は昭和46年の設定当初に1業者につき500千円と
定められた後、平成2年のし尿くみ取り料金改定の際に清掃対策審議会において
500千円から800千円への値上げが審議決定され、その後は改定されておらず、
平成14年度の清掃対策審議会では均等割交付金の単価見直しについて据え置き
となっている。

交付単価については均等割以外のし尿くみ取料交付金と同様に、均等割につい
ても定期的に見直す必要がある。

（２）し尿くみ取料交付金の制度の違いについて

「包括外部監査の結果に関する報告書 １３．補助金等及び奨励金に関する管
理（し尿処理事業） （１）概要」で述べたとおり、し尿くみ取料交付金は静岡
地域のみで交付されているものであり、清水地域では平成13年度の合理化計画
に基づき補償金を支払うことにより、し尿業者に対する援助を行っている。
そもそも静岡地域と清水地域では、し尿処理手数料の単価が異なっているため、

し尿処理手数料も含めて静岡市で制度を統一することが望ましいと考える。

８．し尿くみ取り料金水準について

静岡地域と清水地域は、それぞれ違う考え方で料金水準モデルを設定している
ため、住んでいる地域により市民負担額に相違が生じている。両地域における市
民負担額の相違の概要は、以下のとおりである。

区 分 静岡地域 清水地域 差 額
定額制料金
1人のケース 550円 650円 △100円
2人のケース 1,100円 1,100円 0円
3人のケース 1,650円 1,550円 100円
従量制料金
(18㍑につき) 240円 180円 60円

（注）1.上記金額は、消費税等込みの料金である。
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2.清水地域の定額制料金には、世帯割料金200円が含まれている。

上記の比較表をみると、料金水準が定額制料金の場合、人数が1人のケースで
は清水地域の方が100円高く、2人のケースでは両地域の水準は等しくなり、3
人のケースでは静岡地域の方が 100 円高くなっていることがわかる。人数が 3
人以上のケースでは、1人増加するごとに静岡地域と清水地域の負担額の差額が
100円づつ開いていくことになる。また、従量制料金では静岡地域の方が60円
高くなっており、市民負担に違いが生じていることがわかる。

このような市民負担の違いが生じる要因は、し尿収集運搬許可事業者における
両地域の試算している原価計算結果の違いからきているといえる。そこで、静岡
地域と清水地域においてそれぞれ実施した原価計算の結果を示すと以下のとお
りになっている。

区 分 実施対象年度 1ゲージ(18㍑)当たり原価
静岡地域 平成15年度 325.61円
清水地域 平成元年度 183.24円

（注）原価には利益率10%を織り込んで計算している。

上記のように原価計算結果に違いが生じているのは、両地域の採用している原
価計算モデルの違いにあるといえる。静岡地域の採用している原価計算モデルは、
財団法人静岡市清掃公社の決算書をもとに原価計算を行っているのに対して、清
水地域の採用している原価計算モデルは、昭和57年度静岡県浄化槽協会で作成
したものを基本にして、清水地域の実態を反映させた平均的会社をモデルにして
必要量を求め原価計算を行っているためである。

静岡地域の計算している原価が高い理由として、やはり財団法人静岡市清掃公
社の職員の給与は静岡市職員の給与に関する条例に定める行政職給料表を準用
しているため（財団法人静岡市清掃公社職員給与規程第3条）、民間会社をモデ
ルにしている清水地域よりも人件費が高いことがあげられる。

いずれにしろ同じ静岡市民でありながら、負担している料金が相違しているの
は公平性の観点から問題があるといえ、料金水準の統一化が必要である。

９. 人件費に関する管理

（１）特殊勤務手当の支給水準について

「包括外部監査の結果に関する報告書 １１．人件費に関する管理 （1）概
要 ウ．人件費の内訳」にあるとおり、静岡地域と清水地域では特殊勤務手当の
支給水準が異なっており、その支給水準の違いをまとめると以下のとおりである。

支給要件 静岡地域 清水地域
収集センターに勤務する者 月額5,600円 月額8,000円

（指導監督に従事する
ものは 2,000 円加算す
る。）

清掃作業に従事したとき 日額550円 日額1,050円
清掃工場及び最終処分場に
勤務する者

月額5,600円 月額8,000円
（指導監督に従事する
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ものは 2,000 円を、夜
間勤務するときは
3,500 円をそれぞれ加
算する。）

清掃作業に従事したとき 日額550円 日額1,050円
（交代勤務するときは
720円とし、夜間勤務を
するときは 780 円を加
算する。）

上記より、清水地域は静岡地域と比較して月額特殊勤務手当が2,400円、日額
特殊勤務手当が500円高くなっており、また指導監督に従事するものに対する月
額特殊勤務手当の加算が清水地域にだけあることがわかる。

なお、静岡地域の清掃工場（西ヶ谷清掃工場及び新沼上清掃工場）では機械運
転を民間委託しており、交代勤務あるいは夜間勤務をする市の職員はいない。そ
のため、清水地域の職員に支給される夜間勤務するときの月額特殊勤務手当の加
算、交代勤務及び夜間勤務するときの日額特殊勤務手当の加算は静岡地域との支
給水準の違いを示すものではない。

上記の支給水準の違いが生じた理由として、平成15年4月1日の旧静岡市と
旧清水市の合併を最優先とした結果として、平成15年4月1日時点では特殊勤
務手当の支給水準統一までには至らなかったことがあげられる。

平成16年度においては特殊勤務手当の内訳を次頁のように改定しており、支
給水準の統一が図られていることがわかる。
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種 類 支 給 要 件 及 び 金 額 金 額

（１）ごみ、汚泥及びし尿等の清掃作業に従事
したとき。

① 収集センター、清掃工場、最終処分場
に勤務する者

   （清水清掃工場に勤務する者が夜間勤
務するときは3,500円を加算する。）

月額 5,600円

    清掃作業に従事したとき
（清水清掃工場に勤務する者が交
代勤務するときは日額550円とし、
そのものが夜間勤務するときは勤
務1回につき780円を加算し、清掃
作業に従事するものが困難なごみ
の収集作業に従事するときは250円
以内の額で市長が別に定める額を
加算する。）

日額 550円

  ② 清掃工場に勤務する者が炉内の清掃
に従事したとき

1回 2,000円

  ③ 衛生センターに勤務する者  月額 5,600円
清掃作業に従事したとき  

（２）清掃管理業務に従事したとき

日額 500円

① 収集センター、清掃工場、衛生センタ
ー及び最終処分場に勤務する者  

月額 5,000円

（３）犬猫の死体の清掃作業に従事したとき  1回 300円

清掃作業
に従事す
る職員の
特殊勤務
手当

（４）浄化槽の検査及び不法投棄物処理に従事
したとき  

日額 150円

（２）月額特殊勤務手当と日額特殊勤務手当の整理について

前述のとおり、特殊勤務手当は月額特殊勤務手当と日額特殊勤務手当の2つに
分かれており、月額特殊勤務手当は特定の部課における業務の特殊性、専門性に
対して、日額特殊勤務手当は従事した作業の実績に対して支給されるものである。

これは月額特殊勤務手当と日額特殊勤務手当、それぞれの特殊勤務手当が支給
される趣旨を考えると、月額特殊勤務手当が支給されるのは、静岡市職員に適用
される給料表が行政職給料表の1つしかなく（医療職を除く。）、異なる給料表を
用いることにより勤務内容に応じた給料格差をつけることが出来ないためであ
る。それゆえ、月額特殊勤務手当は特定の部課における業務の特殊性、専門性に
対して支給されるものであると言える。

また、日額特殊勤務手当が支給されるのは、従事する作業が他の作業と比較し
て危険や不快を伴い、負荷のかかるものであるため、その負荷を考慮したもので
ある。そのため、日額特殊勤務手当は従事した作業の実績に対して支給されるも
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のであると言える。

ここで日額特殊勤務手当の内容を吟味すると、日常的・恒常的に従事する作業
であるか否かにより、日額特殊勤務手当を下記のように分類することが出来る。

分 類 支 給 要 件 金 額
月額とみな
す額の有無

日常的・
恒常的に
従事する
作業

清掃作業に従事したとき
（夜間勤務や交代勤務による加

算部分は省略）

日額 500円～
1,050円

有

炉内の清掃に従事したとき 1回 2,000円 無

犬猫の死体の清掃作業に従事し
たとき

1回 300円 無

日常的・
恒常的に
は従事し
ない作業

浄化槽の検査、不法投棄物処理業
務に従事したとき

日額 150円 無

前述した月額特殊勤務手当及び日額特殊勤務手当の支給趣旨から考えると、日
常的・恒常的に従事する作業に係る日額特殊勤務手当（以下、「日常的日額特殊
勤務手当」）は月額特殊勤務手当としての性格が強いと言うことが出来る。時間
外勤務手当等の算定においても、日常的日額特殊勤務手当については基本給の性
格があるとして、上表のとおり「月額とみなす額」が定められており、これを給
与基礎額に加算している。月額特殊勤務手当も基本給の性格があるとして給与基
礎額に加算されることから、時間外勤務手当等を算定する際には、日常的日額特
殊勤務手当は月額特殊勤務手当と同じ取扱いがされていることになる。

このように日常的日額特殊勤務手当は、他の日額特殊勤務手当と月額特殊勤務
手当の中間に位置付けられており、日々 の実績に応じて支給されるという点では
日額特殊勤務手当として取り扱われ、時間外勤務手当等の算定の際に給与基礎額
に加算されるという点では月額特殊勤務手当相当として取り扱われている。

日額特殊勤務手当と月額特殊勤務手当は、それぞれの趣旨から、場面によって
取扱いの異なるものではないので、日額特殊勤務手当と月額特殊勤務手当の一本
化を検討するなど、支給形態について整理する必要があると考える。

（３）特殊勤務手当の制度運用について

前述のとおり、「勤務1時間当たりの給与額」の算出に当たっては、日額特殊
勤務手当は月額換算したうえで給与基礎額に加算しており、月額換算額はそれぞ
れの日額特殊勤務手当ごとに定められている。

『支給されている日額特殊勤務手当の種類』と『「勤務1時間当たりの給与額」
の算出に当たり月額換算されている特殊勤務手当の種類』の整合性を検討したと
ころ、清水環境事務所廃棄物処理課の職員のうち6名に対しては「清掃業務に従
事したとき」（「包括外部監査の結果に関する報告書 １１．人件費に関する管理
（１）概要 ウ 人件費の内訳」参照。）に当たる日額特殊勤務手当を支給して
いるが、月額換算の際には「交代者勤務」（「包括外部監査の結果に関する報告書
１１．人件費に関する管理 （２）結果 ウ．指摘事項 ａ．日額特殊勤務手当
の月額換算の誤りについて」参照。）に当たる日額特殊勤務手当を用いて計算を
行っており、両者が整合していないケースがあることがわかった。
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日額特殊勤務手当の種類と日額特殊勤務手当の月額換算額の種類で不整合が

生じた経緯は以下のとおりである。
清水清掃工場では整備班、交代班、大型班の3班に分かれており、整備班はご

みの焼却処理を、交代班は工場の機械運転を、大型班は破砕機でのごみ処理を主
に担当している。交代班では日勤（午前8時から午後4時45分まで）と夜勤（午
後3時15分から翌日の午前8時15分まで）の交代勤務により機械運転を行って
おり、日額特殊勤務手当の支給対象は「交代勤務するとき」と「夜間勤務すると
き」が交代班、「清掃作業に従事したとき」が整備班と大型班というように、所
属する班により日額特殊勤務手当の種類が定められている。
これをまとめると下記のとおりである。

区 分 支給要件 支給額 月額とみなす額

交代班
交代勤務するとき
夜間勤務するとき

日額
日額

720円
780円

15,120円
6,240円

整備班
大型班

清掃作業に従事したとき 日額 1,050円 22,050円

また、通常の2炉運転だけではごみ処理に限界があるため、定期的に3炉運転
を行っており、交代班の職員だけでは人員配置に限界があることから、整備班の
職員9名のうち6名については交代勤務も行っている。

そして「清掃作業に従事したとき」と「交代勤務するとき」のいずれの日額特
殊勤務手当を支給するかは、職員がどの班に属しているかにより決定しているた
め、整備班の職員が交代勤務を行った場合には「交代勤務するとき」ではなく、
「清掃作業に従事したとき」の日額特殊勤務手当（夜勤の場合には「夜間勤務す
るとき」も加算）が支給される。

一方、上記の職員6名に時間外勤務手当等が発生するケースとしては、整備班
の業務によることは稀であり、交代勤務によることが大半である。そのため、上
記の職員 6 名の時間外勤務手当等算定の際に用いる日額特殊勤務手当の月額換
算額には、日額特殊勤務手当との整合性を考えて「清掃作業に従事するとき」を
用いるのではなく、その実態を捉えて「交代勤務するとき」を採用したものであ
る。

上記の事象に関連して、以下の事項について検討する必要があると考える。

① 日額特殊勤務手当の支給要件について

上記のように日額特殊勤務手当の種類は所属する班により決定されるため、整
備班の職員が交代勤務を行った場合には「交代勤務するとき」ではなく、「清掃
作業に従事したとき」の日額特殊勤務手当が支給されている。

しかし、前述したとおり、日額特殊勤務手当は勤務の実績に対して支給される
ものであるから、所属する班ではなく、勤務の内容で判断されるべきものである。
そのため日額特殊勤務手当の支給要件については、勤務内容に基づいて決定する
ようにするべきである。

② 日額特殊勤務手当の種類と日額特殊勤務手当の月額換算額の種類の不整
合について

不整合に至った経緯については前述のとおりであり、日額特殊勤務手当の種類
については、所属する班に応じて画一的に種類を決定する一方で、日額特殊勤務
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手当の月額換算額の種類については、画一的に種類を決定せず実態を重視したた
め、整合性が保てなくなったといえる。

いずれにしても日額特殊勤務手当の月額換算額は日額特殊勤務手当ごとに定
められており、それぞれの日額特殊勤務手当に対応した月額換算額を用いるべき
であると考えられるため、上記の不整合については解消する必要がある。

③ 「清掃作業に従事したとき」の定義について

現状、「清掃作業に従事したとき」に該当する具体的な勤務内容については、
規則等で定められていない。一般的に「清掃作業に従事したとき」に該当する作
業を考えると、危険や不快を伴い負荷のかかる勤務に対して支給されるという日
額特殊勤務手当の趣旨から考えて、ごみを直接扱う作業が該当するものと考えら
れる。実際、整備班及び大型班の職員は勤務日に必ずごみを直接扱う作業を行っ
ており、事務作業だけを行っている日はないとのことであるため、勤務日数分の
日額特殊勤務手当を支給している。したがって現状では、日額特殊勤務手当の支
給対象と班はリンクしていると考えることができ、不当な特殊勤務手当の支給は
されていないと考える。

逆に今後、整備班又は大型班の職員がごみを直接扱う作業を行わないケースが
生じても、ごみを直接扱った場合と同じように「清掃作業に従事したとき」の日
額特殊勤務手当が支給されてしまうことも想定される。

そのため、「清掃作業に従事したとき」の内容を明確にするとともに、日額特
殊勤務手当が所属する班に対してではなく、実績に対して支給されることを、改
めて確認する必要がある。

④ 規則の記載内容と運用上の取扱いについて

特殊勤務手当の金額は「静岡市職員の特殊勤務手当に関する規則」の別表で定
められているが（「包括外部監査の結果に関する報告書 １１．人件費に関する
管理 （1）概要」参照）、清水清掃工場の日額特殊勤務手当にあたる部分を改め
て抜粋すると（下記参照）、「清掃作業に従事したとき」の加算部分として「交代
勤務するとき」と「夜間勤務するとき」の特殊勤務手当があるように読むことが
出来る。

（静岡市職員の特殊勤務手当に関する規則より抜粋）

種 類 支 給 要 件 金 額

清掃作業に従
事する職員の
特殊勤務手当

清掃作業に従事したとき
（交代勤務するときは 720 円とし、夜
間勤務をするときは780円を加算する）

日額 1,050円

しかし、実際の運用上は①で述べたとおり、加算部分として扱っているのは「夜
間勤務するとき」だけであり、「交代勤務するとき」は「清掃作業に従事したと
き」と並列した扱いとなっている。

これを上記規則と同じ様式であらわすと次のとおりである。
（実際の運用上の取扱い）

種 類 支 給 要 件 金 額

① 清掃作業に従事したとき 日額 1,050円
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① 清掃作業に従事したとき 日額 1,050円清掃作業に従

事する職員の
特殊勤務手当

② 交代勤務するとき
（夜間勤務をするときは780円を加算す
る）

日額 720円

それぞれの班が従事している業務を考えると、運用上の解釈が適切な取扱いで
あると考えられるが、規則と運用上の取扱いに不整合が生じていることから、規
則の整備を行うとともに、①～③とあわせて手当支給の要件について整理する必
要があると考える。
なお、平成16年度においては「特殊勤務手当の支給水準について」でも述べ

たとおり、特殊勤務手当の改定が行われており、「清掃作業に従事したとき」と
「交代勤務するとき」で日額特殊勤務手当の単価に差がなくなっている。そのた
め日額特殊勤務手当の種類と日額特殊勤務手当の月額換算額の種類との不整合
については支給額の面では解消されている。
また日額特殊勤務手当の支給要件に関しても、平成16年度からは所属する班

に応じて支給するのではなく、特殊勤務実績簿に勤務内容を記載し、その勤務内
容に応じた日額特殊勤務手当を支給するよう改善されている。

（４）期末手当及び勤勉手当の基礎額算定について

期末手当及び勤勉手当（以下、「期末手当等」）は給料、扶養手当及びこれらに
対する調整手当の合計額を基礎額とし、これに一定率を乗じて手当の支給額を算
出している。また次に掲げる職員については左記の支給額の他に、基礎額に市規
則で定める一定の割合を乗じた額を加算するとされている（静岡市職員の給与に
関する条例第28条第5項、第31条第3項）。

（１）行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が4級以上であるもの
（２）医療職給料表（１）の適用を受ける職員
（３）医療職給料表（２）の適用を受ける職員でその職務の級が4級であるもの
（４）医療職給料表（３）の適用を受ける職員でその職務の級が4級以上である

もの
（５）職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮して前各号に掲げるものに相当す

る職員として市規則で定めるもの

これを受け「静岡市職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則」で、以下のよ
うに各職員の区分に応じた加算額割合を定めており、職員の区分は基本的に行政
職給料表の区分に対応したものとなっている。

区  分 行政職給料表 加算額割合
8級及び7級の職務にある者 100分の20
6級の職務にある者 100分の15
5級の職務にある者 100分の10

職の職制上の段階
等による職員の区
分

4級の職務にある者及び3級の職務にあ
る者のうち満30歳に達する日以後の最
初の4月1日以後のそれぞれの基準日に
おいて、勤続年数7年を経過した者

100分の5

前項の表のうち唯一、行政職給料表の区分と対応していない点として、「3 級
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の職務にある者のうち満30歳に達する日以後の最初の4月1日以後のそれぞれ
の基準日において、勤続年数7年を経過した者」が4級の職務にある者と同じ区
分となっていることがあげられる。

上記の条件は、一般行政職員が4級に昇格可能な年次であるため、4級に昇格
した一般行政職員はもちろん、4級に昇格することのできなかった一般行政職員
も、4級相当とみなされ手当が加算される。そのため、4級に昇格した一般行政
職員と昇格しなかった一般行政職員とで期末手当等の支給水準は変わらないこ
とになる。

また、技能労務職員の場合も一般行政職員と同様の取扱いとなっている。技能
労務職員は一般行政職員と異なり、4級以上の昇格試験が実施されないことから、
これにより一般行政職員との支給水準の格差の解消が図られている。

期末手当等の加算を設けた趣旨としては、職務の複雑、困難及び責任の度等に
応じた評価をすることにあり、行政職給料表が適用される3級以下の職員が支給
額の加算を認められるのも、「職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮して前各
号に掲げるものに相当する職員」（静岡市職員の給与に関する条例第 28 条第 5
項）に限定されている。したがって、年齢及び勤続年数のみの基準をもって、こ
れに該当するとするのは適切な運用とは言い難いため、今後検討を要するものと
考える。

なお、平成15年度において清掃事業に携わる3級職員は233名おり、期末手
当等の加算の有無についての内訳は下記のとおりである。

                              （単位：人）
一般行政職員 技能労務職員 合  計

期末手当等の加算がある 7 220 227
期末手当等の加算がない 2 4 6

合  計 9 224 233

（５）清掃業務の外部委託化について

静岡市における施設ごとの 1 人当たり月平均人件費を民間企業と比較すると
下記のとおりであり、1人当たりの人件費が民間企業のおよそ1.5倍となってい
ることがわかる。

                              （単位：千円）

区   分 職員数
給与

支給総額

1人当たり
月平均支
給額

西ヶ谷収集センター 81人 617,690 635.4収集
業務課 沼上収集センター 88人 678,200 642.2

西ヶ谷清掃工場 16人 149,377 778.0
新沼上清掃工場 19人 180,353 791.0
静岡衛生センター 13人 119,258 764.4

静岡
環境
事務所 廃棄物

処理課

最終処分場 3人 30,225 839.6
収集
業務課

収集担当 52人 403,831 647.1

清水清掃工場 38人 323,509 709.4

清水
環境
事務所 廃棄物

処理課 清水衛生センター 4人 33,694 701.9
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合    計 314人 2,536,142 673.0

一般廃棄物処理業平均 437.3

※１ 支給総額は平成15 年5 月及び平成15 年6 月の給与支給明細書に基づい
て試算している。

※２ 非常勤嘱託員（西ヶ谷収集センター2 名、沼上収集センター2 名、西ヶ谷
清掃工場2 名、沼上清掃工場5 名、静岡衛生センター2 名、最終処分場1 名、
収集担当3 名、清水清掃工場3 名、清水衛生センター2 名）は上記から除い
ている。

※３ 一般廃棄物処理業平均は「中小企業の経営指標 平成15 年度調査（平成
16 年発行）」（中小企業庁編）の一般廃棄物処理業（対象業種の主要範囲 ご
み、し尿、浄化槽汚泥等一般廃棄物の収集、運搬、処理、処分）の従業員 1
人当たり月平均人件費から引用。

市職員が行っている業務の中には、当然ながら公共性の観点等から市職員が行
う必要のある業務もあり、単にコスト削減の余地があることをもって外部委託化
を促進することは適切な対応とはいえない。

しかし上記職員の業務が主にごみの収集運搬、処理であることを考えると、必
ずしも市職員が行う必要のある業務とはいえず、外部委託によりコスト削減の余
地があれば、それを促進すべきであると考える。

総務省が平成15年4月1日現在で調査した、市区町村における事務の外部委託の
実施状況の調査結果でも、外部委託化のメリットとして「人件費の節減等経費の効
率化」をあげた市区町村は一般ごみ収集で74％、し尿収集で71％にのぼっており、
外部委託実施の理由として「外部委託により事務の効率化や経費削減が図れるため」
をあげた市区町村は一般ごみ収集で81％、し尿収集で76％にのぼっている。

一方で上記調査において外部委託未実施の理由として「現在従事している職員
の処遇等の対応が必要であるため」をあげた市区町村は一般ごみ収集で 43％、
し尿収集で 23％にのぼっている。これは職員が地方公務員法で身分を保証され
ているため、民間企業が行っているようなドラスティックな人員削減により外部
委託化することが難しいことをあらわしている。

これは全国の市区町村に当てはまることであり、基本的には静岡市もこれに当
てはまると考えられるが、静岡市の特殊事情として平成17年4月1日の政令市
移行を控えていることをあげることができる。政令市移行にともない静岡県の業
務の一部が静岡市に移譲されることが決まっており、これにより静岡市の行う業
務が増加することになる。そのため、県から移譲される業務を含めて職員の再配
置を行うことにより、外部委託を行う余地があると考えることが出来る。

このような点も含め、外部委託化の促進を検討する必要があると考える。

１０．ごみ処理原価計算について

（１）ごみ処理原価計算制度再構築の必要性

ごみ処理手数料の有料化を検討するに当たっては、一体いくらごみを処理する
のにコストがかかっているのか正確に把握し、市民に対して報告する義務がある
ものといえる（「包括外部監査の結果に関する報告書 8．ごみ処理手数料とご
み処理原価」参照）。現在の静岡市の原価計算制度は、公会計制度をベースにし
た現金主義の考え方に基づいているため、設備投資に伴う減価償却費や退職手当
など様々 な間接費を含めた発生主義の考え方に基づいた原価計算制度を導入す
る必要性があるものといえる。つまり、ごみ処理コスト全体を的確に評価するた
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めの原価計算制度を構築することによりはじめて、①ごみ有料化に向けての検討
を行う際のごみ種類毎の処理単価を算定し適正な対価算定のための指標を提供
する、②各施設の処理コストを比較する、あるいは他の自治体との処理コストを
比較することにより事業の効率性評価のための指標を提供することが可能とな
るのである。

（２）ごみ処理原価計算の具体的手法

ごみ処理原価計算の原価計算基準として(社)全国都市清掃会議が昭和54年3
月に「廃棄物処理事業原価計算の手引」（以下、「全都清手引」という。）を作成
しているが、この手引では企業が原価計算を行うに当たって準拠している「原価
計算基準」に基づき、原価項目と非原価項目との分類から費目別計算、部門別計
算等を行い、ごみ1㎏当り単位原価を算定する方法であり、発生主義に基づき設
備投資の減価償却費等を含めた包括的に原価計算を実施することを示した基準
であるといえる。

なお、この手引によれば「市町村が自己の廃棄物処理事業の費用分析を行うに
当たって準拠することができる一般基準として作成されたもの」としつつも、「統
一基準としての画一性」を持つものではなく、各市町村は当該手引に準拠しつつ、
それぞれの事情を考慮した独自の分析手法を加味することができるものとして
いる。

このような性格を有する「全都清手引」が作成されてからまもなく四半世紀が
経過しようとしているが、現在わが国において唯一公表されているごみ処理に係
る原価計算基準であることから、その有用性は損なわれていないものと考えられ
る。今後、静岡市が、ごみ処理原価計算制度を再構築するに当たって、基本的な
考え方として採用することが望ましい基準であるといえる。もちろん、海外の事
例、特に米国における先進事例として、米国環境保護庁が作成している自治体向
けのごみ処理原価計算のハンドブック（Full  Cost  Accounting  for  
Municipal  Sold  Waste  Management  :  A  Handbook,以下「ＦＣＡハン
ドブック」という。）があるが、このＦＣＡハンドブックの考え方、特に最終処
分場関連費目の取扱いとして最終処分場用地取得費は最終処分場建設費と同様
に原価計算されるべきであるとか、最終処分場閉鎖後の長期間に渡る維持管理費
を見積り埋立期間中に原価として組み入れなくてはならないなどおおいに参考
となる考え方が示されており、そのような先進的な考え方を積極的に取り入れて
いくべきであると考える。

（３）ごみ処理原価の試算

前述のように、現行の静岡市が実施している原価計算は、発生主義に基づく原
価計算を実施していないので、今回包括外部監査人の側で参考として平成15年
度のデータをもとに原価を試算してみることにした。今回試算するに当たって、
基本的には全都清手引の考え方をベースにしながらも必要なデータが整備され
ていない事情もあり、一部修正して原価計算を行った。

ア．原価計算の概要

（ア）原価部門の設定
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原価計算を実施するに当たって、まずごみ処理事業を収集運搬部門、中間処理

部門、最終処分部門の3区分に分けて、さらにそれぞれの部門について事業所単
位で原価を集計している。また、し尿処理事業については処理部門毎の原価計算
を行わず事業所単位で原価を集計している。なお、本庁管理部門として生活環境
部の廃棄物政策課及び廃棄物指導課から提供されるサービスは、ごみ処理事業及
びし尿処理事業全般に負担させるべきコストであると考えられるため、原価の範
囲に含めて計算している。

（イ）原価集計の方法

原価の種類として、人件費、物件費、委託費、減価償却費及び公債利子の費目に
分類している。以下、それぞれの費目について具体的に説明する。

ａ．人件費

① 退職給与引当金繰入額を人件費とする。なお、静岡市の処理として報酬及び賃
金（賃金に係る共済費を含む）については、物件費として処理しているが、一般
の企業会計では人件費として扱うことが適当であることから、今回の原価計算で
は物件費ではなく人件費に含めて計算している。

② 市職員に係る共済費及び時間外勤務手当等は、市の全職員分が職員厚生費又
は人事管理費に計上されている。そのため、市職員に係る共済費及び時間外勤
務手当等は清掃事業等の事業別に集計されていないことから、今回の原価計算
では共済費及び時間外勤務手当等の支給対象職員に占める清掃事業に係る職
員の割合に基づいて清掃費の人件費に加算している。

③ 静岡市は、退職金については支払時に全額を人事管理費として計上しており、
退職給与引当金繰入額は計上していない。退職金は、規則上、勤続年数の増加
に応じて金額が加算されることになっており、費用の期間帰属適正性の観点か
ら、退職給与引当金繰入額を原価の範囲に含めることが必要である。そこで、
原価計算上退職金を加算せず、それぞれの職員の平成14年度末時点での自己
都合期末要支給額と平成15年度末時点での自己都合期末要支給額とを計算し、
その差額を退職給与引当金繰入額として人件費に加算している。

④ 各部門において所属している事業所が直接認識できる担当者の人件費につ
いては、その事業所の直接人件費として集計している。また、所属している部
門が直接認識できるが事業所までは認識できない担当者の人件費については
間接人件費として扱い、ごみの搬入量を配賦基準として各事業所に配賦してい
る。なお、ごみ種類別の原価算定については、原則としてごみ種類ごとの搬入
量を配賦基準として配賦している。

⑤ 本庁管理部門の人件費については、本庁管理部門の部門費として集計する。
その集計された部門費金額を各事業所のごみ種類別原価に配賦することにな
るが、各事業所のごみ種類別配賦前合計金額を配賦基準として配賦している。

ｂ．物件費

① 人件費、委託費、減価償却費及び公債利子に属する原価費目以外の費目を
物件費とする。
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② 平成15年度の備品購入費のうち、100万円以上のものは全てごみ収集車両
の購入費である。ごみ収集車両は、減価償却費として別途費用計上し原価の範
囲に含めているので、備品購入費のうち100万円以上のものは除いて計算して
いる。

③ 修繕維持費のうち、資本的支出と認められるものについては設備として資
産計上し、減価償却計算の対象とすることになるので、物件費からは除くこと
が必要となる。平成15年度の修繕維持費について、1件当りの支出金額が100
万円以上の内容を確認したところ、現状の機能を維持するための修繕費であり、
資本的支出に該当するものはないと認められたので、全て物件費に含めて計算
している。

④ 負担金、補助及び交付金のうち、政策的に支出している合併処理浄化槽設置
整備事業補助金や生ごみ処理機器購入費補助金などは原価の対象外とする
べきであるとの考え方もあるが、清掃事業という事業目的遂行のためのコス
トであると認められるので、今回の原価計算上では原価の範囲に含めて計算
している。

⑤ 各部門における特定の事業所で発生したことが、直接的、個別的に認識す
ることができる物件費については、その事業所の直接費として集計している。
また、発生した部門については、直接的、個別的に認識することができるが、
発生した事業所までは認識できない物件費は間接費として扱い、ごみの搬入量
を配賦基準として各事業所に配賦している。なお、ごみ種類別の原価算定につ
いては、原則としてごみ種類ごとの搬入量を配賦基準として配賦している。

⑥ 本庁管理部門の物件費については、本庁管理部門の部門費として集計する。
その集計された部門費金額を各事業所のごみ種類別原価に配賦することにな
るが、各事業所のごみ種類別配賦前合計金額を配賦基準として配賦している。
なお、本庁管理部門に係る物件費をごみ処理事業とし尿処理事業に按分してい
るが、その方法として静岡市の考え方を採用（費目の性格により、人数按分や
前年比率等で按分）している。

ｃ．委託費

① 静岡市の実施している原価計算では、資源ごみの回収等に係る委託費は原
価の範囲から除いているが、資源ごみの収集運搬に係るコストであると認めら
れることから、ごみ収集運搬部門の資源ごみに直接費として集計している。

② 各部門における特定の事業所で発生したことが、直接的、個別的に認識す
ることができる委託費については、その事業所の直接費として集計している。
なお、ごみ種類別の原価算定については、原則としてごみ種類ごとの搬入量を
配賦基準として配賦している。

③ 本庁管理部門の委託費については、本庁管理部門の部門費として集計する。
その集計された部門費金額を各事業所のごみ種類別原価に配賦することにな
るが、各事業所のごみ種類別配賦前合計金額を配賦基準として配賦している。
なお、本庁管理部門に係る委託費をごみ処理事業とし尿処理事業に区分してい
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るが、その方法として静岡市の考え方を採用している。

ｄ．減価償却費

① 減価償却費は定額法を採用し、残存価額を取得価額の 10%と見積り、耐用
年数については、法人税法施行令第56条の規定に基づく「減価償却資産の耐
用年数等に関する省令」を準用して計算している。

② 最終処分場における廃棄物埋立施設建設コスト（埋立用地取得コストは含
めず、関連施設建設コストは含めている）に係る減価償却費については、最終
処分場の埋立開始年月から埋立終了予定年月までの期間を耐用年数として残
存価額ゼロの定額法により計算している。なお、沼上清掃工場の灰溶融施設の
再稼動を前提にすれば、沼上最終処分場の埋立終了予定年月は延長される見込
みであるが、現時点では未確定なので当初の埋立終了予定年月を期限として計
算している。
また、取得価額については、国庫補助金を除いて計算している。

③ 本庁管理部門に係る減価償却費については、計算の煩雑性の割には影響額
が僅少であると考えられるため、今回の原価計算の範囲には含めていない。

④ 減価償却費については、各部門における特定の事業所で発生したことが、
直接的、個別的に認識することができるので、事業所の直接費として集計して
いる。なお、ごみ種類別の原価算定については、原則としてごみ種類ごとの搬
入量を配賦基準として配賦している。

ｅ．公債利子

① 一般民間企業が採用している「原価計算基準」では、施設建設に係
る公債の利子は財務費用として扱われ非原価項目となるが、施設建設資金の調
達に当たっての公債発行は、現在では通例というよりはむしろ不可欠とされて
おり、事業目的遂行に関連している費用と考えられる。よって、原価の範囲に
含めて計算している。

② 当年度に支出された公債利子を計算しているが、個々 の施設建設と紐付けら
れるので各事業所の直接費として集計している。また、ごみの種類別への配賦
は、ごみ種類ごとの搬入量を配賦基準としている。

ｆ．売電収入

① 沼上清掃工場では余熱利用によるタービン発電を行っており、一部売電収
入が計上されているが、当該売電収入を沼上清掃工場の中間処理部門費から
控除している。

イ．原価計算の結果

（ア）廃棄物種類別処理原価

平成15年度のごみ処理原価計算を試算した結果、廃棄物種類別処理原価は以
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下のとおりである。

廃棄物種類別処理単価
    （単位：円／ｔ）

処   理
廃棄物種類 収集運搬 中間処理 最終処分 処理計 合 計
可燃ごみ 17,645 16,904 11,113 28,018 45,662

不燃・粗大ごみ 19,929 16,873 10,163 27,036 46,965
資源ごみ 22,220 － － － 22,220
平均原価 18,217 16,902 10,976 27,878 46,095

（イ）廃棄物種類別・部門別処理原価

ａ．収集運搬部門

平成15年度のごみ処理原価計算を試算した結果、収集運搬部門の廃棄物種類別・
事業所別処理原価は以下のとおりである。

収集運搬部門

（単位：円／ｔ）

直   営 静岡地域 清水地域

廃棄物種類 西ヶ谷収集センター 沼上収集センター 清水収集センター 委託 委託

可燃ごみ 19,807 18,745 26,914 12,799 6,627

不燃・粗大ごみ 19,807 18,745 26,914 12,799 －

資源ごみ － － － 24,988 16,506

平均原価 19,807 18,745 26,914 16,944 8,880

40

（注）収集運搬業務の委託に係るコストの算定上、本庁管理費は負担させていない。

ｂ．中間処理部門
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平成15年度のごみ処理原価計算を試算した結果、中間処理部門の廃棄物種類別・
事業所別処理原価は以下のとおりである。

中間処理部門
（単位：円／ｔ）

廃棄物種類 西ヶ谷清掃工場 新沼上清掃工場 清水清掃工場
可燃ごみ 14,332 17,426 19,386

不燃・粗大ごみ 14,332 17,411 19,386
平均原価 14,332 17,425 19,386

ごみ処理事業：中間処理部門

搬入量 金額（円）

地域 事業所 ごみ種類 ｔ 人件費 物件費 委託費 減価償却費 公債利子 (△)売電収入 配賦前合計 本庁管理費 総合計

静岡地域 西ヶ谷清掃工場 可燃ごみ 77,206 213,439,512 191,498,255 455,581,620 187,470,461 14,906,773 － 1,053,654,157 52,878,179 1,106,532,336

不燃・粗大ごみ 6,328 17,494,045 15,695,684 37,340,627 15,365,555 1,221,797 － 86,360,173 4,334,030 90,694,203

計 83,534 230,933,557 207,193,939 492,922,248 202,836,016 16,128,570 － 1,140,014,330 57,212,209 1,197,226,539

新沼上清掃工場 可燃ごみ 114,628 268,348,212 247,625,228 529,250,657 763,320,798 335,694,569 △ 247,544,472 1,896,694,992 95,186,620 1,991,881,612

不燃・粗大ごみ 5,554 13,002,111 11,998,033 25,643,457 36,984,713 16,265,203 △ 11,994,120 91,899,396 4,612,019 96,511,415

計 120,182 281,350,323 259,623,261 554,894,114 800,305,511 351,959,772 △ 259,538,592 1,988,594,389 99,798,639 2,088,393,027

静岡地域計 203,716 512,283,880 466,817,199 1,047,816,362 1,003,141,527 368,088,342 △ 259,538,592 3,128,608,718 157,010,848 3,285,619,566

清水地域 清水清掃工場 可燃ごみ 52,519 409,881,433 345,608,824 93,384,814 77,313,361 43,280,999 － 969,469,430 48,653,325 1,018,122,755

不燃・粗大ごみ 5,095 39,763,626 33,528,379 9,059,495 7,500,363 4,198,798 － 94,050,662 4,719,981 98,770,644

計 57,614 449,645,059 379,137,203 102,444,309 84,813,724 47,479,797 － 1,063,520,092 53,373,306 1,116,893,398

新沼上清掃工場 可燃ごみ 16,204 44,039,492 35,004,704 74,815,732 107,904,266 47,454,330 △ 34,993,288 274,225,235 13,762,135 287,987,371

不燃・粗大ごみ 522 1,418,700 1,127,651 2,410,134 3,476,057 1,528,706 △ 1,127,283 8,833,965 443,337 9,277,302

計 16,726 45,458,192 36,132,355 77,225,866 111,380,323 48,983,036 △ 36,120,571 283,059,201 14,205,473 297,264,673

清水地域計 74,340 495,103,251 415,269,558 179,670,175 196,194,047 96,462,833 △ 36,120,571 1,346,579,293 67,578,779 1,414,158,072

総 合 計 278,056 1,007,387,131 882,086,757 1,227,486,537 1,199,335,574 464,551,175 △ 295,659,163 4,475,188,011 224,589,627 4,699,777,638

43

（注）清水地域に記載している新沼上清掃工場へのごみ搬入量は、清水地域において収集されたごみのうち清水清掃
工場で処理できない分を、新沼上清掃工場で処理させるために搬入されたものである。

ｃ．最終処分部門

平成15年度のごみ処理原価計算を試算した結果、最終処分部門の廃棄物種類別・
事業所別処理原価は以下のとおりである。

最終処分部門
（単位：円／ｔ）

廃棄物種類 沼上最終処分場 清水貝島最終処分場
可燃ごみ 9,424 15,552

不燃・粗大ごみ 9,424 15,552
平均原価 9,424 15,552
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ごみ処理事業：最終処分部門

搬入量 金額（円）

地域 事業所 ごみ種類 ｔ 人件費 物件費 委託費 減価償却費 公債利子 配賦前合計 本庁管理費 総合計

静岡地域 沼上最終処分場 可燃ごみ 26,464 31,648,631 20,683,322 40,691,228 135,072,329 9,377,278 237,472,788 11,917,695 249,390,483

不燃・粗大ごみ 5,439 6,504,569 4,250,929 8,363,044 27,760,671 1,927,260 48,806,473 2,449,378 51,255,851

静岡地域計 31,903 38,153,200 24,934,251 49,054,272 162,833,000 11,304,538 286,279,261 14,367,073 300,646,334

清水地域 清水貝島最終処分場 可燃ごみ 10,074 － 12,947,241 31,495,017 91,152,010 568,202 149,187,000 7,487,027 156,674,027

不燃・粗大ごみ 746 － 958,769 2,332,270 6,749,990 42,076 11,047,598 554,429 11,602,027

清水地域計 10,820 － 13,906,010 33,827,287 97,902,000 610,278 160,234,598 8,041,456 168,276,054

総 合 計 42,723 38,153,200 38,840,261 82,881,539 260,735,000 11,914,816 446,513,859 22,408,529 468,922,388

44

（ウ）し尿処理事業

平成15年度のごみ処理原価計算を試算した結果、し尿処理事業の事業所別処
理原価は以下のとおりである。

し尿処理事業
（単位：円／kl）

廃棄物種類 静岡衛生センター 清水衛生センター 合計
し尿等 9,013 6,987 8,178

し尿処理事業

搬入量 金額（円）

地域 事業所 kl 人件費 物件費 委託費 減価償却費 公債利子 配賦前合計 本庁管理費 総合計

静岡地域 静岡衛生センター 80,427.30 153,025,451 223,133,731 105,331,413 45,779,712 2,059,372 529,329,679 195,533,775 724,863,454

静岡地域計 80,427.30 153,025,451 223,133,731 105,331,413 45,779,712 2,059,372 529,329,679 195,533,775 724,863,454

清水地域 清水衛生センター 56,400.00 60,611,186 90,537,913 48,849,677 77,595,622 10,156,257 287,750,655 106,294,761 394,045,416

清水地域計 56,400.00 60,611,186 90,537,913 48,849,677 77,595,622 10,156,257 287,750,655 106,294,761 394,045,416

総 合 計 136,827.30 213,636,637 313,671,644 154,181,090 123,375,334 12,215,629 817,080,334 301,828,536 1,118,908,870

45

（エ）原価計算結果に基づく分析と検討課題

ａ．静岡市の算定している原価との主な差異要因

平成15年度における静岡市の算定しているごみ処理原価と今回試算したごみ処
理原価の差異は以下のとおりとなっている。

                           （単位：円／ｔ）
収集運搬 処 理 計

包括外部監査人算定 18,217 27,878 46,095
静岡市算定 18,622 11,208 29,831

差 異 △405 16,670 16,264
（注）処理は中間処理部門と最終処分部門の両者を合計した原価である。

包括外部監査人算定原価と静岡市算定原価の差異の主な要因として以下の事項
をあげることができる。

① 収集運搬部門における原価については、包括外部監査人算定原価よりも静岡
市算定原価の方が少し高いが、その要因として静岡市算定方式では本庁管理部
門に係る人件費を全て収集運搬部門に賦課していることをあげることができ
る。また、その他の要因として、静岡市算定方式では、資源ごみ収集や側溝汚
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泥収集に係る委託料及び収集量を除いて計算しているが、包括外部監査人算定
では含めて計算していることをあげることができる。

② 処理部門における原価については、包括外部監査人算定原価の方が静岡市算
定原価よりも非常に高くなっている。この大きな要因として、包括外部監査人
の原価算定では、中間処理部門における清掃工場建設コストや最終処分場の建
設コストを減価償却費という費目で原価算入しているが、静岡市算定方式では
このような減価償却費を原価算入していないことがあげられる。また、その他
の要因として、公債利子を包括外部監査人の原価算定では含めているが、静岡
市算定方式では含めていないこともあげられる。

ｂ．収集運搬部門における分析と改善事項

収集運搬部門のごみ処理原価を分析することにより、以下の改善事項をあげる
ことができる。

① 直営の中での比較をすると、清水収集センターの原価が一番高く、西ヶ谷
収集センターと沼上収集センターの原価水準はほぼ同水準であることが分か
る。この違いは、ごみ収集量に対する配置された人員割合の相違にあるといえ、
清水収集センターは西ヶ谷収集センターや沼上収集センターと比較して、ごみ
収集量に対して配置されている人員が多すぎ効率的でないといえる。
各収集センターが担当するエリアや配置する人員数の見直しを実施して、静

岡市全体として一番効率的な収集運搬体制を構築することが必要であると考
える。

② 直営と民間委託を比較すると、民間委託の方が、ごみ処理原価が安く効率的
であるといえる。資源ごみを除いたベースで比較してみると、このことがさら
にはっきりとしてくる。この違いの要因として、1 人当り人件費が直営の方が
民間と比べて1.5 倍も高いことがあげられる。また、清水地域の委託が一番安
い要因は、清水地域の委託はごみ収集車の定員が 2 名体制で実施されている
ためである。

ごみ収集運搬業務を静岡市が必ずしも直営にする必要性はないものと考えられ、
業務の効率性の観点からさらなる民間委託を進めていく必要があるものと考える。

ｃ．中間処理部門における分析と改善事項

中間処理部門のごみ処理原価を分析することにより、以下の改善事項をあげる
ことができる。

① 焼却設備も古く減価償却費負担も一番少ない清水清掃工場のごみ処理原価
が一番高いことが分かる。この要因として、西ヶ谷清掃工場や沼上清掃工場で
は、ごみ焼却炉運転等業務を民間業者に委託しているのに対して、清水清掃工
場では静岡市の直営で行っているため、人件費がその分割高になってしまって
いることをあげることができる。
効率性の観点から、清水清掃工場のごみ焼却炉運転等業務を直営から民間委

託へ変更することも必要ではないかと考える。また、中間処理部門では、ごみ
焼却炉運転等業務に限らずその他の業務を直営から民間委託へとその割合を
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さらに進めていくことなどコスト削減に向けて検討して頂きたいと考える。

② 清水清掃工場のごみ処理原価が高くなってしまう他の要因として、清水清掃
工場では余熱利用によるタービン発電設備がないので、電力を全て外部から供
給してもらう必要があり電気代がかかること、使用する水も料金が安い工業用
水ではなく高い上水道水を使用していること、設備が老朽化しており設備維持
のための修繕費がかかることをあげることができる。

現在、清水地域から排出されるごみのうち処理できないものについては、沼上
清掃工場で処理してもらうことになっている。平成22 年 4 月からは、西ヶ谷清
掃工場が再整備され処理能力の向上が図られる予定であり、そうなれば清水清掃
工場は閉鎖され、西ヶ谷清掃工場と沼上清掃工場の二つの清掃工場で静岡市のご
み処理を賄う体制が整う予定である。
このような背景を前提に考えると、清水清掃工場は立地面や施設老朽化のため

静岡市にとって一番非効率でコストがかかる清掃工場であるといえる。そうであ
れば、清水清掃工場が閉鎖されるまでの期間がまだ約5 年間もあり、それまでの
期間は出来るだけ清水清掃工場でのごみ処理量を減らし、その分沼上清掃工場や
西ヶ谷清掃工場でのごみ受入量を増やすことを真剣に検討するべきであると考え
る。

ｄ．最終処分部門における分析と改善事項

最終処分部門のごみ処理原価を分析することにより、以下の改善事項をあげる
ことができる。

① 清水貝島最終処分場の方が沼上最終処分場のごみ処理原価よりも高い結果
となっている。この大きな要因として、最終処分場の埋立容量に対する建設コ
ストが清水貝島最終処分場の方が割高であったことがあげられる。

具体的な埋立容量に対する総事業費の割合を示すと以下のとおりである。

区 分 埋立容量 総事業費 埋立容量1㎥当り
総事業費

沼上最終処分場 750,000㎥ 3,715,621千円 4,954円/㎥
清水貝島最終処分
場

246,000㎥ 4,009,305千円 16,297円/㎥

差 額 504,000㎥ △293,684千円 △11,343円/㎥

上記比較表は、沼上最終処分場の用地取得費用が含まれていないので、これを
総事業費に含めて比較してみると以下のようになる。

区 分 埋立容量 総事業費 埋立容量1㎥当り
総事業費

沼上最終処分場 750,000㎥ 6,380,000千円 8,506円
清水貝島最終処分
場

246,000㎥ 4,009,305千円 16,297円

差 額 504,000㎥ 2,370,695千円 △7,791円
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上記の比較表から分かることは、清水貝島最終処分場の建設コストは沼上最終

処分場と比較して用地取得費用を含めたベースでみても倍近く割高であったこと
が分かる。これは、清水貝島最終処分場は海を埋め立てる方式を採用しているた
め、建設コストの割に埋立容量が小さくなってしまったことが原因ではないかと
考えられる。
最終処分場の延命化を進めていくにしても、最終処分場の埋立終了年月は必ず

到来し、近い将来において次の最終処分場をどこにどのような方式で建設するの
か決める必要性が出てくるものと考えられる。当然、周辺の環境問題を最優先に
検討することが求められると考えられるが、上記のデータが示すように建設コス
トの効率性の観点からも検討していくことも必要であると考える。

ｅ．し尿処理事業における分析と改善事項

し尿処理事業のし尿処理原価を分析することにより、以下の分析結果と改善事
項をあげることができる。

① 平成15年度におけるし尿処理事業の原価計算結果と静岡市が算定している
原価計算との差異は、以下のとおりとなっている。

               （単位：円／kl）
処理原価

包括外部監査人算定 8,178
静岡市算定 4,496

差 異 3,682

上記の比較表から、包括外部監査人が算定したし尿処理原価の方が、静岡市
が算定したし尿処理原価より高くなっていることが分かる。この差異の要因と
して、まずし尿処理設備に係る減価償却費を静岡市の算定方式では原価に算入
していないことがあげられる。次の要因として、静岡市の算定方式では、し尿
処理事業に係る「負担金、補助及び交付金」や「補償、補填及び賠償金」が原
価の範囲に含まれていないことがあげられる。これらの費目については、し尿
処理事業目的のために支出しているものと考えられるため、包括外部監査人が
算定している方式では原価の範囲に含めて計算している。

② 静岡衛生センターのし尿処理原価と清水衛生センターのし尿処理原価を比
較すると、清水衛生センターの方が低いことが分かる。この大きな要因として、
静岡衛生センターと清水衛生センターにおけるし尿処理方式の違いをあげる
ことができる。つまり、静岡衛生センターの処理方式では、人手による作業が
多くその分人件費がかかること、消臭のための薬品代が多くかかってしまうこ
と、下水放流のための水道代が多くかかることがあげられる。

なお、静岡地域は清水地域と比較して収集運搬の範囲が広いため、南部処理
場を中継基地として使用しているので、静岡衛生センターに集計されているコ
ストの中にこの南部中継所に関するコストが含まれており、この分清水衛生セ
ンターよりもコストが割高になっているといえる。

③ 静岡衛生センターのし尿処理原価が、清水衛生センターと比較して高くなっ
ている要因として、上記で記載した施設の処理方式による要因以外に、清水衛
生センターでは施設運転管理業務を民間会社に委託しているのに対して、静岡
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衛生センターでは直営で行っていることもあげることができる。静岡衛生セン
ターは、効率性が悪いのであるから、少しでも効率性を向上させる施策を実施
することが必要であり、そのためには施設運転管理業務はもちろんのこと施設
の管理運営業務全部を民間会社に委託することなども必要ではないかと考え
る。

また、静岡衛生センターでは、南部処理場を中継基地として使用しているた
め、南部中継所で作業をする市職員の人件費や南部中継所から静岡衛生センタ
ーへのし尿運搬業務に係る委託費などコストが多くかかっているといえる。静
岡地域では平成14年6月に長田浄化センターが供用開始されたため、今後南
部中継所で処理する必要があるし尿の搬入量の減少が見込まれている。よって、
南部中継所の存続を今後どうするのかという検討課題があがってくるものと
考えられるが、その廃止の時期を含めて具体的な検討を早期に始めることが必
要であると考える。

④ 静岡衛生センターのし尿処理方式は直接脱水方式を採用しているため、下水
部分については隣接する静岡市城北下水処理場で処理し、脱水ケーキは乾燥処
理後清掃工場に運搬し焼却処理をしている。これに対して、清水衛生センター
では、下水部分については高度処理設備を用いて川に放流し、脱水ケーキも自
前で焼却設備を有しているので焼却処理まで行っており、一貫したし尿処理を
行っているといえる。このようにみていくと、静岡衛生センターにおける処理
は、し尿処理工程のうち前工程のみしか行っていないといえる。

つまり、静岡衛生センターで算定されたし尿処理原価は、清水衛生センター
と比較するとし尿処理に必要な全工程における原価を全て集計しておらず、全
工程におけるし尿処理原価を算定したとするともっと高くなるはずである。静
岡衛生センターは、このような観点からも効率性が悪い施設ではないかと思わ
れる。

静岡市における下水道普及率は今後高くなり、特に静岡地域ではし尿搬入量
の減少も予想される。したがって、非効率的な静岡衛生センターの役割も低下
し、最新鋭設備を有する清水衛生センターにし尿処理機能を徐々 にシフトして
いくことも構想として出てくるはずである。

このような現状を踏まえて、静岡市のし尿処理事業を将来どういうふうに実
施していくのか中長期のヴィジョンを示していくことが求められていると考
える。

（４）原価計算実施における当面の課題

平成15年度のデータをもとに、包括外部監査人の方で原価計算を試算した結
果、現行の静岡市が算定している原価計算結果と大きな乖離が生じていることが
分かった。このことは、現行の静岡市の実施している原価計算方式の改善を研究
する必要性があるのではないかと思われる。

そこで、そもそもなぜ原価計算を実施する必要があるのか、その必要性につい
ていま一度確認してみると、第一に市民に対してごみ処理事業の成果とコストを
報告し説明する義務があり、その報告の前提として適正な原価計算を行うことが
必要であるといえる。第二に原価計算の結果は適切に分析されごみ処理事業にお
ける改善活動に役立たせることが必要であり、その前提として適正な原価計算の
実施が必要であるといえる。第三に今後ごみ有料化に向けた取組は必要不可欠で
あると思われるが、その際に手数料の水準をどれだけにするのか議論していくう
えで、適正な原価計算の実施が必要であるといえる。
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このような必要性から適正な原価計算の実施が求められていることを考える

と、有用性を高めるため、静岡市の実施している現行の原価計算方式の改善を研
究することが必要であると考える。もちろん、上記「（２）ごみ処理原価計算の
具体的手法」の箇所で記載しているような原価計算制度を構築するためには、検
討するべき課題も多く早期導入は困難と思われるが、すぐに改善できる事項もあ
るので、当面の改善すべき事項をあげると以下のとおりになると思われる。

ア．人件費に関する改善事項

適正な原価計算を実施するためには、市職員に係る人件費のうち退職給与引当
金繰入額についても簡便的な見積方法でも構わないので、原価の範囲に含めるこ
とが必要である。

イ．物件費に関する改善事項

物件費のうち、「負担金、補助及び交付金」及び「補償、補填及び賠償金」の
ほとんどの項目は原価の範囲に含まれていないが、事業目的遂行に関連する項目
であれば原価の範囲に含めて計算することが必要である。

ウ．減価償却費に関する改善事項

清掃事業は巨額な設備を必要とする事業であり、設備建設に要した投資額が減
価償却費というかたちでコストに含める必要がある。正確な減価償却費を把握す
るためには、固定資産台帳の整備と現物管理強化に始まり、固定資産システムの
開発と導入が必要であるといえるが、当面は概算でも構わないので減価償却費を
算定することが必要であると思われる。例えば、一定の前提条件のもとで固定資
産に係る減価償却費を算定して、原価の範囲に含めることも考えられる。

また、最終処分場の建設コストに関しても概算で構わないので、最終処分場の
使用期間を耐用年数として減価償却費を算定して、原価の範囲に含めることも必
要である。

エ．公債利子に関する改善事項

清掃事業に係る施設建設のために発行される公債の公債利子は、原価の範囲に
含めていないが、事業目的遂行のために必要不可欠なコストであることから、原
価の範囲に含めることが必要である。

オ．売電収入に関する改善事項

沼上清掃工場では余熱利用によるタービン発電を行っており、一部売電収入が
発生しているが、当該売電収入を原価の控除項目として扱うことが必要である。

カ．本庁管理部門に関する改善事項

本庁管理部門として廃棄物政策課及び静岡･清水廃棄物指導課の清掃総務費が
該当するものと思われるが、当該部門に係るコストは人件費、物件費ともにごみ
収集運搬部門の原価に集計されている。当該部門に係るコストは共通部門費とし
て位置付けられ、中間処理部門及び最終処分部門にも配賦することが必要である。
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なお、廃棄物政策課のうち産業廃棄物対策室については一般廃棄物の処理コス

トとの給付関係がないと考えられるため非原価部門として扱い原価の範囲には
含めないことも検討することが必要である。

また、配賦基準としてどのような基準を採用するのが望ましいのか検討するこ
とも必要であるが、今回の原価計算試算で使用した配賦前合計金額を基準に配賦
する方法も当面の措置としては認められるであろう。

キ．原価集計部門に関する改善事項

原価集計部門として収集運搬部門と処理部門の 2 部門に区分して原価を集計
しているが、原価発生の実態を把握し改善措置に結びつけるためには、この処理
部門を中間処理部門と最終処分部門に分けて原価を集計することが必要である。
また、このような観点からいうと、原価部門内でさらに集計単位を細分化し、少
なくとも事業所単位で原価を集計することも必要である。

なお、当面の扱いとして、原価計算算定方法に関して改善すべき事項を上記ア．
からキ．まで記載しているが、これ以外にも原価計算目的から改善した方がよい
事項はあるはずであり、静岡市として積極的に取り入れていってもらいたい。

（５）ごみ処理手数料水準妥当性の根拠

平成15年4月1日に静岡地域と清水地域は合併しているが、その際に両地域
のごみ処理手数料水準はともに「7,000円／ｔ」であったため、静岡市でもそれ
を引き継いでいる。

静岡地域では平成5年度の事業系ごみ処理手数料有料化に当たって、手数料水
準のあり方として、一般廃棄物はその発生した市町村の区域に属する市町村が責
任をもって処理しなければならないことになっており、ごみの市町村間の流入、
流出を未然に防止する意味から自治体間での均衡を図ることが必要であるとの
見解が示されている。そこで、隣接する清水地域及び志太2市2町の手数料水準
が「7,000円／ｔ」としていることから、その水準にあわせることにしたもので
ある。その結果、平成5年当時の焼却及び埋立処分に要する費用の約75%の水準
になっている。

一方、清水地域では特に明確な料金水準の考え方を示してはいないものの、お
そらく志太2市2町が平成4年4月からごみ処分に要する手数料水準を「7,000
円／ｔ」としているのに合せたものと推定される。

合併時において、はたして10年前の料金水準をそのまま静岡市におけるごみ
処理手数料として引き継いでもよいのかどうか十分に検討し、妥当な料金水準で
あることについてその説明をすることが必要であったのではないかと思われる。
今後、家庭系一般廃棄物の有料化も考えられる中、料金水準の妥当性を説明する
観点からも適正な原価計算の実施が求められているものと考える。

１１．ごみ収集運搬体制の見直し

（１）ごみ収集運搬体制の概要

静岡市における一般廃棄物の収集処理体制の概要は以下のとおりとなっている。
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ア．一般家庭から排出される可燃ごみ

項 目 内 容
静岡市が収集する地
域

業者委託により収集する地域を除く地域

業者委託により収集
する地域

①静岡地域
安倍6地区(井川、梅ヶ島、大河内、玉川、清沢及び大川
地区をいう。以下同じ)、藁科地区及び長田地区及び駅南
地区の一部

②清水地域
船越、不二見、折戸、駒越、興津、小島、両河内の地区と
有度地区の一部及び辻、江尻、入江、清水､岡、袖師地区
の１／２

収集回数 週2回の定日収集
収集方法 集積所方式（静岡地域は約10世帯に1箇所、清水地域は約

30世帯に1箇所）により収集
排出方法 市が指定する家庭用ごみ袋(レジ袋等の認定袋を含む。)に収

めて町内会、自治会等の指定する集積所へ排出する。

イ．一般家庭から排出される不燃ごみ及び粗大ごみ

項 目 内 容
静岡市が収集する地
域

静岡地域の安倍6地区を除く地域

業者委託により収集
する地域

静岡地域の安倍6地区

収集回数 月1回の定日収集（清水地域は8月及び1月を除く）
収集方法 電話等申込みによる戸別収集（ただし、静岡地域安部6地区

については、集積所方式による収集）
排出方法 あらかじめ電話等申込みを行い、不燃物、鋭利物、使用済み

乾電池（体温計、ライターを含む。）及び粗大ごみの4 種類
に分け、袋に収まるものについては、市が指定する家庭用ご
み袋（レジ袋等の認定袋を含む。）に収めて、自宅前等へ排
出する。ただし、有害性、危険性、引火性のもの、著しい悪
臭を伴うものなど市の処理に支障を及ぼすおそれのあるも
のは、別途市の指示に従って処分する。（ただし、静岡地域
安部6地区については、電話申込みは不要。また、排出場所
は町内会、自治会等の指定する集積所）

ウ．ごみ集積所数の状況（平成16年4月1日現在）
                                              （単位：箇所）

静岡地域 清水地域 計
燃えるごみ 11,888 2,600 14,488
資源ごみ 4,129 552 4,681

計 16,017 3,152 19,169

上記のように、静岡地域のごみ集積所数は約10世帯に1箇所の割合で設けら
れているので、約30世帯に1箇所の割合で集積所を設けている清水地域と比較
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して多くなっている。

（２）ごみ収集車の乗務員数の見直し

静岡市直営のごみ収集車の乗務員数は3名体制となっている。また、委託によ
るごみ収集車の乗務員数は、静岡地域が直営と同様3名体制（一部山間地区につ
いては状況に応じて1～2名体制となっている）であり、清水地域は2名体制と
なっている。

ごみ集積所の数が前述のように多く点在しているため 3 人体制でないと時間
がかかってしまうことを理由に、静岡市直営のごみ収集車の乗務員数は3名体制
であり、委託についても原則3名の乗務員体制を維持しているものと考えられる。

全国の地方自治体の動向をみてみると、乗務員3名体制を維持しているところ
もあるが、悪化している地方財政を立て直す行政改革の一環として乗務員2名体
制への移行を試みている地方自治体も多く見られる。このような状況の中、静岡
市はごみ収集車乗務員数を現行の3名体制から2名体制へ移行するための試みを
前向きに取組んで行く必要があるのではないかと考える。

このような意見を述べると、例えば交通量が多い市中心部では交通の妨げにな
らないように 3 名体制を維持することが必要であるとの反論もあるかと思われ
るが、まず2名体制でごみ収集を効率的に行うためにはどういう工夫をする必要
があるのか知恵を出していくことが重要なのであり、そのためには頭で考えてい
るだけでは知恵は湧いてこないものである。行動を実際に起こしてみて、つまり
2名体制を試行してみてそこから問題点を解決していく姿勢があって、はじめて
知恵が湧いてくるものなのである。交通量が多いという課題があるのであれば、
交通渋滞を避け交通量が少ない深夜に最も効率的な収集運搬ができることから、
夜間収集体制に移行することも解決策のひとつとしてあがってくることも期待
されるはずである（なお、福岡市では実際にごみの夜間収集を実施しており、実
現不可能な解決策ではないと考えられる）。

ごみ収集運搬部門の原価計算の箇所でもみたとおり、同部門の総コストに占め
る人件費の割合が大きく、人件費削減が最も効果が大きく一番重要な検討課題で
あると認められる。よって、ごみ収集車3名体制を2名体制に移行することが実
現できれば単純計算で人件費は現行の3分の2に抑えられるはずであり、早期の
取組が望まれる。

平成15年度の人件費データをもとに、ごみ収集車乗務員を3名体制から2名
体制に変更したと仮定して試算したところ、人件費削減効果は全体で約396,524
千円もあり、ぜひ前向きに検討して頂きたい。

１２．清掃事業の民間委託について

今回、包括外部監査人の方で試算した原価計算の結果、静岡市の直営と民間委
託を比較すると、民間委託をした方がコストを低く抑えられ、直営はコストが高
いという実態が浮き彫りとなった。そのため、前述の「１０．ごみ処理原価計算
について」の箇所でも記載しているとおり、民間委託を進めていくことの必要性
は変わらないが、ここでは民間委託の範囲をさらに広げて、清掃事業そのもの全
部を民間に委託する可能性について述べたい。

政府の経済財政運営の基本方針「骨太の方針2004」に市場化テストを2006年
度から実施する考えが盛り込まれた。この市場化テストとは、国や自治体など官
が手がけている公共の仕事を、業務委託や民営化の形で民間に任せる手法のひと
つである。公募した民間の会社と官との間で、サービスの質や効率性を総合的に
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競う入札を実施し、官に勝る民間事業者があれば、官の仕事を民間事業者に任せ
ることになる。その優劣の判定は民間の有識者らで構成する第三者機関が行う仕
組みとなっている。また、市場化テストでは障害となる既存の法律を自動的に改
正できる規定を盛り込んだ新法を制定し、対象業務の範囲を一気に官業全般に広
げようという試みでもある。

この市場化テストの考えを自治体の行っている清掃事業に当てはめて考えて
みると、収集運搬業務や中間処理業務あるいは最終処分業務など個々 の業務毎に
民間事業者に委託するのではなく、清掃事業そのものを民間事業者1社にまとめ
て委託することができれば、効率性が増すことにより事務処理コストをはじめ作
業処理コストまで大幅に引き下げることが可能になると考えられる。

市場化テストを実効性あるものにするためには、官民のコストを公平に比較す
る仕組みが必要であり、官業に民間の企業会計を適用するだけでなく、補助金な
ど優遇されている額も把握し、官のコストに反映したうえで比較することが重要
であるといわれている。このような観点からも、適正な原価計算制度を構築する
ことの重要性がさらに増してくるとものと思われる。

行政のスリム化が叫ばれる中、静岡市としても市場化テストの考えを導入する
ことが求められてくるものと思われ、ぜひ清掃事業を市場化テスト導入の検討対
象事業にするべきであると考える。なお、英国では既に市場化テスト導入事例と
して、廃棄物の収集・処理業務を民間事業者に委託しており、静岡市でも当然そ
の導入は可能であると思われる。

１３.リサイクルの推進について

ごみの処理は長く可燃物の焼却を中心的な処理方法としてきた。しかし、最近
10 年あまりの間にごみ処理施設から発生するダイオキシン類が大きな社会問題
となり、さらに資源循環型社会を目指すべき姿とする認識が高まってきている。
静岡市においては、町内会、自治会、ＰＴＡ、婦人会等の団体を通じ多数の市

民が参加して、自主的な資源回収活動が行われている。
しかしながら、最終処分場の確保、ごみ処理経費の増大は非常に深刻化してお

り、より一層のごみの減量化、資源化を積極的に推進していかなければならない。
補助金等及び奨励金が交付されている資源回収事業としては上記で取り上げ

た古紙等、びん・缶類があるが、資源回収事業としてはこのほかに、ペットボト
ル、トレイ（清水地域のみ）、紙（牛乳）パック、剪定枝（清水地域のみ）の回
収がある。

① ペットボトル回収

容器包装リサイクル法の施行に伴い、静岡地域は平成9年4月、清水地域は平
成10年4月よりペットボトルの分別回収を実施している。静岡地域ではスーパ
ーマーケットや公民館等に回収ボックスを設置する拠点回収方式を採用してお
り、清水地域はびん・缶類と同様に月1回集積所での回収を直営にて行っている。

ペットボトルの回収実績は以下のとおりである。
                                                                                               

                               （単位：ｔ）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

静岡地域 286 351 376 376 372
清水地域 256 300 324 358 338
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② トレイ回収

清水地域では平成6年4月よりスーパーマーケット80店舗（現在は約60店舗）
に容器を設置し、毎週金曜日に民間委託により回収を実施している。

トレイの回収実績は次のとおりである。
                                                                                               

                               （単位：ｔ）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

清水地域 90 62 62 64 51
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③ 紙（牛乳）パック回収

静岡地域では古紙類の回収の一環として、紙パックの回収を実施している。
また清水地域では平成4年3月よりスーパーマーケット19店舗（現在は約60

店舗）に容器を設置し、現在は月2回、委託により回収を実施している。
なお、「紙パック」は静岡地域での、「牛乳パック」は清水地域での呼称であり、

回収しているパックの範囲に差はない。
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紙（牛乳）パックの回収実績は以下のとおりである。

                                                                                               
                                （単位：ｔ）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
静岡地域 11 5 12 12 8
清水地域 52 47 41 57 51

0ｔ

10ｔ

20ｔ

30ｔ

40ｔ

50ｔ

60ｔ

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

牛乳パック回収実績の推移

静岡地域
清水地域

④ 剪定枝回収

清水地域では平成13年度より清掃工場へ持ち込まれた剪定枝をリサイクル業
者により処理している。

剪定枝の回収実績は以下のとおりである。
                                                                                               

                                （単位：ｔ）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

清水地域 － － 211 694 710
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以上の資源回収の状況をまとめると以下のとおりであり、清水地域のほうが静
岡地域よりも資源回収に力を入れていることがわかる。ごみの減量化やリサイク
ルの促進についての市民啓発を考えると、行政サービスの公平性の観点、静岡地
域・清水地域の現在の方式に至った経緯等を考慮して最善の解決策の検討が必要
であり、静岡地域においても清水地域で行っている資源回収方法を実施すべきで
ある。

静岡地域 清水地域
方式 集積所 集積所 直接搬入
収集回数 月1 回 月1 回 －
区分 委託 委託 －
搬入先 処理業者 処理業者 清水清掃工場

びん・缶類

備考 集積所数3,939 集積所数552 －
方式 集積所 ※ 集積所 直接搬入
収集回数 隔月1 回 月1 回 －
区分 委託 委託 －
搬入先 処理業者 処理業者 清水清掃工場

古紙類

備考 ※安倍6地区は拠点収集 集積所数654 －
方式 拠点 集積所
収集回数 週3 回 ※ 月1 回
区分 委託 直営
搬入先 再商品化事業者 再商品化事業者

ペットボトル

備考 ※安倍6地区は隔月1回 集積所数552
方式 拠点

収集回数
月2 回（牛乳パック）
週1 回（トレイ）

区分 委託
搬入先 処理業者

紙（牛乳）
   パック
トレイ

備考

紙パックの回収は、古紙
類の回収の一環として実
施。
トレイの回収は未実施。

スーパー約60 店舗
方式 － 直接搬入
収集回数 － －
区分 － －
搬入先 － 清水清掃工場

剪定枝

備考 － 処理業者へ搬入

排出方法については、空きびんについて静岡地域が１つのコンテナに排出する
のに対して、清水地域では生きびんと再生びんの２種類に区分して２つのコンテ
ナに色別に排出している。

また、上記の資源回収等によりリサイクルに回されたものの総量（リサイクル
量）、ごみの総排出量に占めるリサイクル量の割合（リサイクル率）を示すととも
に、これに基づき平成15年度の人口1人当たり排出量及び構成比を静岡地域と清
水地域で比較すると次のとおりである。

静岡地域                           （単位：ｔ）
11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
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総排出量（Ａ） 223,992 239,753 229,382 234,599 238,991
可燃ごみ 176,629 183,966 185,605 187,940 191,834
不燃・粗大ごみ等
（鉄分回収を除く）

12,462 16,831 9,276 13,221 13,237

リサイクル量（Ｂ） 34,901 38,956 34,501 33,438 33,920
びん・缶類 8,541 7,431 6,433 6,195 5,877
古紙等 21,700 24,111 25,684 24,924 24,835
ペットボトル 286 351 376 376 372
その他金属 1,407 2,215 － － －
鉄分回収 2,967 4,848 2,008 1,943 2,836

リサイクル率（Ｂ／Ａ） 15.6% 16.2% 15.0% 14.3% 14.2%

※１ 古紙等の回収には行政回収もあるため、「包括外部監査の結果に関する報告書
１２．補助金等及び奨励金に関する管理 （１）概要」の古紙等資源回収事業
奨励金に記載されている古紙等の重量とは一致しない。また、びん・缶類の回
収には集団回収のほかに若干の直接搬入があるが、実績重量は把握していない
ため、上表には含めていない。

※２ リサイクル量の「その他金属」は自転車やスチール製のロッカー等が該当し、
平成12年度までは資源回収により回収を行っていたが、それ以降は戸別回収
による回収としたため、平成13年度以降の回収実績はゼロとなっている。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

総排出量に占めるそれぞれのごみの割合の推移

リサイクル量

不燃・粗大ごみ等
（鉄分回収を除く）

可燃ごみ

0t

10,000t

20,000t

30,000t

40,000t

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

リサイクル量の推移

鉄分回収

その他金属

ペットボトル

古紙等

びん・缶類

清水地域                           （単位：ｔ）



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  154

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
総排出量（Ａ） 89,595 92,322 90,937 94,994 92,657

可燃ごみ 67,449 68,147 67,640 66,625 68,723
不燃・粗大ごみ等
（鉄分回収を除く）

5,026 6,499 5,820 7,437 4,400

リサイクル量（Ｂ） 17,120 17,676 17,477 20,932 19,534
びん・缶類 4,592 4,475 4,366 4,322 3,996
古紙等 10,375 10,591 10,993 13,383 13,058
ペットボトル 256 300 324 358 338
紙（牛乳）パック 52 47 41 57 51
トレイ 90 62 62 64 51
剪定枝 － － 211 694 710
鉄分回収 1,755 2,201 1,480 2,054 1,330

リサイクル率（Ｂ／Ａ） 19.1% 19.1% 19.2% 22.0% 21.1%

※ びん・缶類の回収には直接搬入が、古紙等の回収には直接搬入及び行政回収があ
るため、「包括外部監査の結果に関する報告書 １２．補助金等及び奨励金に関す
る管理 （１）概要」の奨励金交付実績に記載されているびん・缶類及
び古紙等の重量とは一致しない。
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                               （単位：ｔ）
静岡地域 清水地域
人口1 人当たり 人口1 人当たり

重量
重量 構成比

重量
重量 構成比

総排出量（Ａ） 238,991 509.8
kg

100.0% 92,657 395.2
kg

100.0%

可燃ごみ 191,834 409.2
kg

80.3% 68,723 293.1
kg

74.2%

不燃・粗大ごみ等
（鉄分回収を除く）

13,237 28.2kg 5.5% 4,400 18.8kg 4.7%

リサイクル量（Ｂ） 33,920 72.4kg 14.2% 19,534 83.3kg 21.1%
びん・缶類 5,877 12.5kg 2.4% 3,996 17.1kg 4.3%
古紙等 24,835 53.0kg 10.4% 13,058 55.7kg 14.1%
ペットボトル 372 0.8kg 0.2% 338 1.4kg 0.3%
紙（牛乳）パック － －kg －% 51 0.2kg 0.1%
トレイ － －kg －% 51 0.2kg 0.1%
剪定枝 － －kg －% 710 3.0kg 0.8%
鉄分回収 2,836 6.1kg 1.2% 1,330 5.7kg 1.4%

4月1日現在 対象人口 468,789 234,466

※ 上記の可燃ごみ排出量は生活系ごみのほかに事業系ごみも含まれている。

上記より、静岡地域、清水地域それぞれのリサイクル率の推移を見ると、静岡
地域では可燃ごみが毎年度増加している一方で、リサイクル量は増加していない
ため、リサイクル率は下落傾向にあり、清水地域では平成14年度に古紙類の行政
回収を本格実施したため、リサイクル率は19.2％から22.0％に大きく上昇してい
ることがわかる。

また静岡地域と清水地域の人口1 人当たりの排出量を比較すると、清水地域の
ほうが可燃ごみの重量が少なく、逆にびん・缶類や古紙等などのリサイクル量は
多くなっている。

一般的に事業系ごみの割合が高いほど、リサイクル率が低くなり、人口1 人当
たりの排出量も多くなるが、静岡地域と清水地域の事業系ごみの占める割合を比
較すると静岡地域が 29.4％、清水地域が 25.1％であり（「日本の廃棄物処理 平
成 13 年度版」より）、事業系ごみの占める割合の違いによる影響を考慮しても、
清水地域のほうが静岡地域よりもごみの減量化及びリサイクルの促進が図られて
いると言える。

さらにリサイクル率について、全国平均と比較すると次頁のとおりである。
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リサイクル率の推移
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  ※ 全国平均のリサイクル率（「日本の廃棄物処理 平成13 年度版」より）
11年度 12年度 13年度

13.1％ 14.3％ 15.0％

静岡地域と清水地域のリサイクル率を全国平均と比較すると、清水地域では全
国平均を上回っているが、静岡地域は平成13年度で全国平均と同じ水準となって
いる。

全国平均のリサイクル率が平成13年度までしか公表されていないため、平成14
年度以降について比較することは出来ないが、静岡地域のリサイクル率が近年下
落傾向にあり、全国平均のリサイクル率は逆に上昇傾向にあることを考えると、
平成14年度以降では静岡地域のリサイクル率が全国平均を下回っていることが推
測される。また清水地域についても、平成14年度の古紙等の行政回収開始という
制度改正による影響を除くと、リサイクル率が上昇基調にはないことがわかる。

そのため静岡地域と清水地域を比較すると、総じて清水地域のほうがリサイク
ルの面で進んでいるといえるが、近年の推移を見ると静岡地域、清水地域ともに
リサイクルの促進が図られているとは言い難い。

平成12年5月に循環型社会形成推進基本法が成立しており、循環型社会の形成
に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、循環型社会の形成について、
基本原則を定め、ならびに国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかに
するとともに、施策の基本となる事項が定められている。

この中で地方公共団体の責務及び施策については以下のように定められている。

第10条 地方公共団体は、基本原則にのっとり、循環資源について適正に循環的な
利用及び処分が行われることを確保するために必要な措置を実施するほ
か、循環型社会の形成に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地
方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施す
る責務を有する。

第32条 地方公共団体は、その地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた循
環型社会の形成のために必要な施策を、その総合的かつ計画的な推進を図
りつつ実施するものとする。

静岡市でも循環型社会を形成するための施策として、上記の資源回収を行うと
ともに、種々 の啓発活動を行っているが、既に述べたとおりリサイクル率は上昇
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基調にあるとは言い難い。啓発活動等によりリサイクルが促進されている面はあ
ると考えるが、一方でその効果は限定的なものであると推測される。

そのため今後一層のリサイクル促進のためには、市民に直接的にリサイクル促
進のインセンティブが働く制度を設け、それによりリサイクル促進を図る必要が
あると考える（静岡市には、既に述べたようにリサイクルを促進させる制度とし
て集団資源回収事業奨励金及び古紙等資源回収活動奨励金があり、これも市民に
インセンティブを与える制度となっているが、奨励金の交付対象は町内会等の団
体であり、直接市民に対して奨励金が交付されるわけではない。一層のリサイク
ル促進を考えたときには、将来的に市民 1 人ひとりに直接金銭の授受が発生する
ような制度とし、インセンティブが市民 1 人ひとりにまで及ぶ仕組みを作る必要
があると考える）。

そこで循環型社会を形成するための施策の中でも、リサイクルの促進のための
施策を考えると、デポジット制度の導入について検討することは有用であると考
える。

デポジット制度とは、特定の容器等により梱包されている商品（びん・缶など）
及び特定の製品の価格に預託金（デポジット）を上乗せして販売し、使用後の容
器等及び製品が所定の場所に戻された際に預託金を返却する制度である。

デポジット制度導入により、以下の効果が期待できる。
・容器等の資源回収が促進され、リサイクル率が高まる
・ごみの散乱を減少させる
・ごみの減量化を促進させる（これは預託金にリサイクルの処理費用を上乗せす
ることで、より効果があがることが期待される）
デポジット制度は諸外国において導入が進んでおり、わが国においても観光地

等の特定の狭い区域で既に実施されている。さらには東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県、千葉市、横浜市、川崎市により構成されている七都県市廃棄物問題検
討委員会（現在はさいたま市を加え八都県市廃棄物問題検討委員会）でも広域的デ
ポジット制度が検討されるなど、循環型社会の形成のためにはデポジット制度の
果たす役割は大きいと考える。平成17 年4 月1 日に政令市移行を果たす静岡市と
しても、地域のイニシアチブを取り、積極的に取り組んでいくべき事項であると
考える。

１４．ごみ処理手数料の有料化について

（１）ごみ処理手数料有料化の動向

静岡市では平成5年10月1日から事業系一般廃棄物処理の全部有料化を実施し
ているが、家庭系一般廃棄物処理に関してはごみ処理手数料を直接市民から徴収
する有料化には至っていない。全国の自治体の動向について「一般廃棄物の排出
及び処理状況等（平成 13 年度実績）について」（環境省）によれば、ごみ処理手
数料について、一部又は全部を有料化している自治体数は、家庭系ごみに関して
は全市区町村中2,604自治体（80.2%）（平成12年度2,535自治体（78.0%））、事
業系ごみに関しては2,862自治体（88.2%）（平成12年度2,833自治体（87.2%））
となっている。また、粗大ごみを除いた場合、手数料の一部又は全部を有料化し
ている自治体数は、家庭系ごみに関しては、2,375自治体（73.2%）（平成12年度
2,338自治体（71.9%））、事業系ごみに関しては2,838自治体（87.4%）（平成12年
度 2,814 自治体（86.6%））となっている。このように、多くの自治体がごみ処理
手数料の有料化を導入しており、その動きが広まっていることがわかる。

一方で、住民の理解が得にくいこと及び不法投棄の増加が懸念されることから、
ごみ処理手数料有料化の導入に踏み切れない自治体もある。



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  158

（２）ごみ処理手数料有料化の背景

多くの自治体がごみ処理手数料を有料化している背景として、ごみ処理コスト
の増加、最終処分場の逼迫、ごみ処理にかかわる環境負荷の増大などによりごみ
減量化が大きな課題となり、その対応策のひとつとしてごみ処理の有料化が注目
を集め導入されてきているものと考えられる。注目されてきた要因として、従来
型の政策手段である規制や市民のモラルに頼るのでは自ずと限界があり、経済的
動機付けが必要であるとの認識が広まってきたものといえる。

つまり、年々 増加する一方にあるごみ処理コストは、自治体の一般会計から通
常支出されており、また、市民がごみそのものを出さないようにしても、あるい
は決められたように分別しても、その努力は評価されにくく、リサイクルを意に
介さない市民と同様に税負担を求められることとなる。そこで、ごみの減量化と
公平な負担を目的とし、ごみ排出量に応じてごみ処理費用の一部を市民に負担し
てもらう、ごみの有料化が着実に進んできているといえる。

（３）ごみ処理手数料有料化による効果

ごみ処理手数料を有料化した場合、各家庭から出るごみの排出量は減少するこ
とが報告されている。表 1 に有料ごみ袋制実施による家庭系ごみ収集量における
減量効果を調査した18自治体の概要を記載してあるが、排出量が49%も減少した
自治体もあり平均で22%の排出量削減の効果があったことがわかる。



号  外          静 岡 市 報     平成17 年3 月15 日  159
表１ 有料ごみ袋制実施後の家庭系ごみ収集量における減量効果（出典：吉田秀樹「家庭系ごみ有料化と減量効果について」『都市清掃』2004.1、p.30）

      袋価格＊＊   収集項目※       可燃ごみg/(日･人)             不燃ごみ      可燃ごみ＋不燃ごみ

都市名 実施時期 有料化＊ 可燃ごみ 不燃ごみ 可 不 資 実施前 実施後† 減少量 減量率 実施前 実施後† 減少量 減量率 実施前 実施後† 減少量 減量率

北部桧山 S57.9.30 有 82 82 ○ ○ × 488 239 249 51% 125 73 52 42% 613 315 298 49%

守山市 S53.3.31 有(ペ) 20→150(110枚) 0→150(112枚) ○ ○ △ 462 188 274 59% 69 73 -4 -6% 531 290 241 45%

長万部町 S61.5.31 有 82 82 ○ ○ × 867 600 267 31% 167 129 38 23% 1034 729 305 29%

伊達市 S60.6.30 有 60 60 ○ ○ × 615 400 215 35% 85 93 -8 -9% 700 495 205 29%

多久市 S50.12.31 有 20 20 ○ ○ × 295 243 52 18% 69 46 23 33% 364 289 75 21%

高山市 S63.3.31 有(ペ) 0→70(120枚) ○ △ △ 595 475 120 20% 222 183 39 18% 817 658 159 19%

出雲市 S63.3.31 有(ペ) 0→40(100枚)‡ ○ △ × 469 353 116 25% 278 257 21 8% 747 610 137 18%

大宰府市 S63.6.30 有 36 36 ○ ○ × 790 718 72 9% 103 89 14 14% 893 808 85 10%

松浦市 S62.3.31 有 29 29 ○ ○ × 368 345 23 6% 109 90 19 17% 477 437 40 8%

筑紫野市 H1.6.30 有 50 30 ○ ○ △ 569 517 52 9% 46 51 -5 -11% 615 568 47 8%

湯沢市 S63.5.31 無 33 33 ○ ○ △ 818 464 354 43% 135 57 78 58% 953 521 432 45%

茅野氏 S63.3.31 無 14 24 ○ ○ × 523 391 132 25% 134 86 48 36% 657 477 180 27%

常陸太田市 S63.3.31 無 30 30 ○ ○ ○ 629 477 152 24% 65 56 9 14% 694 533 161 23%

長門市 S57.3.31 無 22 ○ △ × 692 560 132 19% 111 101 10 9% 803 661 142 18%

益田市 S57.12.31 無 14 ○ △ × 434 341 93 21% 141 141 0 0% 575 482 93 16%

茂原市 S53.4.30 無 17 17 ○ ○ × 552 461 91 16% 101 96 5 5% 653 565 88 13%

伊那市 S60.3.31 無 26 17 ○ ○ × 391 362 29 7% 104 89 15 14% 495 457 38 8%

白石市 S63.3.31 無 15 ○ △ × 487 470 17 3% 107 89 18 17% 594 559 35 6%

＊) 有：処理経費の一部徴収有((ペ)は一定枚数以上で有料あるいは価格値上げ)、無：処理経費の一部徴収無     減量率最大値 49%

＊＊) ごみ袋価格はすべて40㍑あたりに換算した。Ａ→Ｂ(Ｃ枚)はＣ枚数以上で価格がＡからＢに変化するもの。     減量率最小値  6%

※) ○：有料収集、△：無料収集、× ：収集なし     減量率平均値 22%

‡) 年間配布される100枚のごみ袋の余剰分は市が袋(大)を40円、袋(小)を20円で買い取り。

†) 制度実施後の収集量最低値（制度実施年とは限らない）

66

なお、ごみの有料化による排出削減効果は、有料化を導入する前年度から翌年
度にかけてが最大で、その後しだいに排出量が増加して、もとの排出量に戻って
しまうケースがあり、これをリバウンド現象と呼んでいる。表2は家庭系ごみ収
集量の変動率（有料化実施前年度を100%）を有料化実施経過年数に対してグラフ
化したものであるが、ほとんどの自治体でリバウンド現象が発生しており、有料
化によるごみ減量行動への動機付けが時間の経過とともに小さくなっていくこと
を示していることがわかる。一方で、減量効果は指定袋の料金が高い自治体ほど
持続していることがわかり、有料化によるインセンティブは確実に働いていると
考えられる。
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表2　家庭系ごみ収集量の変動率の有料化実施前後の経年変化
（有料化実施前年度を100%として）

（出典）吉田秀樹「家庭系ごみ有料化と減量効果について」『都市清掃』2004.，p.29
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（４）静岡市のごみ処理手数料有料化への動き

静岡市では現在、家庭系ごみ処理手数料有料化に向けての具体的な動きはない。

（５）ごみ処理手数料有料化導入に向けての提言

家庭系ごみの処理手数料有料化には、税金の二重取りなどとして反対の声もあ
る。しかしながら、有料化は市民のごみ問題に対する関心を引き起こすきっかけ
となり、ごみ排出量を削減する効果があることが前述の統計資料からも判明して
おり、ごみ量削減に向けて避けて通ることができない課題であるといえる。また、
リサイクルを促進する、ごみ減量に努力する市民の不公平感を解消する、事業系
一般廃棄物の流れが明確になり家庭系ごみにまぎれて排出されることが解消され
るなどのメリットも期待されている。

それでは、静岡市が今後ごみ処理手数料有料化導入を検討するに当たって留意
しなければならない課題について以下述べていきたい。

第一の課題として、有料化という新しいごみ排出ルールを市民が受入れること
ができるかという問題がある。市民の理解を得るためには、まず静岡市は「廃棄
物処理コスト」（例えば、家庭系一般廃棄物については、収集・運搬コストから
焼却処理コスト、最終処分場建設・維持管理コスト、リサイクルシステム維持コ
スト、環境に与える影響等）を的確に把握し、その情報を公開したうえで、市民
に「廃棄物管理」のためのサービスの選択と負担のあり方についての判断を求め、
市民自らが、排出抑制に繋がる「ごみの有料化」のための具体的な「料金」を決
定する仕組みを創出することが必要であると考える。

第二の課題として、有料化によるごみの減量効果を一時的なものとしないため
の対策が必要である。前述したように有料化を導入しても時の経過とともにごみ
の削減効果が薄れていくリバウンド効果が多くの自治体でみられる。このような
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リバウンド効果が発生する要因として、ごみ増加の圧力が常にかかっている状態
であり根本的なごみ減量体制の構築がわが国の施策として不十分であることが考
えられる。また、有料化導入時に比べ、しだいに市民のごみ削減に対する関心が
薄れていくことも要因として考えられる。自治体レベルの対策としては、やはり
有料化の必要性とその目的をきちんと市民に伝え、継続的にごみ問題についての
情報を市民に伝えていく環境教育を市の施策として持続的に行っていくことが必
要であると考える。お金さえ払えばごみはいくら出してもいいという考えが定着
しないようにしていくことが重要である。

第三の課題として、有料化後におけるごみ減量方法のパターンをきちんと把握
することが必要である。ごみ減量方法の一般的なパターンとして、①買物に行く
時に買い物袋を持参しレジ袋を断る、商品の過剰包装を断るなどの買物行動の際
における発生抑制、②生ごみをコンポスト化するなどの生ごみの資源化、③家庭
ごみにまぎれて排出されていた事業系一般ごみが分離されるようになるなどの資
源の分別排出が考えられる。しかし、有料化後の市民がこれだけの行動をしたと
しても、現在の大量消費生活では減量化を進めていくことには限界があると考え
られる。有料化を行うのであれば、行政として川下の消費者のみに負担を強いる
のではなく、生産者や流通業者をも巻き込んだ川上の対策も行うことが必要であ
る。こうした拡大生産者責任への動きは国が主体的に取組んでいくべき課題では
あるものの、静岡市としても市民と連携した条例づくりや国・産業界への働きか
けなど工夫次第で対策を取っていくことは十分可能である。

（６）一般不燃物及び粗大ごみの有料化について

  一般不燃物及び粗大ごみの収集処理及び手数料は以下のとおりである。

収集方法
電話等申込みによる戸別収集（ただし、井川、梅ｹ
島、大河内、玉川、清沢、大川については、ステー
ション方式による収集）

排出方法 あらかじめ電話等申込みを行い、不燃物、鋭利物、
使用済み乾電池（体温計、ライターを含む。）及び
粗大ごみの４種類に分け、袋に収まるものについて
は、市が指定する家庭用ごみ袋（レジ袋等の認定袋
を含む。）に収めて、自宅前等へ搬出する。ただし、
有害性・危険性・引火性のもの、著しい悪臭を伴う
ものなど市の処理に支障を及ぼすおそれのあるも
のは、別途市の支持に従って処分する。（ただし、
井川、梅ｹ島、大河内、玉川、清沢、大川について
は、電話申込みは不要。また排出場所は町内会、自
治会等の指定する集積所）

処理手数料 無料

不燃物及び粗大ごみの処理は破砕機で細かくつぶして最終処分をしている。そ
のため可燃ごみと比べて著しく手間と費用がかかるうえ、さらに最終処分場への
埋立てにおいて大きな容量をとられている。静岡市においては一般不燃物及び粗
大ごみの処理料は無料となっている。しかし、ごみ処理に多額の費用と手間がか
かる粗大ごみ等の処理に関しては、他の自治体においては有料としているところ
がある。東京都杉並区における粗大ごみの収集方法は次頁のとおりである。
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申し込み方法 粗大ごみ受付センターへの電話、ファックス、インター
ネットによる申込み

収集方法 「有料粗大ごみ処理場」に必要事項を記載して、粗大ご
みに貼付し、収集日の午前８時までに出す。「有料粗大ご
み処理券」は杉並区内の「ごみ処理券取扱所」の標識を
掲示しているお店、コンビニエンスストア、スーパーマ
ーケット及び清掃事務所で販売している。

粗大ごみ処理券の種類 Ａ券 1枚200円、Ｂ券 1枚300円
粗大ごみ処理料金 200円から1,900円（粗大ごみの種類により異なる）

ごみの収集、処分に係るコストは、市民の快適な生活環境の維持、保全のため
に税収により、まかなうべきだという考え方がある。しかしながら、粗大ごみの
収集及び処理には多額の費用が生じることを考えると、受益者である市民に一部
負担してもらうことも十分考えられる。そのことによって市民に資源の有効利用
という考え方を啓発でき、リサイクルという認識も浸透してくるであろう。一般
粗大ごみの有料化は東京都杉並区のほか、仙台市、さいたま市、札幌市、秋田市
など多くの自治体ですでに実施されており、それによるごみの減量化の効果があ
らわれているところもある。静岡市としても一般不燃物及び粗大ごみの有料化に
ついて検討する余地は十分あると考える。

（７）事業系ごみ処理手数料徴収の徹底

平成16年12月7日（火）の午前8時30分から約1時間程度静岡市内の繁華街
におけるごみ収集運搬作業の視察を実施した。この視察で特に強く感じられた問
題点として、明らかに事業系ごみと思われるごみが家庭系ごみ用のごみ袋に入れ
られて出されているケースが目立ったことである。静岡市としては、事業系ごみ
の疑いがあったとしても排出者が明確に特定されない以上、家庭系ごみとして扱
わざるをえないとして収集運搬をしているのが実情である。

事業系ごみをごみ集積所に出す場合は、全て指定容器（事業所用有料ごみ袋）
を購入のうえ排出することになっているが、このルールが徹底されていない要因
として、ごみ問題に対する意識が希薄な事業者がまだまだ多いことがあげられる。
この解決策として、行政側が粘り強く個別指導や啓発活動を行っていくしかない
と考えられるが、それと併せてルールを守らせるための仕組みづくりも行ってい
くことが必要であると考えられる。この仕組みづくりとして、事業所用有料ごみ
袋の販売は市役所、公民館、静岡市清掃公社でしか行われていないが、販売場所
を拡大してスーパーやコンビニエンスストアなどもっと手軽に購入できるような
販売体制に変更することが考えられる。また、保健所を通して飲食店の事業者に
事業用有料ごみ袋を定期的に販売する方法も考えられる。

なお、有料の事業系ごみが無料の家庭系ごみと一緒に集積所に出される制度が
維持される限り、この問題は根本的には解決しないものと考えられる。やはり、
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根本的な解決のためには、前述のように家庭系ごみ処理手数料の有料化導入を検
討する必要があるのではないかと考えられる。

１５.不法投棄撲滅への取組強化

静岡市では、廃棄物の適正処理を確保するため、山間地等廃棄物不法投棄監視
員制度の導入や廃棄物監視機動班の設置を実施し、その効果は徐々 に現れてきて
いると認められる。一方で、近年、広域化・悪質化する不法投棄については、未
然防止を図り早期に適切な措置を図っていくことの重要性がますます高まってき
ている。このような視点からみると、静岡市は不法投棄撲滅を目指した取組をさ
らに強化することが求められてきていると考えられる。

不法投棄撲滅に向けた具体的な施策として、以下に記載したような施策が考え
られるが、その導入に向けて積極的に検討して頂きたい。

（１）不法投棄防止対策

ア．監視パトロール業務の充実

廃棄物監視機動班は、市民からの通報に基づいて週1 回パトロールを実施して
いるが、車両と専任監視員をさらに増やし市内の巡回頻度を増加させ、不法投棄
者の発見指導や追跡調査に重点を移してゆく。

イ．郵便局による不法投棄情報提供

不法投棄に対する監視通報体制の強化を図るため、郵便局と不法投棄の情報提
供についての覚書を締結し、郵便配達員が業務中に発見した不法投棄について情
報提供を受ける。このような施策により、きめ細かな通報体制が期待されるので
ある。

ウ．民間警備会社への監視業務委託

不法投棄の傾向として、人目につかない夕方から早朝にかけての投棄が多くみ
られる。そこで、これらの時間帯や土曜日・日曜日などの市役所閉庁時間帯の監
視体制を強化するため、民間警備会社に監視業務を委託する。民間警備会社への
業務指示は必要に応じて行い、巡回監視、張り込み監視などを実施していく。

エ．不法投棄監視カメラの設置

不法投棄が行われそうな箇所や不法投棄が絶えない場所に、監視カメラを適宜
設置する。また、監視カメラを警告看板と併せて設置することで、市民に監視重
点箇所であることを周知するとともに、不法投棄に対する心理的抑圧効果を狙う
ことができる。

オ．通行制限の検討

防風林などの不法投棄が絶えない場所への侵入道路については、道路の使用者
が限定されていることから、関係者と協議の上、可能な限り侵入道路の一部閉鎖
を実施していく。
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カ．自治体間での連携

近年、広域的に流動する廃棄物の特性から、不法投棄等の関係者が広範囲に複
数存在するケースが多くみられるが、そうした場合には、自治体間で連携した取
組を行う方が事務を効率化でき、告発に向けた証拠保全や行政処分の厳格化及び
迅速化を容易に達成することができる。また、情報を共有することで不法投棄対
策の経験やノウハウを蓄積し、同様の事案に対する対応能力を高めることで、不
法投棄事案に対する効果的な解決に直結させることができるのである。

（２）不適正焼却防止対策

ア．現地指導の強化

野外焼却については、市民からの通報に基づく監視パトロールの中でその是正
指導を行っていくが、廃棄物処理法の改正により罰則が科せられるなど規制が強
化されたことから、今後は警察署との連携による現地指導を強化していく。

イ．指導強化月間の設置

野外焼却・焼却炉指導強化月間を設けて、廃棄物焼却に係る不適正行為の是正
指導にあたる。

（３）法的処分の厳格運用

廃棄物の処理基準に適合しない処理に対しては、生活環境の保全上支障が生じ
ることを未然に防止するため、改善命令、措置命令を適正かつ迅速に行うととも
に､行政命令違反、不法投棄、焼却禁止違反等の行為については、警察機関と連携
しながら厳正に処分していく。具体的には、悪質または常習事案については積極
的に警察署に通報し、連携をとって事件の立件に向けた合同調査の実施や公有地
への不法投棄については国・県の関係部局と連携し、調査・回収や防止策につい
ての検討・協議を行っていくことも必要である。

１６．廃棄物処理計画について

廃棄物・リサイクル対策については、廃棄物の発生量の高水準の推移、リサイ
クルの一層の推進、廃棄物処理施設の立地の困難性、不法投棄の課題に直面して
いる。その解決のため「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から脱却
し、生産から流通、消費､廃棄に至るまでの物質の効率的な利用やリサイクルを進
めることにより、資源の消費が抑制され、環境への負担が少ない「循環型社会」
を形成することが急務となっている。

（１）最終処分量の推移

静岡市においては、沼上最終処分場（静岡地域）と清水貝島最終処分場（清水
地域）の 2 つの最終処分場を有しており、その埋立開始年月は以下のとおりであ
る。
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場   所 埋立開始年月
沼上最終処分場 平成2 年4 月
清水貝島最終処分場 平成元年6 月

沼上最終処分場、清水貝島最終処分場の最終処分量の推移は、以下のとおりで
ある。

沼上最終処分場の最終処分量の推移
                               （単位：トン）
年度 焼却残渣 不燃物残渣 直接埋立量 合計

11年度 24,919 2,550 4,747 32,216
12年度 26,511 3,920 4,525 34,956
13年度 26,333 586 4,392 31,311
14年度 27,515 10 4,526 32,051
15年度 27,712 - 4,191 31,903

清水貝島最終処分場の最終処分量の推移
                               （単位：トン）
年度 焼却残渣 不燃物残渣 直接埋立量 合計

11年度 11,550 - 137 11,687
12年度 11,434 - 140 11,574
13年度 11,239 - 118 11,357
14年度 11,125 - 122 11,247
15年度 10,707 - 113 10,820
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静岡地域及び清水地域の最終処分量の推移

静岡地域
清水地域

大量生産、大量消費、大量廃棄といわれるように我が国における経済社会は枯
渇性のある地下資源を大量に消費し、大量の廃棄物を排出してきた。その結果が
地球温暖化であり、廃棄物問題である。

最終処分場への持込量を最小限にするには、廃棄物をできるだけ出さないこと､
素材に戻して再利用すること、それが無理ならば出てきた廃棄物はできるだけ再
利用することが求められる。

静岡市において最終処分場の埋立終了予定時期がせまってきたが、最終処分場
の新規設置については立地に適した場所の不足や地域住民の理解を得がたい状況
にあることから、平成16 年3 月に沼上清掃工場灰溶融施設の運転を開始した。こ
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れにより、焼却灰に含まれるダイオキシン類を分解し、重金属類を封じ込めた安
全なガラス状固形物の溶融スラグを生成することが可能となった。生成された溶
融スラグは土木資材等に利用することで埋立処分量を減らし、ひいては最終処分
場の延命化に資することとなり、資源循環型のまちづくりに寄与できるものであ
る。静岡市では新たな最終処分場を建設することは困難な状況となってきている
ため、廃棄物の発生・排出抑制、資源化、中間処理により、できる限り最終処分
量を極小化し、既存の2 処分場の延命化を進めていくことになる。

静岡県の廃棄物処理計画では、最終処分の目標として、平成22年度に57％（対
平成11年度比）に削減することを見込んでいる。すなわち、平成11年度と比較
して43％を削減する計画としている。静岡市においては、ごみ処理に係る基本方
針のひとつとして「最終処分量の極小化を目指して」を掲げており、最終処分量
の削減率は上位計画を上回ることを目指すことが必要となる。したがって、基本
計画では、最終処分量の削減率を平成15年度より70％以上削減することを目指す
としている。

そのためには灰溶融施設を有効に使用し、高水準の稼働率を維持する必要があ
る。また、沼上最終処分場に既に埋め立てた残渣等を灰溶融施設で再度処理する
ことも考えられる。既存の適正な一般廃棄物処理場について既に埋立しているご
みを掘り起こし、減量化することにより最終処分場の容量を確保することを目的
としたごみ処理施設を整備する際、国庫補助金の対象となる。掘り起こしごみの
溶融処理による最終処分場延命化への実現は溶融処理により発生する溶融物の品
質が高く全量が建設資材等に資源化されることが不可欠である。溶融物が資源化
されなければ結局最終処分されることとなり延命効果は十分には期待できないで
あろう。溶融スラグの活用については、多少コストの論理に沿わなくても循環型
社会の構築という目的のためには積極的に利用できるシステムを創りあげること
が必要であろう。

（２）中間処理施設の課題

西ヶ谷清掃工場、沼上清掃工場及び清水清掃工場で中間処理した過去5 年間の
処理量の推移は、次のとおりである。

西ヶ谷清掃工場
                               （単位：トン）

破砕処理量   
年度

焼却処理量
破砕可燃量 不燃残渣量 資源回収量 小計

11年度 68,192 2,161 1,594 1,786 5,541
12年度 65,536 3,434 2,438 2,801 8,673
13年度 49,348 1,064 431 972 2,467
14年度 73,493 482 - 152 634
15年度 81,575 4,369 - 1,959 6,328

沼上清掃工場
                               （単位：トン）

破砕処理量   
年度

焼却処理量
破砕可燃量 不燃残渣量 資源回収量 小計

11年度 120,240 3,004 956 1,181 5,141
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12年度 135,456 4,952 1,482 2,047 8,481
13年度 145,543 3,234 155 1,036 4,425
14年度 130,099 8,320 10 1,791 10,121
15年度 136,030 5,198 - 878 6,076

清水清掃工場
                               （単位：トン）

破砕処理量   
年度

焼却処理量
破砕可燃量 不燃残渣量 資源回収量 小計

11年度 72,462 5,013 - 1,755 6,768
12年度 74,633 6,486 - 2,201 8,687
13年度 67,325 5,810 - 1,480 7,290
14年度 66,973 7,198 - 2,054 9,252
15年度 56,285 3,766 - 1,329 5,095

平成15年度においては、3工場の合計で焼却処理量は273,890トン､破砕処理量
は、17,499トンとなっている。

現在、稼動中の中間処理施設3 施設（西ヶ谷清掃工場、沼上清掃工場、清水清
掃工場）については、これまで、機器類の補修や交換等、大小の補修工事や排ガ
ス高度処理等の基幹的整備を実施し延命化してきた。しかし､西ヶ谷清掃工場が稼
動開始後22年、沼上清掃工場が10年、清水清掃工場が30年経過しており、西ヶ
谷清掃工場や清水清掃工場は老朽化が進んでいる。また、清水清掃工場について
は、住民協定により平成19年度に廃止することが決められている。そのため、今
後中間処理施設の再整備について西ヶ谷清掃工場の整備計画を進めており、新清
掃工場は平成21年度に完成予定である。新清掃工場においては、沼上清掃工場と
同様に灰溶融施設を備え、焼却残渣等の減少に貢献出来るものである。今回の灰
溶融炉の事故を教訓にして灰溶融炉が安全かつ効率的に稼動することが望まれる。
また、合併前の旧清水市では、清水清掃工場が平成19年度に閉鎖することから新
清掃工場の建設予定地を探していたところが合併により新たな建設予定地の購入
が不必要となったのは確かに合併効果の現れのひとつであった。

（３）し尿処理計画について

概要

し尿、浄化槽汚泥等の処理体系は以下のとおりである。
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静岡市における生活排水の処理主体は、以下のとおりである。

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体
終末処理場 し尿及び生活廃水 静岡市
合併処理浄化槽 し尿及び生活廃水 個人等
単独処理浄化槽 し尿 個人等
し尿処理施設 くみ取りし尿及び浄化槽汚泥 静岡市

くみ取りし尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬量の過去5 年間の推移は、以下のとおりで
ある。

                                 （単位：ｋｌ）
項  目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
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くみ取りし尿 16,536 16,328 14,546 13,043 13,946
浄化槽汚泥 69,434 66,049 67,302 67,645 66,480
計 85,970 82,378 81,849 80,688 80,427
1日当り収集量 235.5 225.7 224.2 221.1 220.3

静
岡
地
域

浄化槽汚泥混入率（％） 80.8 80.2 82.2 83.8 82.7
くみ取りし尿 7,203 6,619 5,344 5,648 4,285
浄化槽汚泥 52,635 51,291 50,655 50,462 52,115
計 59,838 57,910 55,999 56,110 56,400
1日当り収集量 163.9 158.7 153.4 153.7 154.5

清
水
地
域

浄化槽汚泥混入率（％） 88.0 88.6 90.5 89.9 92.4
くみ取りし尿 23,739 22,947 19,890 18,691 18,231
浄化槽汚泥 122,067 117,340 117,957 118,107 118,595
計 145,808 140,288 137,848 136,798 136,827
1日当り収集量 399.5 384.4 377.7 374.8 374.9

合

計
浄化槽汚泥混入率（％） 83.7 83.6 85.6 86.3 86.7

し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬量は、年々 減少傾向にある。

過去５年間のし尿（浄化槽汚泥を含む。）の処理実績の推移は、以下のとおりである。

                                  （単位：ｋｌ）
項  目 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

処理量

南部中継所 35,172 34,901 34,971 35,496 38,408

衛生センター 50,799 47,477 46,879 45,193 42,019

計 85,971 82,378 81,850 80,689 80,427

静
岡
地
域

1日平均処理量 301 291 295 291 290

処理量 59,838 57,913 55,999 56,110 56,400
清
水
地
域 1日平均処理量 171 165 161 175 183
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今後５年間のし尿及び浄化槽汚泥発生量の予測は、以下のとおりとなっている。

                                  （単位：ｋｌ）
項  目 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

浄化槽汚泥 115,152 111,348 106,473 101,902 97,607
し尿 10,411 9,340 8,388 7,541 6,787
合計 125,563 120,688 114,861 109,443 104,394

し尿、浄化槽汚泥等の収集運搬、清掃及び保守点検業者数は、以下のとおりである。

項  目 収集運搬業者 浄化槽清掃業者 保守点検登録者
静岡地域 1公社6業者 1公社6業者 47業者
清水地域 5業者 8業者 57業者

し尿及び浄化槽汚泥等の処理を適正に行うことは、市民に快適な生活を提供す
ることで社会的貢献を果たすものである。

公共下水道の整備が進むにつれて、し尿の処理量は減少していくが、浄化槽汚
泥の混入率が増加していくことで、し尿処理施設での処理対象物の性状が大きく
変化することが予想される。現有設備については、静岡衛生センター及び静岡衛
生センター南部中継所は稼動開始後 30 年以上経過し老朽化が進んでいる。将来、
衛生センターの統合という事態も予想される。また、し尿の収集運搬業者の業務
も下水道普及により減少しながら計画的に、かつ効率的に収集運搬をすることに
なろう。バキューム車を有している現在のし尿収集運搬業者はし尿くみ取りの売
上は減少することになろうが、浄化槽維持管理者との業務提携等をすすめ、新規
の顧客を獲得できるような環境を模索することも必要となろう。さらに、将来的
には、施設等から発生する汚泥等について資源化施設等で資源化してリサイクル
を促進させることも考えられる。


